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第1章 序論 

1-1 研究の背景  

 四方を海に囲まれた我が国の沿岸域は，多様かつ高度に利用されており，人口や産業が集積し

ている．我が国の沿岸域は，地理的に津波，高潮，高波など厳しい自然外力に晒されていること

から，過去幾度となく大きな沿岸災害に見舞われてきた．したがって，沿岸域の開発・利用は，

沿岸の防護と共に発展してきたといえる． 

 現在，気候変動による台風の強大化に伴い，高潮や高波による災害の甚大化が懸念されており，

その影響評価が活発に議論され，適応策の検討が急務となっている．加えて，沿岸域の環境保全

も重要な課題であり，開発や災害による影響の評価や失われた環境の回復，気候変動による環境

の変化など，持続可能な沿岸域開発において，沿岸域の環境を十分に把握する必要がある． 

 これらの沿岸域の開発・利用，防護，環境に関する工学的課題を検討するうえで，数値シミュ

レーションが極めて有効な検討手段となって既に久しい．特に近年では，非構造格子を採用した

海洋流動シミュレーションモデルを利用した研究例が増えている．従来の構造格子モデルに比べ

て，非構造格子を採用したモデルは複雑な海岸線を滑らかに再現でき，また，格子のサイズを自

由に変更できるため，同じ計算領域の中で流動の複雑さに応じて格子の解像度を変えることが可

能である．従来，有限要素法では非構造格子による計算が行われているが，現在利用されている

海洋流動モデルの多くは有限体積法に基づいたもので，様々な外力を考慮した沿岸域の流れのシ

ミュレーションにはより有利である．今後，沿岸域における様々な検討において，非構造格子モ

デルが主要なツールになると思われるが，現状では，様々な課題への適用性や問題点が十分に把

握されているとはいえない． 

 

1-2 既往の研究 

 これまで様々な工学的課題に対して，数値シミュレーションを用いた研究が多く行われており，

以前は POM (Princeton Ocean Model, Blumberg and Mellor, 1987)や ROMS(Regional Ocean Modeling 

System, Shchepetkin and McWillwams, 2003, 2005)に代表される構造格子モデルが主要なツールとし

て用いられてきた． 

 例えば高潮については，河合ら(2000)によって 1999 年 18 号台風による高潮特性が明らかにされ

た研究や富田ら(2005)によって行われた2004年16号台風による高潮浸水に関する研究などがある．

また，Phaksopa et al. (2006)は POM を用いてタイランド湾における高潮に関する研究を行っている．

また，高精度な高潮推算のため波と流れのカップリングモデルも開発されてきた．高潮，天文潮，

波浪の相互作用を考慮した数値計算モデル（山下ら，2001）やウェーブセットアップを考慮した

モデルも構築されている（柴木ら，2001，2002）．また，河合ら(2003)は波浪と高潮の双方向結合

推算モデル構築し，1999 年 18 号台風による高潮および波浪推算を行った． 

 さらに，それ以外の工学的課題として本研究で着目した，流木等の漂流物，湾内の土砂輸送，

航路埋没に対してもこれまで多くの研究が行われてきた．流木の流出に関して，目黒ら(2006)は伊

勢湾を，嶋田(2014)は大阪湾を対象とした検討を行っており，米山ら(2009)は津波漂流物の三次元

数値解析手法の開発を行った．また，本研究で対象とした有明海における研究も行われている（矢

野ら，2015）．土砂輸送に関して，鵜崎ら(2009)は有明海における干潟の地形変化の関する数値計

算を行い，松野下ら(2018)は水俣湾および八代海を対象に底泥輸送の数値シミュレーションを行っ
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た．航路埋没に関して，楠原ら(2018)はアフリカのとある港における航路埋没の検討を行い，松永

ら(2017)は関門航路におけるサンドウェーブの発達モデルの開発を行った． 

 近年，FVCOM（Finite Volume Community Ocean Model, Chen et al., 2003, 2004）等の非構造格子

海洋流動モデルが開発され，これらを活用した研究も増えてきている．例えば木梨ら(2012)や田辺

ら(2013a，2013b)は有明海を対象に高潮シミュレーションを実施し，中村ら(2018)は，台風に伴う

干潟の地形変化を検討した．また，Wu et al. (2011)や Chen et al. (2011)によって非構造格子を採用

した波・流れ相互作用カップリングモデルも開発されており，Sun et al. (2013)はアメリカ東海岸に

来襲したハリケーンについて，高潮シミュレーションに及ぼす波・流れ相互作用の影響を検討し

た．今後非構造格子海洋流動モデルが主要なツールになると思われるが，現状様々な工学的課題

への適用性が十分に把握されているとは言えない． 

 

1-3 研究の目的 

 本研究では，非構造格子海洋流動モデルを，改良を加えつつ沿岸域の様々な工学的課題に適用

し，その適用性を明らかにすることを目的とした．使用したモデルは，代表的な非構造格子海洋

流動モデルの一つである FVCOM である．対象とした工学的課題は，温暖化の高潮への影響と適

応策の検討，豪雨による河川からの流木および土砂の流出，航路における局所的浅所の発達，波

浪と流れのカップリングであり，それぞれ防災，環境，利用に関する課題である． 

 温暖化の高潮への影響と適応策の検討では，有明海湾奥部を対象として，FVCOM を用いて高

潮氾濫シミュレーションを行う．有明海湾奥部は高潮への脆弱性が高く温暖化によって更なるリ

スクの増大が懸念されており，これに対する適応策の検討は急務である． 

 流木の流出に関する検討では，有明海を対象に FVCOM のオプションである粒子追跡モジュー

ルを用いて流木漂流シミュレーションを実施する．これまで有効な漂流モデルが存在せず，流木

の回収作業は目視や経験に頼っている．しかし，現状の効率的な流木の回収が行えているとは言

えず，高精度な漂流予測モデルの開発が期待されている． 

 土砂の流出に関する検討では，有明海を対象に FVCOM のオプションである底質輸送モジュー

ルを用いて検討を行う．有明海は国内最大の面積を誇る広大な干潟を有しており，そこには多く

の貝類や甲殻類が生息している．また，有明海には大小 100 を超える河川が流入しており，降雨

後の出水時には大量の淡水や土砂が流入し，アサリなどの水産資源に被害をもたらしている．こ

のような被害の対策のためには有明海における土砂動態を把握することは不可欠である． 

 航路における局地的浅所に関する検討では，関門航路を対象に底質輸送モジュールを用いて検

討を行う．関門航路の一部においてサンドウェーブと言われる波状の砂地形によって局所的浅所

が発生している．今後，航路を効率的に維持，管理していく上でサンドウェーブは大きな障害と

なる可能性が高く，航路埋没の特性を明らかにすることは極めて重要である． 

 波浪と流れのカップリングに関する検討では，波と流れの相互作用を考慮するため FVCOM と

第三世代波浪推算モデルである SWANを結合し波・流れ相互作用カップリングモデルを開発する．

これまでの数値モデルは流れや波浪等個別の現象を対象としたモデルが多い．しかし，実際は流

れや波浪は相互に影響を及ぼしあっており，個別の現象を対象としたモデルでは，正確な物理現

象の再現は難しい． 
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1-4 本論文の構成 

 本論文は 8 章からなり，各章の概要は以下の通りである． 

第 1 章 本研究の背景および目的を述べる． 

第 2 章 本研究で使用した海洋流動モデル FVCOM，海洋潮汐モデル NAO99.Jb，および経験的台

風モデルについて述べる． 

第 3 章 経験的台風モデルを用いて，有明海湾奥部における高潮の将来変化やそれに対する適応

策の検討を行う．非構造格子モデルで線境界を活用することで，海岸線や河川に沿って

滑らかに堤防を設置することができ，精緻な地形でのシミュレーションが可能となる．

さらに，非構造格子モデルの地形表現の柔軟性と線境界の機能を応用して水門の開閉な

どの機能を組み込む．その他，種々の高潮対策施設をモデルに組み込み温暖化適応策に

ついて検討する． 

第 4 章 効率的な流木の回収に資するため，FVCOM を改良し，よりリアルな漂流物の挙動を再

現するため流木の浮力および風からの抗力を考慮可能とする．また，このモデルの妥当

性を検証する． 

第 5 章 有明海における出水時の底質輸送シミュレーションを実施し，観測値との比較によって

FVCOM によるシミュレーションの再現性を検証する． 

第 6 章 関門航路におけるサンドウェーブと平均水位の変動との関係を明らかにし，サンドウェ

ーブの再現のための検討をする． 

第 7 章 前章までの課題に対して今後より詳細に検討するため，波・流れ相互作用カップリング

モデルの開発を行う．開発に際し様々な検証を行いモデルの妥当性を示したのち，台風

来襲時の高潮・波浪推算を行うことで本モデルの有用性を確認する． 

第 8 章 本研究の総括および今後の課題について述べる． 
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第2章 本研究で使用したモデル 

2-1 海洋流動モデル FVCOM 

2-1-1 FVCOM の概要 

 本研究では非構造格子海洋流動モデル FVCOM(Finite-Volume Community Ocean Model, Chen et al. 

2003, 2004)を用いた．FVCOM とは，Massachusetts 大学 Dartmouth 校の C.Chen と H.Liu により開

発された 3 次元有限体積法を用いた海洋流動モデルである．FVCOM は，運動方程式・連続の式・

熱力学方程式・塩分濃度拡散方程式・密度方程式から成り，鉛直混合に関しては Mellor and Yamada 

level2.5 乱流クロージャ法(Mellor and Yamada, 1982)を，水平混合に関しては Smagorinsky 乱流クロ

ージャ法(Smagorinsky, 1963)を用いることで，これらの方程式は物理的・数学的に閉じたものとな

る． 

 POM や従来の高潮モデルが水平座標に構造格子を用いているのに対し，FVCOM では非構造格

子を採用している点が大きな特徴である．そのため FVCOM では，複雑な海岸線をより正確に表

現できる．また，3-D 乾湿処理モジュールやデータ同化モジュールなど，各種モジュールを必要

に応じて使用することが出来る．その他，鉛直座標には海底地形の再現性に有利な座標を採用し

ている点や，水面波の伝播を計算する外部モードと，密度差に起因する内部波の伝播を計算する

内部モードを分離した mode-splitting 法により，流速・水温・塩分濃度・密度の変化を計算してい

る点などは，代表的な海洋流動モデルである POM と同様である． 

 新バージョンとなる FVCOM3.2 がリリースされ，これを使用することで上記の特徴に加え，並

列計算を導入することで，計算時間の短縮が可能となった．また，線境界を用いることで，構造

物を表現する際により実構造物に近い表現が可能となった．さらに，底質移動の計算の際に水深

の変化を考慮した計算が可能となった．詳細は 5-4 で述べる． 

2-1-2 FVCOM の特徴 

A) 3 次元有限体積法 

海洋流動モデルには，以下の 2 つの数値解析法が広く使われてきた． 

 (1) 有限差分法（Blumberg and Mellor(1987)，Blumberg(1994)，Haidvogel et al.(2000)） 

 (2) 有限要素法（Lynch and Naimie(1993)，Naimie(1996)） 

 有限差分法の大きな利点は，基礎的な離散化手法と計算効率である．これのため，単純な沿岸

域を解くことは出来るが，非常に不規則な形状の沿岸域を解くことができない．一方，有限要素

法は，任意の空間サイズの三角形格子を用いることができ，不規則な海岸線でも高精度な計算が

可能である．FVCOM で用いられている有限体積法は，有限差分法の単純な離散化手法と計算効

率，有限要素法の幾何学的な柔軟性を組み合わせたものであり，複雑な沿岸域において，体積保

存・運動量保存・塩分濃度保存・熱保存をより正確に表現できる． 

B) 非構造格子 

 FVCOM は水平座標に非構造格子を用いている．図 2-1 に構造格子と非構造格子の模式図を示

す．構造格子は要素がすべて同じ大きさの四角形のため，実際の海岸線をなめらかに再現するこ

とが難しい．一方で，非構造格子は要素が三角形のため，実際の海岸線をなめらかに再現でき，

複雑な沿岸域での計算に有利であると考えられる．また，三角形要素は大きさを自由に変えるこ

とができるため，図 2-2 に示すように，詳細に検討したい部分では細かい格子，そうでない部分
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では大きな格子にすることが可能であり，これにより計算負荷を低減できる．なお，本研究では，

Aquaveo によって開発された SMS（Surface Water Model System）を利用して非構造三角形格子を

作成した． 

 

図 2-1 構造格子と非構造格子の比較 

 

 

図 2-2 非構造格子のメッシュ形状 

 

C) デカルト座標系における基礎方程式 

 支配方程式は次の式で示す，運動方程式，連続の式，温度移流拡散方程式，塩分移流拡散方程

式，密度方程式からなる(Chen et al., 2013)． 

・x 方向運動方程式 
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     (2.1) 

・y 方向運動方程式 

構造格子 非構造格子

モデルの海岸線

実際の海岸線

構造格子 非構造格子

モデルの海岸線

実際の海岸線

構造格子 非構造格子
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・z 方向運動方程式 
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・連続の式 
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
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 (2.4) 

・温度移流拡散方程式 
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・塩分移流拡散方程式 

 sh F
z

S
K

zz

S
w

y

S
v

x

S
u

t

S





































 (2.6) 

・密度方程式 

 ),,( pST   (2.7) 

 x,y,z：デカルト座標系における東，北と鉛直軸 

 u,v,w：x,y,z 方向の速度成分 

 T：温度 

 S：塩分 

 ρ：密度 

 p=pa+pH+q：圧力（p：全圧力，pa：海面での大気圧，pH：静水圧，q：非静水圧） 

 f：コリオリのパラメータ 

 g：重力加速度 

 Km：鉛直渦粘性係数 

 Kh：鉛直熱拡散係数 

 Fu,Fv,FT,FS：水平運動量拡散項，鉛直運動量拡散項，熱拡散項，塩分拡散項 

 D=H+：単位幅あたりの水深 

 ここで H：海底面の深さ，：自由表面の高さ（それぞれ z=0 として） 
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図 2-3 デカルト座標系（Chen et al., 2013 より引用） 

 

温度に関する海表面と海底面の境界条件は次の式で表される(Chen et al., 2013)． 

       tyxztyxSWtyxQ
Kcz

T
n

hp

,,,,,,,,
1








 (2.8) 

  yxHz
n

T

K

A

z

T

h

H ,,
tan









 
 (2.9) 

ここでの Qn(x,y,t)は正味の表面熱フラックスで，これは短波放射，長波放射，顕熱フラックス，潜

熱フラックスの 4 つの成分からなる．SW(x,y,0,t)は海表面に入ってくる短波放射フラックス，cpは

海水の比熱，AH は水平熱拡散係数，α は海底地形の傾斜，n は図 2-4 に示すような水平座標軸で

ある（Pedlosky, 1974, Chen et al., 2004）． 

 

 

図 2-4 海底傾斜地での境界条件（Chen et al., 2013 より引用） 

 

 長波放射，顕熱フラックス，潜熱フラックスは海表面で起こると仮定する．一方，短波放射
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SW(x,y,0,t)は次のように近似できる(Chen et al., 2013)． 

       







 b

z

a

z

eRtyxSWtzyxSW 1Re,0,,,,,  (2.10) 

ここで，a と b は短波放射の長波と短波の波長成分における減衰距離，R は長波放射照度．この

Kraus(1972)によって最初に提唱された吸収特性は，Simpson and Dickey(1981a,b)などによって，日

中の上部海洋加熱の数値検証に使われてきた．下降放射照度の吸着は温度（熱）方程式に含まれ

ている． 
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
 (2.11) 

この方法により，さらに正確な表面付近の温度を導くことができる（Chen et al., 2003）． 

 海表面と海底面における塩分濃度の境界条件は次である(Chen et al., 2013)． 
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 (2.13) 

ここで P̂ と Ê は降水率と蒸発率．また，
2||1/1   である． 

 u,v,w に対する海表面と海底の境界条件は次である(Chen et al., 2013)． 

    tyxz
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ここでの ),(),(),( 22 vuvuCdbybxsysx  ， は海面せん断と海底摩擦の x,y 成分．Qb は海底

での地下水体積フラックス，Ω は地下水源の領域．抗力係数 Cdは海底からの高さ zabでの対数底

層のマッチングで決められており，
























 0025.0,ln/max

2

0

2

z

z
kC ab

d
で，k=0.4 はカルマン定数，

z0は海底粗度パラメータである． 

 固体境界（不透過境界）での運動量フラックスと温度フラックス，塩分フラックスの境界条件

は FVCOM において次のように定義されている(Chen et al., 2013)． 

 0,0,0 










n

S

n

T
vn  (2.16) 

ここでの vnは境界に垂直な速度成分，n は境界に垂直な座標軸である． 

 よく使われる数値解法の有限差分モデルでは，式(2.9)や式(2.13)の温度や塩分に関する境界条件
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は 0//  zSzT として計算される．この理由の一つは，海底の傾斜が不規則だった場合，

有限差分法では， zSzT  /,/, を正確に計算することが難しく，これらの項での誤差が結果

に大きな影響を与えるおそれがあるためである．海底でのフラックス条件を正確に表現すること

の重要性に関しては Chen et al.(2006)などで見られる． 

 一方，有限体積法では，不規則な海底傾斜における海底傾斜と温度勾配，塩分勾配は，グリー

ンの法則を用いることで解くことができるため，有限体積法を用いている FVCOM では，式(2.9)

や式(2.13)を解くことで海底での正確な値を得ることができる．このように，海底近似と境界条件

が，FVCOM を用いることの利点である． 

D) 座標系 

 FVCOM は鉛直座標に座標を用いている．図 2-5 に座標系とデカルト座標系の比較図を示す．

鉛直座標にデカルト座標を用いた場合，図中の赤線で示されているように，モデルにおいて海底

地形を再現することが難しく，水深が急激に変化する大陸棚縁等の再現には適さない．一方，

座標系では，どの点においても水面から海底までを同数の層に切るため，急激に水深が変化する

ような箇所でも，実際の海底地形をほぼ正確に表現することができる． 

 

図 2-5  座標系とデカルト座標系の比較 



座標への変換は以下のように定義されている． 
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z 
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






 

(2.17) 

ここでのは海底での-1 から海表面での 0 まで変化する． 

 σ 座標系では，支配方程式(2.1)～(2.9)は次のように与えられる． 

・連続の式 

 0























y

Dv

x

Du

t
 (2.18) 

・x 方向運動方程式 
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・y 方向運動方程式 
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・温度移流拡散方程式 
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・塩分移流拡散方程式 

 Sh DF
S

K
D

S

y

SvD

x

SuD

t

SD








































 1
 (2.22) 

σ 座標系での水平拡散項は次のように定義される． 
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  (2.25) 

ここで Ĥ は短波放射照度，Amと Ahはそれぞれ水平渦拡散係数と水平熱拡散係数である． 

 また，境界条件は次のように与えられる． 

水表面（=0）で， 
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

 (2.26) 

海底（=-1）で， 
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E) 湿潤・干出処理方法 

 河口での最も難しい問題の一つに，干潟域での水輸送の計算がある．過去にこの問題を解決す

るため 2 種類の方法が開発されてきた．1 つが動的境界法で，もう 1 つが The Wet/Dry Treatment 

Technique（湿潤/乾燥処理方法）である(Chen et al., 2013)． 

 動的境界法では，計算領域が陸と水の間の内部境界面で分けられる．この境界は氾濫や排水の

サイクルにより時々刻々変化するので，モデル格子はそれぞれのタイムステップごとに設定し直

さなければならない．この方法は単純で理想的な河口ではうまくいくが，入り江や沖洲などの複

雑な地形である実際の河口では実用しにくい． 

 The Wet/Dry Treatment Technique（湿潤/乾燥処理方法）では，計算領域は最大の氾濫領域を含む．

数値格子は陸地と水辺の間の内部境界面として定義され，wet と dry の地点の境界から成る．

wet/dry 地点は局所的な総水深 D=H(x,y)+ (x,y,t)によって区別される（ここで H は水深，は水面

上昇量）．Wet 地点では D>0，dry 地点では D=0 である．Dry 地点では，速度は自動的に 0 となる

が，塩分は前のタイムステップのものと同じ値を保つ．この方法は比較的単純であるが，河口モ

デルにおいて干潟域での水輸送をシミュレートするのに広く使われてきた． 

 z 座標系システムでは，3-D モデルでの数値の安定性を保証するため，もっとも水表面に近い層

の厚さは，潮汐上昇の振幅より大きくなくてはならない．このことは，この方法を浅水河口（潮

汐上昇の振幅が局所的な水深と等しい）に用いることを難しくしている．また，不規則な海底地

形では z 座標系モデルで解くのは難しいため，水輸送は実際の海底地形をシミュレートしたよう

なものにはならない． 

  座標系システムでは，Wet/Dry Treatment Technique は D=0 だと妥当ではない．数値上の特異

性を避けるための一つの方法として，すべての dry 地点で 0 速度明記する方法があるが，数値計

算において体積保存が保証されない．別の方法では，水底に粘性の境界層（hc）を加えて，D と

hcの合計を用いてwet/dryを再定義する．Wet地点をD>hcとして扱い，もう一方を dry地点とする． 

 しかし，自然界では粘性底層は対数境界層に達しないため，静的条件を満たすためには，粘性

層は十分に小さくてはならない． 

 河口での干潟域における氾濫/排水の過程をシミュレートする場合，体積保存を満足しなければ

ならない．これらの方法において，wet/dry の判断は経験的な基準を用いて決定されるので，wet/dry

の変換地点での水輸送の見積もりは次に依存する． 

・wet/dry 地点を定義するのに使われている基準 

・数値積分に使われているタイムステップ 

・モデル格子の水平と鉛直解像度 

・水表面上昇の振幅 

・水深 

 座標系変換モデルでは，水底の粘性層（Dmin）の厚さも関係している． 

 新しい Wet/Dry Treatment Technique が FVCOM で使用するために発展してきた．この方法は，干
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潟域における理想的な半閉鎖的な河口でシミュレーションする場合妥当である． 

 接点での乾湿基準は次で与えられる．  

 
min

min

,,

,,

DhHDifdry

DhHDifwet

B

B








 (2.28) 

 三角形セルでは次のように与えられる． 

 

   
    minˆˆˆˆ,ˆ,ˆ,

minˆˆˆˆ,ˆ,ˆ,

,,max,,min,,

,,max,,min,,

DhhhDifdry

DhhhDifwet

kjikBjBiB

kjikBjBiB








 (2.28) 

 ここで Dminは水底において明記される粘性層の厚さ，hBは河川の川底地形の高さである．図 2-6

にそれぞれの定義を示す(Chen et al., 2013)． 

 

図 2-6 水深，水位，地形高さの定義（Chen et al., 2013 より引用） 

 三角形セルが dry として扱われるとき，この三角形の重心での速度は 0 とされ，この三角形へ

のフラックスの流入は認められず，TCE 内でフラックス計算から取り除かれる．その後，図 2-7

に示すように，湿域の三角形のみ TCE（頂点と接する三角形）のフラックス計算に考慮される． 

 

 

図 2-7 TCE 内の干潟の三角形（Chen et al., 2013 より引用） 

 

以上のように，FVCOM は湿潤・干出を扱えることから，湾スケールでの高潮と陸域における浸

水を同時に計算することができる(Chen et al., 2013)． 



14 

 

F) mode-splitting 法 

 沿岸域の循環を支配する方程式は，速く動く外部重力波と，ゆっくり動く内部重力波を含む．

計算効率の観点から考えると，計算時間間隔の違いより，外部重力波と内部重力波を分離して別々

の時間間隔で計算することが望ましい．このテクニックを mode-splitting 法という．mode-splitting

法では，海表面の上昇など外部重力波は鉛直積分方程式を用いて 2 次元計算され，密度差に起因

する内部重力波は 3 次元方程式を用いて計算される．外部重力波を計算するときに用いられる，

鉛直積分された運動方程式と連続の式を以下に示す．また，計算の模式図を図 2-8 に示す． 

・連続式 
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 (2.28) 

・x 方向運動方程式 
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 (2.29) 

・y 方向運動方程式 

 

yy

bysy
GFDd

y

D
ddD

y

gD

y
gD

Duf
y

Dv

x

Duv

t

Dv





























































 
 

~

0

0

1

0

1

0

'

0

2












 (2.30) 

ここで，Gxと Gyは次のように定義されている(Chen et al., 2003a)． 
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水平拡散項は，以下の式である(Chen et al., 2013)． 
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図 2-8 計算の模式図 

G) 乱流クロージャモデル 

 上で述べてきた，運動方程式や温度移流拡散方程式，塩分移流拡散方程式は，式中の水平拡散

項と鉛直拡散項が決まらない限り，数学的に閉じたものにはならない．FVCOM では，水平拡散

に関しては Smagorinsky 乱流クロージャ法を，鉛直拡散に関しては Mellor and Yamada (1982) level 

2.5 乱流クロージャ法を用いることで，水平拡散項と鉛直拡散項を決定し方程式を解く(Chen et al., 

2013)．以下に，Smagorinsky 乱流クロージャ法と Mellor and Yamada level 2.5 乱流クロージャ法に

ついて述べる． 

・水平拡散係数 

 FVCOM では水平拡散項を決定する方法として，①一定として扱う，②スマゴリンスキー渦パ

ラメータ方法(Smagorinsky, 1963)を用いる，の 2 種類がある．運動量に関する水平拡散係数は次式

で表される(Chen et al., 2013)． 
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ここでの C は定数， uは個々の MCE（運動制御要素）の領域である．一方で，スカラー量（水

温や塩分など）に関する水平拡散係数は次式で表される(Chen et al., 2013)． 
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 (2.38) 

ここでの Pr はプラントル数，Ω ζ は個々の TCE（追跡制御要素）の領域である．両式系より，メ

ッシュの大小で拡散が変化することが分かる． 

・鉛直拡散係数 

 鉛直方向の拡散係数の評価については，Reynolds 応力を渦動粘性係数に関連付ける渦粘性型モ

デリングと，Reynolds 応力を直接取り扱い，その輸送方程式をモデリングする 2 次モデリングに

x

y

外部モード（二次元計算）のグリッド配置

水面波

x

y

σ

内部モード（三次元計算）のグリッド配置

内部波
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分けられる．一方，モデルの中で利用される輸送方程式（微分方程式）の数で分類する方法もよ

く使われ，このうち 2 次方程式モデルには多くのモデルが提案されている．その中で最もよく利

用されているモデルに，局地気象の解析のために開発されたMellor-Yamadaモデルがある．FVCOM

は，鉛直渦拡散係数（Km）や鉛直熱拡散係数（Kh）のパラメータ表示方法として，さまざまな選

択肢を持っているが，デフォルトの方法は Mellor and Yamada level 2.5 モデル（Mellor and Yamada, 

1982）であるため，以下で Mellor and Yamada level 2.5 モデルについて説明する． 

 Mellor and Yamada level 2.5 モデルは最も有名な q-ql モデルである（ここで q は乱流運動エネル

ギー，l は乱流 macroscale である）(Chen et al., 2013)． 

 現在，海洋やエスチャリーの流れのモデルに適用されている Mellor-Yamada モデルは q2 と q2l

の 2 変数について記述する微分方程式を連立させて解くが，方程式系を以下に示す（Blumberg and 

Mellor. 1987）． 

   qqbs F
z

q
K

z
PP

z

q
w

y

q
v

x

q
u

t

q




































 22222

2   (2.39) 

 lqbs F
z

lq
K

zE

W
PPlE

z

lq
w

y

lq
v

x

lq
u

t

lq


















































 2

1

1

2222 ~

  (2.40) 

ここで，Kqは乱流運動エネルギーの鉛直拡散係数，Fqと Flは乱流運動エネルギーとマクロスケー

ルの水平拡散係数． 

    0

22 ,  zhbzzms gkPvuKP  は乱流運動エネルギーシアー項と浮力生産項 

lBq l

3 は乱流運動エネルギーの消失項，  22

2 LlElW  は壁近傍関数． 

ここで，     11   zHzL  ， 4.0 はカルマン定数，H は平均水深，ηは自由表面上昇． 

 FVCOM では，Fqと Flはスマゴリンスキーの公式を用いてパラメータ表示する． 

また，式(2.39)と式(2.40)は lqKlqSKlqSK qhhmm 2.0,,  と定義することで閉じたものとなる． 

Smと Shはは安定性関数として，
   h

h

hh

h

m
G

S
GG

G
S

676.341

494.0
,

127.61676.341

354.34275.0







 と定義さ

れ， zh
q

gl
G 

0

2

2

 である． 

 オリジナルの MY level 2.5 モデルでは，乱流運動エネルギー方程式とマクロスケール方程式に

おける海表面と海底面の境界条件は次のように表される． 

  tyxzuBqlq s ,,,,0 23

2

1

22    (2.41) 

  yxHzuBqlq b ,,,0 23

2

1

22    (2.42) 
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ここでの bs uu  , は海表面と海底面における水摩擦速度．海表面と海底では， 02 q なので，l は

境界では 0 に等しく Km，Kh，Kqは海表面と海底面では常に 0 である．この簡易化は海底面におい

てはいいのだが，風のある条件下での表面波による乱流エネルギーフラックスを無視する． 

 そこで Mellor and Blumberg(2004)は MY level 2.5 モデルに，新しい乱流運動エネルギーフラック

スの海表面境界条件を導入した． 

    tyxzlkzl
K

u

z

q
zw

q

sCB ,,,,max;
2 32


  




 (2.43) 

ここでの αCBは波例に関するパラメータ，lzは長さスケール，zwは波の粗度高さ． 

もっとも観測データに合致するものによると（Terray et al., 1996,1997），αCBは次のように近似され

る． 

 
 2*04.0

*

15
uCp

CB
pe

u

C 
  (2.44) 

ここでの Cpは卓越周波数における波の波速，u*は空気摩擦速度（=30uτ），Cp/ u*は波齢である． 

αCBの値は波齢により著しく変化し，それは以下のように与えられる． 

 

















smaturewaveucfor

esyoungerwavucfor

eloriginalMYnowavesucfor

p

p

p

CB

3057

10146

mod5.2:00

*

*

*

  (2.45) 

 一般に，lzは z に比例し，それは lz=κzwと表される．κ=0.4 は von Karman 定数，zwは波動力学に

関する経験的パラメータ．観測データとの合致から考えると（Terray et al., 2000; Mellor and 

Blumberg, 2004），zwは次のように決定される． 

 sw Hz 85.0  (2.46) 

ここで，Hsは 4Hrmsと定義される有義波高（Hrmsは波高の二乗平均平方根値）である．Donelan(1990)

と Smith et al.(1992)の提言によると，Hsは波齢と粗度パラメータに基づいて次のように見積もられ

る． 

 
0

5.2

*

0.2 z
u

c
H

p

s 









  (2.47) 

Z0=αCHu*/g（Charnock の関係），αCH=0.45u*/cp（Smith et al., 1992; Janssen, 2001），u*=(ρw/ρa)
2

u とす

ることで，式(2.44)は次のように書きなおせる． 

 

5.1

*

2

665; 











u

c

g

u
z

p

w  
 (2.48) 

観測データによると，β=2.0×105（Stacey, 1999）． 
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H) 変数配置 

・水平方向 

 水平数値計算領域は非構造三角形セルの非重複のセットに細分化され，3 つの節点と辺，重心

からなる．正確な海面上昇の見積もりを得るために，u,v は重心に位置する．一方，スカラー量

H,D,ω,S,T,ρ,Km,Kh,Am,Ahは節点上に位置する．それぞれの節点でのスカラー変数は，周囲の三角形

の重心と各隣接辺の中点をつなげた領域（TCE や追跡制御要素と呼ばれる）（図 2-9 の赤線の領

域）により決まる．一方で，重心上の u,v は，その三角形の領域（MCE や運動制御要素と呼ばれ

る）（図 2-9 の緑線の領域）により計算される(Chen et al., 2013)． 

 

図 2-9 外部モードの変数配置（Chen et al., 2013 より引用） 

・鉛直方向 

POM や ROMS のような他の海洋流動モデルと似て，（層表面での鉛直速度）や乱流変数（q2

や q2l）は層上に，それらを除いた全てのモデル変数はそれぞれの層の中間に位置する（図 2-10）．

層の厚さに制限はなく，層を均一にしなくても使用できるようになっている(Chen et al., 2013)． 

 

図 2-10 内部モードの変数配置（Chen et al., 2013 より引用） 

 

流速(u,v)

その他スカラー量
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I) タイムステップ 

 FVCOM の外部モードで使われる時間間隔は，次に示す CFL 条件を境界としている(Chen et al., 

2013) ． 

 
gDU

L
tE




  (2.49) 

ここで，tE は外部モードの時間間隔で，計算の長さの規模であるL は単一の三角形格子要素の

最も短い縁の長さで，U はその要素の水平流速の大きさで，D はその要素の水深である．この基

準は，拡散と非線形移流項を無視した線形表面重力波方程式を用いて求められる．ほとんどの場

合，それは真の非線形の場合に向けて妥当なものとなる．内部モードの時間間隔は以下により決

められる． 

 
I

I
C

L
t


  (2.51) 

ここで，
IC は内部重力波の最大位相速度である．

IC は通常 gDCE  よりも小さいため，t1

はtEよりも大きくなる．通常の適用では，以下が推奨される． 

 10





E

I
split

t

t
I  (2.52) 

より大きな Isplit はより現実的な適用に使用できるが，数値的安定とそれを選択する前の質量保存

を確認するために十分に試算しなければならない(Chen et al., 2013)． 

 

2-2 海洋潮汐モデル NAO99.Jb 

 本研究では，いくつかの検討における開境界の設定にあたり，海洋潮汐モデル NAO99.Jb を用

いた．以下に NAO99.Jb についての詳細をまとめる． 

2-2-1 NAO99.Jb の概要 

 潮汐モデルの開発の歴史は古く，これまでに様々な潮汐モデルが開発されてきたが，近年では

人工衛星からの外洋の高精度な観測が可能となったため，大幅に研究開発が進められてきた．

NAO.99Jb は Matsumoto et. al. (2000) により開発された海洋潮汐モデルである．その大きな特徴と

して以下の点が挙げられる． 

(1)経験的モデルと数値モデルを組み合わせた同化モデルであること． 

(2)TOPEX/POSEIDON 衛星による高解像度で高精度な海面高度観測データを用いていること． 

(3)浅海域における精度が他のモデルに比べ高いこと． 

(2)同種類の潮汐モデル NAO.99b より日本近海における精度が高いこと． 

2-2-2 NAO99.Jb の特徴 

A) 応答法 

海面高度データの潮汐解析で一般に用いられる方法として応答法（Munk and Cartwright， 1996）

がある．しかし，Munk and Cartwright(1966)の応答法は時間変化項が直交していないために扱いに

くいという点があり，Groves and Reynolds(1975)は時間的に直交する関数を用いた応答法の定式化

(orthotide formulation)を行った．事実上，これが海面高度計データの潮汐解析における標準手法と
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なっており，NAO99.Jb においてもこの方法を採用されている．orthotide formulation では海洋潮汐

(,,t)は次の式で定義されている． 

 

       
 


2

0 0

,,,
m

L

l

mlml

m

tt   (2.53) 

ここで，m は潮汐の種類を表し，m=0 は長周期潮，m=1 は日周潮，m=2 は半日周潮に対応する． 

ml(,)は観測から求めるべき量で，orthoweight と呼ばれている．orthotide function と呼ばれる関

数  tml は起潮力ポテンシャルの時間変化項 am(t)，bm(t)の線形結合として次式で表される． 

       



m

m

S

Ss

mslmmslmml tstbQtstaPt ,,,,  (2.54) 

     
j

mjmjmjm tHta cos  
(2.55) 

     
j

mjmjmjm tHtb sin  
(2.56) 

ここで，Δtは Munk and Cartwright(1966)によると経験的に 2 日であり，Hmj，mj，mjはそれぞれ

種 m の j 番目の分潮の起潮力の振幅，周波数，および初期位相である．Lm=4Sm+1 はアドミッタ

ンスの滑らかさを決める量であり，Sm が大きいほどアドミッタンスはより波打つような形にな

る．NAO99.Jb の解析では S0=0，S1=S2=1 が採用されている．また，長周期潮として Sa 分潮と Ssa

分潮を考慮し，周波数が大きく離れていることから，それぞれ独立な orthoweight が求められた．

すなわち，長周期潮に関しては調和解析的な取り扱い方をしていることに相当する． orthotide 

constant と呼ばれる Pmls，Qmlsは起潮力ポテンシャルが決まると 

     ijmjml tt    (2.57) 

という直交関係が満たされるように一意に決定される量である．ここで〈 〉は-∞＜t＜∞にわたる

時間平均を表す． 

 Groves and Reynolds（1975）によって示されているように，P と Q の間には次の関係式がある． 

   slm

l

slm PP  ,,,, 1  (2.58) 

   slm

l

slm QQ  ,,,, 1  (2.59) 

 slmslm QP ,,,,   (2.60) 

 slmslm PQ ,,,,   (2.61) 

この関係式を用いると，アドミッタンスは次の式のように表現される． 
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         
 







21

0

0

212,2, ,,,,
mL

l

mjllmlmmj ZiZ   (2.62) 

ただし 

       



s

s

mjslmmjslmmmj

o

l tsQtsPPZ
1

,2,,2,002 sin2cos2   (2.63) 

このアドミッタンスを Z=X+iY として表現しなおすと in-phase 成分 H1，out-of-phase 成分 H2 は 

       ,,1,1 mjmj

m

mj XHH   (2.64) 

       ,,1,2 mjmj

m

mj YHH   (2.65) 

となる．最終的に T/P データの解析方法として得られる各分潮の振幅 A および位相は，H1,H2 か

ら次のように求められる． 

        22
,2,1,  mjmjmj HHA   (2.66) 

  
 

  












 






,1

,2
tan, 1

mj

mj

mj
H

H
 (2.67) 

T/P 潮汐解析解の空間分解能は NAO99.Jb において 1/12°であり，これは後述の数値モデルにおけ

る解像度と一致している． 

A) 自由コア章動共鳴と太陽幅射に関する補正 

 上記の定式化では，海洋においていかなる共鳴も発生しておらずアドミッタンスが周波数領域

で滑らかであることが前提である．しかし，実際の地球には自由コア章動共鳴（Free Core Nutation 

Resonance: FCNR）が存在する．さらにその固有周期が日周潮の周期帯に入っているため，日周起

潮力に対する固体地球や海洋の応答もこの周期で共鳴している．しかし，滑らかではない変則的

なアドミッタンスを表すためには，未知数が増えてしまう．そこで，NAO99.Jb では，アドミッタ

ンスは滑らかであるという仮定は崩さずに，入力関数となる起潮力ポテンシャルの実効値に自由

コア章動共鳴の影響を取り込むという考え方を採用した．日周潮の平衡潮振幅を以下のような共

鳴関数を使って表している． 

   jjj HRH 111

~
  (2.68) 

  
   

22

1212

1
1

~~
1

hk

hk
R

jj

j






  (2.69) 

 ここで，k2および h2はノミナルなラヴ数， 2

~
k および 2

~
h は Wahr（1981）の周波数依存性を持っ

たラヴ数である．NAO99.Jb では 2

~
k および 2

~
h の計算に際しては，FCNR 周期として Herring et al.

（1986）による 1+1/433.2 cycle per sidereal day が採用されている．さらに，H1jを jH1

~
置き換える
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修正によって K1，P1など，その周期が FCNR 周期に比較的近い分潮について，モデルの精度が若

干改良された（松本，2004）． 

 太陽幅射ポテンシャルは，夜にゼロとなる点で重力ポテンシャルと異なるが，そのスペクトル

は 2cycle/day に近く，太陽の起潮重力ポテンシャルと非常に似ている（Cartwright and Tayler, 1971）．

この太陽幅射の影響で，大気に太陽起源の潮汐が引き起こされ，その大気圧変動に対する海洋の

応答が S2 分潮に影響を及ぼす．この S2 への影響も自由コア章動共鳴と同様の考え方で応答法に

組み込むことができる．Cartwright and Ray（1994）は 80 の験潮データの統計解析から S2 分潮（お

よびその elliptical satellite である T2 分潮）について平衡潮振幅を 0.97 倍し，位相を 5.9°遅らせる

ことを提案し，T/P データでその有効性を示しており，NAO99.Jb でもこの値を用いた補正を行っ

ている． 

B) 基礎方程式 

 流体力学数値モデルは球座標系で表され，深さ方向に積分された 2 次元の浅水波方程式に基づ

いている（松本，2004）． 

   bb FF
R

gH
A

t

U
 




















cos V2~

sin
02  (2.70) 

   bb FF
R

gH
A

t

U
 




















 Ucos2~

02  (2.71) 

 
 






























 UV

Rt

sin
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ここで0は海底を基準とした潮位，U および V は海面から海底まで積分されたそれぞれ東向き，

南向きの流速，は駆動力となる平衡潮，は海洋潮汐自身によって引き起こされる二次的な効果，

R は地球半径，H は局地的な水深，は地球自転速度，，は経度および余緯度，g は重力加速度，
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~~
1~ hk  である．A は移流項，Fbは海底摩擦による消散項であり，それぞれ次の式で表さ

れる（松本，2004）． 
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(2.73) 
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(2.74) 

  2

1
22

2
VU

H

BU
F b   (2.75) 

  2

1
22

2
VU

H

BV
F b   (2.76) 

ここで，海面摩擦係数 B=0.0026×sinであり，は緯度が高くなるにつれて経度方向の長さが変

わることを考慮に入れるために Schwiderski（1980）によって導入された grading parameter である．
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Feは渦粘性による消散項であり，Schwiderski（1980）を参考にしている． 

C) 二次的荷重効果 

二次的な効果は，海水の自己引力ポテンシャル変化と，荷重によるポテンシャル変化および荷

重による海底の垂直変位の和であり，NAO99.Jb では潮位場の球面調和展開係数から精密な二次的

効果が計算されている．以下にその式を示す． 

        



















max

0

0 ,''1
12

3
,

n

n

nnn hk
n





  (2.77) 

ここで，0(n)は球面調和展開における n 次の潮位，k’nおよび h’nは n 次の荷重ラヴ数，および 

は海水および地球の平均密度である．なお，k’nは荷重による地球の質量再分配に起因するポテン

シャル変化に関係し，h’nは荷重による海底の垂直変位に関係する．3/(2n+1)というファクタによ

って，この展開級数の収束は潮位場0=0(n)収束より速く，次数は nmax=360 までとれば十分であ

る．二次的効果は潮位場自身に依存するため，二次的効果と潮位場の計算は反復して行う必要が

あるが，収束は速く一，二回の反復計算で十分である． 

D) データ同化 

NAO99.Jb において，最終的な海洋潮汐モデルは式(2.31），(2.32），(2.33）を差分化した数値モ

デルを時間積分し，衛星海面高度計による潮汐解析解や沿岸の検潮データを同化して得られる．

数値モデルの解像度は，潮汐解析の場合と同様で，1/12°に設定されている．非線形性の影響が強

い浅海域において，分潮間の相互作用として現れる複合潮は無視し，計算は各分潮毎に独立して

行われており，同化手法はいわゆる blending 法が用いられている．具体的には，あるタイムステ

ップ𝑡𝑖におけるモデルによる潮位の予測値0
MODELに，観測地と予測値の差を比例する補正項を付

け加える方法である．以下にその式を示す． 

  MODELPT

mj

MODEL f 0000 '    (2.78) 

 

m

c

mj

mj
e

f
f   (2.79) 

 ここで，
PT

0 は T/P データの潮汐解析解から求められる時刻𝑡𝑖における潮位であり，この操作

は T/P 潮汐解析解の存在するグリッドについて，各タイムステップで行われている．NAO.99Jb モ

デルではサイクル 9 から 198 の約 5 年間の T/P データ解析結果と 219 点の沿岸検潮データの両方

が同化されている．fmjは観測値の重みを決定する量であり，0 から 1 の値をとる．fmjが大きけれ

ばそれだけ急速に観測値に近づくので良さそうに思われるが，必ずしもそうではない．観測にも

誤差があり，潮汐解析解の存在しない周りの領域との間の急激な不整合が生じることから，fmj =1

（観測に 100％の重みを与える）とすることは一般に危険であるとされている（松本，2004）．そ

のため NAO.99Jb モデルの場合 fmjの最大値は 0.8 に制限されている． me は観測値の誤差であり，

全観測値の誤差の平均値で正規化されている．すなわち，はグリッド毎に可変であり，誤差の小
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さな観測値ほど大きな重みが与えられるようになっている．定数
c

mjf の設定には明確な指標はな

いが，Matsumoto et. al. (2000)の検討によってデータ同化には潮汐解析解のスムージングの効果も

あることを考えて，最終的に得られる潮汐場が空間的にある程度滑らかになるように分潮毎に

0.02～0.5 の異なる値が決定された．振幅の小さい分潮は S/N が悪く決定精度もよくないために小

さな
c

mjf が適用されている． 

NAO99.Jb においては T/P データの同化なしで 10 周期分の時間積分を行った後，同化を同じく

10 周期行い，最後の 1 周期の潮位変動から振幅と位相が計算されている．モデル化されたのは

M2, S2, N2, K2, 2N2, 2, 2, L2, T2, K1, O1, P1, Q1, M1, OO1, J1の 16 分潮である．また，開境界条件とし

て同種類のグローバルモデルである NAO.99b が用いられている． 

 

2-3 経験的台風モデル 

 経験的台風モデルは，台風の海面気圧や海上風の分布を台風の基本的なパラメータである中心

気圧，最大風速半径および移動速度だけで表現するものである． 

2-3-1 気圧分布 

 気圧分布として最も広く使われてきたものは Myers のモデル(Myers and Malkin，1961)と藤田の

モデル(Fujita，1952)である．これらのモデルの気圧分布は同心円であり，中心気圧と最大風速半

径の二つのパラメータで決定される．ここでは，本研究で用いた Myers のモデル（以下 Myers モ

デル）について説明する．Myers モデルの気圧分布は台風中心からの距離の関数として次式で表

される． 

 









r

r
ppp c

0exp  (2.80) 

 ここで，p は台風中心から距離 r における気圧，pcは中心気圧，p は気圧深度(=p∞－pc)，p∞は

台風中心から十分遠く離れた場所での気圧で通常 p∞=1013hPa であり，r0は最大風速半径，厳密に

は気圧傾度が最大となる半径，であり，台風中心から最大風速発生地点までの距離に相当するパ

ラメータである．ただし，現実の台風は必ずしも気圧分布が同心円とは限らないため，気圧分布

を楕円で表すモデルも提案されている． 

2-3-2 風速分布 

 経験的台風モデルによる海上風の推算では，まず自由大気（海面摩擦を受けないほど上空の大

気）における風を求め，この風速に経験的な低減係数を乗じ，風向を等圧線の接線方向から台風

の中心方向に偏向させる．この自由大気の風とは気圧傾度力，コリオリ力，遠心力のつり合いか

ら傾度風成分を求め，また台風の進行速度と中心からの距離による経験的な関数から場の風成分

を求め，これら二つの成分をベクトル合成したものである．以下に詳細を示す． 

A) 傾度風成分 

 自由大気における傾度風 Ugr は，気圧傾度，遠心力，コリオリ力の三つの力のつり合いより次

式で表される． 
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これを解くと 
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 (2.82) 

となる．ここでa は大気の密度(1.22kg/m3)，f はコリオリの係数（2sin，：地球自転の角速度

=7.29×10-5rad/s，：緯度）である．これに対応する海上（海面から高さ 10m）の風速 U1 は次式

で表される． 

 grUCU 11   (2.83) 

ここで C1は経験的な係数であり，一般的に 0.6~0.7 の値が用いられる．海上にける風向は自由大

気の風向（等圧線の接線方向）から台風中心方向に 30°偏向している． 

B) 場の風成分 

 海上における場の風成分の風速 U2は次式で与えられる． 

 
 
  TV
rU

rU
CU

01

1
22   (2.84) 

ここで C2は経験的な低減係数であり，一般に C1と同程度の値が用いられている．また，VTは台

風の進行速度である． 

 合成風の風速と風向は式(2.87)と式(2.88)のベクトル和とその方向として計算される．その模式

図を図 2-11 に示す． 

 

 

図 2-11 台風モデルにより計算される傾度風，場の風，合成風の模式図 
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2-4 FVCOM でのシミュレーション手順 

 FVCOM での実際の計算の流れを図 2-12 に示す．まず，海岸線データと海底地形データを用い

て非構造三角形格子を作成し，潮位や開境界条件，気象外力（風・気圧）などの入力データを用

意する．そして，その入力データを基にタイムステップなどの設定を行い FVCOM で計算するこ

とにより，水位や流速，指定した地点の時系列データなどを出力する．本研究では，非構造三角

形格子の作成には SMS（Surface Water Model System）を用いた． 

 

 

図 2-12 FVCOM による計算の流れ 
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第3章 将来気候における有明海湾奥部の高潮への適応策に関する検討 

3-1 はじめに 

 九州地方は台風の常襲地帯であり，これまで台風による高潮によって多くの被害を受けてきた．

特に有明海は西に開口した南北に長い湾形を持ち湾奥部の沿岸域には低平地が広がっており，台

風来襲時における高潮浸水の危険性が非常に高い．高潮による浸水は河川における洪水浸水と異

なり堤内側の浸水面が海水面と同じになるまで海水が流入するため浸水の長期化などから想定さ

れる被害は極めて深刻である．そのため，有明海に面した海岸線および有明海への流入河川には

堤防が整備されているが，非常に強い台風が来襲した場合，深刻な高潮浸水被害が予想される． 

 また，将来的に地球温暖化によって海面上昇や台風の強大化に伴う高潮災害リスクの増大が危

惧されている．地球温暖化に伴う海面上昇は，堤防の余裕高を減少させ高潮の危険性を増大させ

る．加えてこれまで以上に強大な台風が来襲し甚大な高潮被害を生じさせることが懸念されてお

り，有明海における沿岸防災の重要性はますます増加している． 

 そこで本章では，非構造格子海洋流動モデル FVCOM を用いて，有明海における高潮に関する

様々な検討を行った．まず，モデルの再現性の検証やモデルの改良を行ったのち，有明海湾奥部

で高潮が最大となるような台風経路の選定を行った．次に，堤防の嵩上げや排水ポンプによる減

災効果を検討した．さらに，将来気候における高潮を評価するため d4PDF を用いた台風の将来変

化やそれに伴う高潮の検討を行った．最後に将来気候における最悪台風に海面上昇を加えた場合

や想定最大規模の台風来襲時の高潮やそれに対する適応策の検討を行った．これらの検討は将来

気候における高潮災害に対する適応策の検討に非構造格子海洋流動モデルの適用性を検討するも

のである． 

 

 

 

 

図 3-1 有明海の位置 

出典：google map 
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 有明海湾奥部における高潮についての研究は木梨ら(2012)，田辺ら(2013a，2013b)などがある．

木梨ら(2012)は温暖化シナリオに基づく将来気候の予測値から有明海沿岸の高潮を推算し，有明海

湾奥部において当時の計画を大きく上回る高潮偏差が生じる可能性を示した．一方で現在の気象

条件においても甚大な高潮災害を引き起こしかねない台風が来襲している．例えば，2012 年 16

号台風は同年 9 月に長崎県や沖縄県などで高潮による道路および家屋への浸水被害をもたらした．

台風 1216 号はそれ以前に有明海に被害をもたらした台風 9918 号等と比較しても強大な台風であ

ったが，幸いにも経路が西に外れていたため，有明海において高潮が生じたものの被害生じるほ

どのものではなかった．仮にこの台風が有明海に近い経路を辿っていたなら，大きな高潮が生じ

ていたものと推測される．田辺ら(2013a)は台風 1216 号来襲時を含む 2012 年の台風期に有明海湾

奥部における潮位の連続観測を行い，さらに海洋流動モデルを用いて台風 1216 号を対象とした高

潮推算を行った．また，台風 1216 号がより有明海に影響を及ぼす経路を辿った場合を想定し高潮

推算を行った結果，有明海湾奥部において甚大な高潮が発生しうることを示した(田辺ら，2013b)． 

 

3-2 高潮モデルの検証および改良 

3-2-1 高潮モデルの検証 

 モデルの再現性の検証として，まず天文潮位との比較を行った．使用した計算格子を図 3-2 に

示す．モデルの開境界で NAO99.Jb により推算した天文潮位を水位変動として与えた．海面境界

での外力は与えない．比較期間は 2016 年 2 月とした．図 3-3 右下に赤点で示す計 7 地点で計算結

果と天文潮位の比較を行った．同図に結果を示す．いずれの地点においても，潮位変動を高精度

に再現できていることを確認した． 

 

図 3-2 計算格子 

9/17 9:00

9/17 12:00

9/17 6:00

9/17 3:00

9/17 0:00

佐賀県

有明海

韓国

済州 佐賀

境界の格子幅：
10,000m

三角

格子解像度比較範囲対馬

陸域の最小格子
幅：80m
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 次に，2012 年 16 号台風(T1216)を対象に高潮偏差の再現検証を行った．図 3-2 の赤線は T1216

の経路を示している．九州の西側約 200km を北進し，朝鮮半島南岸に上陸している．有明海に最

も接近した日時は 17 日の午前 6 時である．表 3-1 に T1216 の情報を示す．T1216 は，近年有明海

に高潮を生じさせた台風の中でも勢力の強い台風の一つであったが，台風経路が大きくに西に外

れていたため佐賀県では浸水等の高潮災害は報告されなかった．本台風を対象とした理由は，台

風来襲時に有明海湾奥部における数地点で潮位の時系列観測が気象庁によって行われており，観

測データが豊富にあるためである．モデルに与える台風外力は台風モデルを用いて作成した．高

潮推算に使用した FVCOM の計算条件を表 3-2 に示す．図 3-4 に大浦および三角（各点は図 3-2

に赤点で示す）における高潮偏差の時系列変化を示す．大浦，三角ともに観測値を若干過小評価

する傾向がみられるものの，最大偏差の起時やその後の副振動を概ね再現できている．図 3-5 に

有明海湾口部から湾奥部にかけて全 5 地点（図 3-2 中の赤点）における最大高潮偏差の観測値と

の比較を示す． 

 

 

台風番号 最低中心気圧
(hPa)

最大風速
(m/s)

有明海最接近時 (2012/9/17 6:00)

中心気圧 (hPa) 風速 (m/s)

台風1216号 900.0 55.0 940.0 45.0

 

図 3-3 天文潮位と計算結果の比較 

月/日
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水位 (m)

2/1                       2/7                      2/14                         2/21                         2/28

月/日

2/1                       2/7                      2/14                         2/21                         2/28

水位 (m)

表 3-1 T1216 の最低中心気圧と最大風速 
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 湾口部から湾央部に位置する三角と大浦では，観測値に比べて 0.1m 程度計算値が小さい．一方

湾奥部に位置する 3 点（久保田，浜，川副）では観測値を若干過大評価する傾向が見られた．こ

のような違いがあるものの，その差は最大で 0.2m 程度であり，計算結果は観測値を高精度で再現

できていると言える．観測値との誤差の原因の一つにモデルに与えた台風外力の精度が低いこと

が考えられる．ここでは単純な台風モデルから作成した気圧場および風場を海面外力として使用

しており，陸上地形の影響は考慮されていない．そのため有明海のような複雑な地形の影響を強

く受ける海域での再現性は低いと考えられる．今後，モデルに与える台風外力の精度を向上させ

ることで高潮推算の高精度化が期待される． 

3-2-2 モデルの改良 

 先ほどの検証で用いた計算格子より解像度を上げたより詳細な計算格子を作成した．特に，浸

水計算の対象領域である佐賀平野および福岡県南西部において地形の解像度を上げた．図 3-6 に

新たに作成した高解像度計算格子およびこれまでの計算格子（旧計算格子）を示す．図に示す範

囲は図 3-2 の赤の破線枠で囲んだ筑後川中流域である．旧計算格子の最小格子幅が 80m であるの

に対し，高解像度計算格子では 1/4 の 20m である．最小格子幅で構成される計算領域は筑後川お

よび早津江川と陸域との境界付近である．これにより河川のような幅の狭い場所における地形再

現性が向上した． 

 

表 3-2 FVCOM の計算条件 

 

図 3-4 大浦と三角における高潮偏差の時系列の比較     図 3-5 最大高潮偏差の比較 

水平格子幅 鉛直総分割数 水温・塩分 開境界条件 海面境界条件 計算時間間隔

0.1-20 km 4層 20℃， 30psu
（一定）

水位境界
（定常）

気圧，風
（台風外力）

外部モード0.5秒
内部モード5.0秒
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 高潮モデルの高度化にあたり，使用したモデル(FVCOM)を ver 2.7 から新たにリリースされた

ver 3.2 に変更した．これまでの検討では，計算格子の水深を堤防高に設定することで堤防を表現

していた．しかし，FVCOM ver 3.2 では線境界の設定が可能となったため，厚みのない堤防や水

門を線境界で設定することにより構造物の再現精度が向上した．図 3-7 に水深による構造物の表

現と線境界による構造物の表現の違いを示す．Ge et al. (2012) は、堤防のような厚みのない構造

高解像度計算格子旧計算格子

佐賀県佐賀県

福岡県 福岡県

筑後川

最小格子幅：80 m 最小格子幅：20 m

筑後川

図 3-6 旧計算格子と高解像度計算格子の比較 

 

図 3-7 構造物の水深表現と線境界表現による流速分布の違い（Ge et al.(2012)より引用） 

水深表現 線境界表現

下層流速 下層流速
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物の設定に線境界表現を用いることで水深表現の場合とは流速分布は大きく異なり，再現性が向

上することを確認した．また，線境界の高さを変化させることにより，堤防の破堤や水門の開閉

を表現できる． 

 次に，堤防が破堤した場合や水門の開閉のタイミングによる浸水被害の変化を計算できるよう

モデルを改良した．構築したモデルの妥当性を確認するため，堤防の破堤を考慮した試計算を実

施した．試計算には，田辺ら(2013b)に倣い再現検証実験で用いた T1216 の経路を東へ 2 度平行移

動した台風を使用した（図 3-2 の青線）．ただし，本試計算では，より浸水する条件下での実験が

好ましいと考え，堤防高は実際の値より低い値を設定した．なお，破堤条件として堤防を海水が

越流した場合とし，越流した箇所の堤防高を 0m とすることで破堤を表現した．すなわち，本実

験は破堤すると堤防は完全に崩壊するという条件下での実験となる．また，破堤条件はすべての

堤防位置（図 3-8 の白線）に適用している．図 3-8 に堤防の破堤を考慮した場合と破堤を考慮し

ない場合の最大浸水深の差（破堤あり－破堤なし）を示す．川副地区北部，佐賀市街地，および

白石地区において破堤による最大浸水深の増加がみられる．特に白石地区では，1m を越える最大

浸水深の差が広範囲で確認でき，試計算の計算条件下では破堤によって被害が増大する結果を得

た．また，図 3-9 に堤防の破堤位置と破堤時刻を示す．白石地区六角川河口域南部（図中の赤矢

印）において、最も破堤時刻が早く、破堤時刻は 9/17 の 6 時であり、これは台風最接近時刻とほ

ぼ同時刻である．その約 1 時間後に白石地区の他の地点や川副地区で破堤しており，さらにその

1～2 時間後に筑後川と早津江川分流域上流（図中の青矢印）で破堤が確認できる．このように，

破堤による浸水範囲と浸水深の変化および堤防破堤箇所と破堤時刻を得ることができるモデルを

構築した． 

 

 

図 3-8 最大浸水深の差（破堤あり－破堤なし）      図 3-9 破堤位置と破堤時刻 
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図 3-10 排水ポンプ位置（出典：https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00327634/3_27634_134034_up_rm8aas1t.pdf） 

有明海

佐賀市街

白石地区

●排水機場（ポンプ）
■水門

 高潮氾濫計算の対象領域である佐賀県には，計 158 箇所に排水処理場が存在する（図 3-10）． 

そこで，任意の排水能力を持った排水ポンプを設置できるようモデルの改良を行い，妥当性の確

認のための試計算を行った．試計算の条件は，上記した破堤の確認実験の場合と同様である．た

だし，破堤は考慮していない．図 3-11 に台風が有明海に最接近した時刻（17 日 6 時）から 18 時

間後（18 日 0 時）における浸水深を示す．白石地区，川副地区，および柳川地区では最大で 4 m

程度の浸水が確認できる．佐賀市街地南部においては約 1m の浸水深となっている．試計算にお

ける排水ポンプは図中の赤点で示す全 3 箇所に設置した．それぞれの排水能力を表 3-3 に示す．

これらの排水能力値は実際の値ではなくあくまでも確認実験用に設定した仮想的な値である．図 

3-12 に排水ポンプを設置した場合としない場合の台風が有明海最接近時刻から 18 時間後(18 日 0

時)における浸水深の差（排水ポンプ有り－排水ポンプ無し）を示す．だたし，排水ポンプの起動

は川副地区で浸水が始まった 17 日の 6 時からとした．排水ポンプを設置することによって，有明

海沿いの川副地区から佐賀市街地南部にかけて浸水深が浅くなっていることが確認できる．特に

川副地区ではその効果が大きく，八田江排水ポンプの設置付近で最大 0.3m 程度の浸水深の差が生

じた．このように高潮氾濫シミュレーションモデルの高度化として，排水ポンプによる効果の影

響範囲や効果の大きさを検討できるモデルを構築した． 

 

 

 

 

図 3-11 9 月 18 日 0 時における浸水深       図 3-12 浸水深の差（排水ポンプ有り－無し） 
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表 3-3 設置した排水ポンプの排水能力 

 

 

3-3 温暖化適応策の検討 

3-3-1 最悪経路の選定 

 佐賀平野を対象とした現実的に施工可能な適応策についてその効果を検討した．まず，佐賀平

野における台風の最悪経路を選定した．気象庁ベストトラックデータを用い 1951 年以降有明海付

近に来襲した台風経路を解析することで，有明海に来襲し得る経路を調べ，仮想的な 128 経路に

ついて網羅的に高潮シミュレーションを実施した．対象とする台風規模は国土交通省の高潮浸水

想定区域図作成の手引きに従い既往最大規模とした．FVCOM に与える台風外力は経験的台風モ

デルを用いて推算した．表 3-4 に台風モデルの計算条件を示す．図 3-13 に FVCOM の計算領域，

計算格子および主な計算条件を示す．最大格子幅は開境界部で 10km，最小格子幅は有明海湾奥部

で 100m である．鉛直層分割数は 3 層，水温および塩分は一定とした．また，開境界は水位境界

とし有明海の朔望平均満潮位である T.P.+2.7m とした．図 3-14 に台風の中心位置とその時刻に堤

防を越えて浸水する流量の関係を示す．なお，浸水流量は堤防位置での潮位と現状の堤防高の関

係から本間の式より算定した．南から北へ移動する台風経路（NE，NNE，N，NNW，NW 進経路）

では，台風の中心位置が北緯 31 度に達したとき，浸水が開始している．また，いずれの経路にお

いても台風の中心が有明海の北西約 40km（図中の青丸）に位置するときに浸水流量が多くなって

おり，特に NNE 進経路の青丸で示した位置で浸水流量は最大となる．また，台風が来襲し通過す

るまでに堤防を越流した浸水量（総浸水量）を台風の危険度とし，各台風経路における総浸水量

を調べた結果，佐賀平野における最悪経路は有明海の西側を通過し筑後川に平行な経路（図 3-14 

NNE 進経路の青線）であった． 

 

表 3-4 台風モデルの計算条件 

 

 

 

 

八田江 2160,000 m3/h

別段川 144,000 m3/h

成辰川 180,000 m3/h

計算範囲 中心気圧 台風移動速度 最大旋衡風速半径

北緯25度～38度
東経122度～135度

900 hPa
（室戸台風級）

75 km/h
（伊勢湾台風級）

75 km
（伊勢湾台風級）
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図 3-13 計算領域，計算格子および計算条件 

 

図 3-14 台風の中心位置と堤防を越流する浸水流量の関係 

3-3-2 温暖化適応策の検討 

 続いて，既往最大規模の台風が最悪経路を通過したという条件下で高潮氾濫シミュレーション

を行い種々の適応策の効果を検討した．本研究では，堤防の嵩上げによる効果，旧堤防等の二線

堤としての役割，各所に設置された排水ポンプによる災害復旧への効果および水門開閉のタイミ

ングの影響を検討した．また，堤防嵩上げや水門等の複数の適応策の組み合わせについての効果

も検討した．計算領域は最悪経路の検討に使用した領域に浸水計算の対象領域である佐賀平野お

よび筑後平野を加える．ただし，浸水計算領域ではより詳細な空間分布を得るため最小格子幅を

30m とした．なお，以降の検討では全てこの計算格子を用いた．なお本論文では，海岸・河川堤

防の嵩上げの効果についてのみ述べる． 

 有明海岸および有明海への流入河川沿いには海岸・河川堤防が整備されているが，現状では未

完成箇所も多い．すべての堤防の整備が完了した場合，最低堤防高は T.P.+7.5m となる予定である．

図 3-15 に堤防高が現状および整備後における最悪経路での最大浸水深分布とその差を示す．現状

と整備後での浸水範囲を比較すると，白石地区ではほぼ変化はないが，筑後川周辺でその差が顕

著である．現状では，佐賀市街地の南部まで浸水範囲が達しているのに対し，整備後では市街地

(C)Google Earth 最大格子幅：10km

最小格子幅：100m

佐賀平野

有明海

佐賀
福岡

長崎 熊本

鹿児島

水平メッシュサイズ 0.1-10 km

鉛直層分割数 3層

水温・塩分 20℃，30psu

開境界条件 水位境界（朔望平均満
潮位，T.P.+2.7m）

海面境界条件 気圧，風（台風外力）

計算時間間隔 外部モード：0.5秒
内部モード：5.0秒

堤防

ESE進経路 E進経路 ENE進経路 NE進経路

NNE進経路 N進経路 NNW進経路 NW進経路

0 5×105 (m3/s)2.5×105

浸水流量
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付近の浸水範囲が大きく減少している．また，現況において最大浸水深は大託間地区で 7m，川副

地区，東与賀地区および白石地区で最大 5.5m となっている．整備後の最大浸水深は筑後川周辺や

川副地区広域で浅くなっているが，白石地区，川副地区東部，東与賀地区では深くなっている．

これは，浸水した水が地盤高の低い海域側へ流れて溜まるが，整備後に堤防高が高くなることで

海域へ流出できなくなり，水位が高くなるためである．このように，堤防の嵩上げによって浸水

範囲は減少し，筑後川周辺の最大浸水深が浅くなるという減災効果が確認できた一方，白石地区

などは嵩上げを行っても浸水範囲に大きな変化はなく，逆に最大浸水深が増えるという地域もみ

られ減災効果には地域による差が顕著であることもわかった． 

 

 

図 3-15 現状と整備後の堤防高における最大浸水深およびその差（整備後－現状） 

 

3-4 将来気候データ d4PDF 

 本章では台風の将来変化を評価するにあたり d4PDF を採用した．d4PDF とは文科省・気候変動

リスク情報創生プログラムによって作成された水平解像度約 60km の気象研究所全球大気モデル

MRI-AGCM3.2(以下全球モデル，Mizuta et al. 2012)を用いた全球実験と，水平解像度約 20km で日

本域をカバーする気象研究所領域気候モデル NHRCM(以下領域モデル，Sasaki et al. 2011, Murata et 

al. 2013) を用いた領域実験から成る「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベー

ス，database for Policy Decision making for Future climate change (d4PDF) 」である．これによって，

これまでにない多数 (最大 100 メンバ) のアンサンブル実験を行うことによって、確率密度分布の

裾野にあたる極端気象の再現と変化について，十分な議論ができるようになった． 

 

 

 

現状 整備後 整備後－現状

(m)0    1    2    3    4    5    6    7 (m) -4        -2       0         2       4

白石 白石 白石

佐賀市街佐賀市街 佐賀市街

川副川副 川副

東与賀 東与賀 東与賀

大託間 大託間 大託間

筑後川筑後川
筑後川
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図 3-16 全球モデルと領域モデル（d4PDF ウェブサイトより引用） 

3-4-1 領域モデル実験 

 文部科学省の利用手引きによると，d4PDF で使用された地域気候モデルは，気象研究所非静力

学地域気候モデル(Nonhydrostatic Regioanl Climate Model: NHRCM)である．また，ダウンスケーリ

ング実験では，水平格子間隔を 20km に設定した NHRCM を用いて，日本全域を覆う領域（図 3-16）

での計算が実施された．計算領域の水平格子数は 211×175，鉛直層数は 40 である． 

 また文部科学省の利用手引きによると，d4PDF では NHRCM を全球モデル(AGCM)とネスティ

ングして，様々なメンバの境界値に応じたダウンスケーリング実験が行われた．このとき，各メ

ンバの境界値によって NHRCM の設定を変えることせず，全ての実験において NHRCM は同じ設

定であることから，境界値アンサンブル実験ということになる．メンバ数は過去実験（1950～2010

年）で 50 メンバ，4℃昇温想定の将来実験が 90 メンバである．ここで，多大な計算負荷のため，

過去実験のメンバ数は AGCM のメンバ数(100）の半数となっている．積分期間はそれぞれのメン

バで 61 年間であり，各年に対応して 7 月 20 日から翌年 8 月 31 日までの約 1 年間の積分が行われ

た．なお，7 月 20 日から 8 月 31 日までの約 40 日間はスピンアップ期間であるため，実際に使用

されるデータの出力期間は 9 月 1 日から翌年 8 月 31 日までの１年間である． 

 領域実験は 3 種類の実験からなる（表 3-5）．1 つ目の過去実験（以下 HPB とする）は現在の気

候を再現した実験で，1950 年 9 月～2011 年 8 月（60 年分）×50 メンバからなる．2 つ目の 2℃上

昇実験（以下 HFB_2K とする）は，全球平均地上気温が産業革命前（1850 年）に比べ 2℃上昇し

た気候を表現する実験で，2030 年 9 月～2091 年 8 月（60 年分）×54 メンバからなる．3 つ目の 4℃

上昇実験（以下 HFB_4K とする）は，全球平均地上気温が産業革命前（1850 年）に比べ 4℃上昇

した気候を表現する実験で，2050 年 9 月～2111 年 8 月（60 年分）×90 メンバからなる．ただし，

将来実験（HFB_2K と HFB_4K の総称であり，以下 HFB する）では，便宜上，将来の年号が与え

られているが，実際のこの年を想定したものではないことに注意する必要がある．また，HFB は

広く行われている排出シナリオにしたがった実験ではなく昇温幅を固定した実験を行っている．

これは実験の初期と末期で温暖化の段階が異なると同一のサンプルとして扱うのに困難が生じる

ため，温暖化の段階を固定して長期のトレンドが含まれないようにするためである． 
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表 3-5 領域実験のデータ数（d4PDF ウェブサイトより作成） 

実験の種類 期間 

過去実験 1950 年 9 月～2011 年 8 月×50 メンバ＝3000 年分 

2℃上昇実験 2030 年 9 月～2091 年 8 月×54 メンバ＝3240 年分 

4℃上昇実験 2050 年 9 月～2111 年 8 月×90 メンバ＝5400 年分 

d4PDFではHPBとHFBを用いることで温暖化に伴う将来気候の変化を予測することができる．

また，非温暖化実験は HPB と比較することで過去の温暖化影響を定量化するアトリビューション

研究に利用することができる．さらに，期間内で温暖化による長期トレンドが含まれないため，

その影響を考慮する必要のある解析においては，HFB_4K の比較対象として利用できる． 

 また，HPB では，観測された海面水温と，海氷，温室効果ガス濃度変化，硫酸性エアロゾル濃

度変化，オゾン濃度変化，火山性エアロゾル濃度変化が与えてある．100 メンバについては，そ

れぞれ異なる初期値から計算を始めており，さらに海氷と海面水温に小さな摂動が加えられてい

る．また，HFB では，CMIP5 に貢献した全球大気海洋結合モデルの実験結果をもとに 6 種類の海

面水温変化の空間パターンが用意され，各パターンに 15 種類の摂動を加えた合計 90 種類の分布

を与えることで，90 ものアンサンブル実験が行われた．CMIP5 とは第 5 期結合モデル相互比較計

画で，多数の気候予測シミュレーション実験の結果が提出されている．将来の海面水温変化パタ

ーンは，先ほど示したように CMIP5 の RCP8.5 実験の主要 6 モデル（表 3-6）の 2070～2099 年の

平均的水温変化量として定義されている（図 3-17）．6 モデルは海面水温変化パターンのクラスタ

ー分析(Mizuta et al. 2014)をもとに，パターンが互いに似ていないモデルを主要なモデルから選定

している． 

 

 

 

表 3-6 6 モデルの海面水温パターンの名称と機関名（国名）（d4PDF ウェブサイトより引用） 
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図 3-17 使用したモデル毎の，与えた海面水温変化パターン（d4PDF ウェブサイトより引用） 

 

3-5 台風および高潮の将来変化 

 佐賀平野に対して危険な経路を通る台風を d4PDF から抽出し統計的な解析を行うことで，台風

の来襲頻度及び台風強度の将来変化を評価した．次いで，いくつかの台風に対してダウンスケー

リングを実施し，そのデータを気象外力（気圧・風）として与えた高潮氾濫シミュレーションを

行うことで，有明海の高潮偏差及び佐賀平野における高潮浸水の将来変化を評価した．また，適

応策として堤防の嵩上げによる効果について検討した．さらに，破堤危険箇所の評価技術を踏ま

え，破堤を考慮した高潮氾濫シミュレーションを行うことで，破堤しない場合との浸水状況の違

いについても検討を行った． 

3-5-1 台風の将来変化 

 まず，ダウンスケーリングの対象とする台風を選定するため，d4PDF の全球実験で発生したす

べての台風の経路および中心気圧の情報から，3-3 で明らかになった佐賀平野にとって高潮浸水の

危険性が高い図 3-18 の赤い範囲を通過する台風を抽出した．抽出された台風は過去実験で 238

台風，将来実験では 224 台風であった．各実験の計算期間の違い（過去実験：6,000 年，将来実験：

5,400 年）を考慮し 100 年あたりの存在個数を求めると，それぞれ 3.98 と 4.15 台風であり来襲頻

度の将来変化は小さいことがわかった．全球もしくは大洋スケールで評価した既往の研究によれ

ば台風の存在個数は将来減少するとされているため，ここで得た変化傾向は一般的な知見と異な

る結果を示したことになる．図 3-19 に有明海最接近時における台風中心気圧の累積確率を示す．

過去実験と比較して将来実験の台風強度が増していることがわかる．例えば，過去実験において

中心気圧が 940hPa を下回るような強い台風は全体の 10%程度であるのに対して，将来実験では全

体の約 20%を占めている．上述したように有明海にとって危険な経路を通る台風の総数はほとん

ど将来変化しないため，将来は現在よりも強い台風が来襲する頻度が高くなると言える． 
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 ダウンスケーリングの対象とする台風は，過去実験及び将来実験から抽出した台風のうち有明

海最接近時の中心気圧が低い方からそれぞれ上位 10 ケースずつとした．表 3-7 にダウンスケーリ

ングの対象とした台風が存在するアンサンブル番号，有明海に最接近する時刻及びその時刻の中

心気圧を示す．過去実験における最も強い台風の中心気圧は 932.66 hPa であり，10 位では 941.94 

hPa まで高くなる．一方，将来実験で最も強い台風は 920.07 hPa であり，過去実験と比べて 13 hPa

程度低い．また，10 位の台風(927.59 hPa）でさえも，過去実験の 1 位の台風中心気圧より低い結

果となった．さらに，有明海最接近時刻に注目すると，過去実験は 8 月中旬から後半にかけて来

襲しているのに対し，将来実験は主に 8 月後半から 9 月中旬に来襲しており，強い台風の来襲時

期が約半月遅れる可能性を示している． 

 SI-CAT（Social Implementation program on-Climate Adaptation Technology）において，これらの台

風を対象に気象研究所領域気候モデル(NHRCM)を用いて気象場の空間解像度を 20kmから 5kmへ

ダウンスケーリングされた．本章ではそのデータを使用した．図 3-20 にダウンスケーリング前後

の地形，気圧・風場を示す．ダウンスケーリングで使用する地形データは陸域の高度を精度良く

表現できている．また，地形の空間解像度が高くなることで台風の中心周辺の気圧や風の極値付

近の変化が明瞭になっていることがわかる． 

 

 

 

図 3-18 佐賀平野にとって危険な経路 

図 3-19 有明海最接近時における中心気圧 
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アンサン 

ブル番号 

有明海最接近時刻 最接近時の 

中心気圧(hPa) 

43 2001/8/15 6:00 932.66 

83 1990/8/19 6:00 933.48 

63 1985/8/21 6:00 933.76 

67 1994/8/12 12:00 936.32 

83 1976/8/23 12:00 937.62 

83 1962/8/16 0:00 938.09 

30 1991/8/31 6:00 940.70 

22 1952/8/25 12:00 940.89 

85 2004/8/10 6:00 941.47 

7 1991/9/1 6:00 941.94 

 

過去実験 将来実験

アンサン 

ブル番号 

有明海最接近時刻 最接近時の 

中心気圧(hPa) 

(MI)101 2061/8/31 0:00 920.07 

(HA)112 2053/8/24 6:00 922.29 

(GF)115 2094/7/21 0:00 922.85 

(MP)101 2051/9/12 6:00 923.58 

(HA)101 2054/9/10 0:00 924.52 

(HA)104 2052/9/16 0:00 924.94 

(GF)110 2106/8/7 18:00 926.11 

(CC)111 2061/9/10 18:00 927.19 

(GF)112 2103/8/11 18:00 927.36 

(HA)104 2065/9/19 0:00 927.59 
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過去実験アンサンブル番号43（2001年8月15日6時）

気
圧

(h
P

a)

風速・風向 40 m/s

表 3-7 ダウンスケーリング対象 

図 3-20 ダウンスケーリング前（左）と後（右）における地形（上）と気圧・風場（下） 
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3-5-2 高潮の将来変化 

 次に，ダウンスケーリングした台風外力（気圧・風）を高潮モデルに与えて高潮氾濫計算を実

施した．なお，水位は有明海の朔望平均満潮位(T.P. +2.72m)で一定とし，堤防高には現状の堤防高

を設定した．図 3-21 に過去実験における上位 10 台風の高潮偏差を重ね合わせ最大高潮偏差を求

めたものである（すなわち，各計算格子上には 10 ケースのそれぞれの最大高潮偏差のうち最も大

きな値が入る）．有明海最湾奥や筑後川および六角川流域では 4m 以上の高潮偏差が生じており，

これは有明海岸の計画堤防高の計画高潮偏差分(+2.36m)を大きく超えている．これより，現在気

候においても数百年～数千年規模の台風が来襲すれば佐賀平野に甚大な被害が生じ得ることが示

された．図 3-22 に将来実験における最大高潮偏差の過去実験からの変化量を示す．筑後川流域や

有明海湾奥西部など一部の地域では対象とした台風の経路等によって将来の高潮偏差が小さくな

るが，六角川流域を含む有明海全体では最大で約 50cm 大きくなっている． 
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図 3-21 過去実験 10 ケースを重ね合わせたときの最大高潮偏差 

図 3-22 将来における最大高潮偏差の過去からの変化量 

0.5

-0.5

0.0

(m)

-0.1

-0.2

-0.3

-0.4

0.4

0.3

0.2

0.1

最大高潮偏差の将来変化



45 

 

 図 3-22 に過去実験および将来実験においてそれぞれ 10 ケースの浸水深を重ね合わせたときの

最大浸水深を示す．両実験ともに河川の中流域や地盤高の低い海岸線付近で浸水深が深い．特に，

大託間地区や早津江川中流域での浸水深は 4m を超え，浸水被害の危険性が非常に高い地域であ

ることがわかる．また，将来実験では過去実験と比較して浸水範囲が広がり，かつ浸水深も深ま

っている．両実験において，それぞれ 10 ケース中何ケースで浸水が生じたかという浸水確率の空

間分布を図 3-23 に示す．両実験とも，六角川や早津江川の中流域で浸水確率が高く 70%を超えて

おり，浸水深が深いだけでなく，浸水する可能性も非常に高い地域であることがわかる．これは

これらの地域の堤防高が計画堤防高に満たず他の地域の堤防高に比べて低いことが主な原因であ

る．早津江川の中流域付近における浸水確率に注目すると，過去実験での最大値は 70%であるの

に対して将来実験では 90%であり将来の浸水確率が高くなっている．ここで示した浸水範囲，浸

水深および浸水確率の将来変化から明らかなように，将来的に高潮浸水に対する危険性は増すこ

とがわかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-22 過去実験（左）および将来実験（右）それぞれ 10 ケースを重ね合わせたときの最大浸水深 

図 3-23 過去実験（左）および将来実験（右）のそれぞれ 10 ケースにおける浸水確率 
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 同様の高潮氾濫シミュレーションを堤防完成後（最低堤防高を計画堤防高(T.P. +7.5m)に設定）

についても実施したところ，すべてのケースで浸水は生じなかった．これより，堤防の嵩上げは

有効な適応策であることがわかった．しかし，全球実験（60km 解像度）に比べて領域実験（20km

解像度）やそのダウンスケーリングデータ（5km 解像度）では，台風強度を過小評価するという

問題も確認されているため，今後の使用すべきデータについては検討の余地があると言える． 

 次に，河川堤防が決壊した場合の浸水状況の変化について検討した．後述するように，高潮や

出水による河道内の水位の上昇によって，河川水もしくは海水が堤防を越流する前に破堤する危

険性がある（越水なき破堤）．そこで，将来実験から抽出した台風の中で最も佐賀平野に甚大な浸

水被害を及ぼした表 3-7 の赤枠で示す台風（アンサンブル番号 GF115，2094 年 7 月 21 日 0 時に

有明海に最接近）のダウンスケーリングデータを用いた高潮氾濫シミュレーションを実施し，破

堤を考慮しない場合と早津江川中流域で越水なき破堤を考慮した場合の浸水過程及び浸水状況の

違いについて検討した．破堤箇所は図 3-24 中の赤点で示す早津江川中流域に位置する 1 つの計算

格子とした．この堤防箇所は破堤しないケースにおいて早津江川・筑後川の河川堤防の中で最も

早く越流する箇所である．破堤時刻は破堤しない場合に堤防を越流する時刻の約 70 分前とした． 
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図 3-24 破提するケースと破堤しないケースの浸水深の差 

（破堤するケース－破堤しないケース） 
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図 3-25 に破堤させる堤防の海域側(a)と陸域側(b)の格子における水位の時系列変化を示す．破堤

時刻（図中の破線）における海域側の格子の水位は約 T.P. +3.5m であり，この位置の堤防高が T.P. 

+4.03m であるので天端高までの水位があと約 50cm になったときに破堤することになる．破堤す

るケースでは，破堤直後，破堤箇所から陸域への浸水が開始し堤防直背後での水位が上昇してい

る（図 3-25 (b)の計算時間 19h）．図 3-24 (a)に破堤時刻から 1 時間後（計算時間 20h）における浸

水深について破堤したケースと破堤しないケースの差（破堤するケース－破堤しないケース）を

示す．破堤しないケースはこの時刻には陸域への浸水は無いため，この図は破堤したケースの浸

水深を示している．決壊した堤防の直背後では最大 1.3m の浸水深となっており，浸水域は内陸方

向に約 800m 広がっている．計算時間 20.5h には海域側の水位が堤防高を超え，破堤しないケース

においても浸水が始まり，堤防直背後の水位は破堤するケースと同じ高さまで急激に上昇する（図 

3-25 (b)の青矢印）．計算時間 21h における浸水深の差を図 3-24 (b)に示す．破堤箇所付近での浸水

深の差は小さいが，破堤箇所よりも少し離れた場所での差が大きく，破堤するケースの方が最大

で約 60cm 深くなった．この理由は，この時刻では海水面が堤防高より高く，海域に近い破堤箇

所付近ではすぐに海水面と同じ高さになるため破堤の有無による違いの影響がすぐに無くなるが，

破堤箇所よりも少し離れた場所では破堤するケースで早期に浸水した影響が残っているためと考

えられる．図 3-24 (c)は堤防直背後の格子で浸水深が最大となる時刻（計算時間 24.5h）における

浸水深の差を示す．この時刻ではどの場所においても破堤するケースとしないケースでの差は小

さく，破堤の有無による浸水深の顕著な違いは確認できない．高潮により海面水位が堤防高より

も十分高くなると破堤の影響はほとんど残らない結果となった．図 3-24 (d)は計算時間 30h にお

ける浸水深の差である．この時刻では破堤するケースの浸水深が広域にわたって浅くなっている．

このとき，海域側の水位は堤防高よりも低い（図 3-25 (a)）．したがって，図 3-25 (a)および(b)の

青線からわかるように，破堤しないケースでは，陸域に浸入した水は地盤高の低い方へ流れてい

くため徐々に陸域側の水位が下がっている（図 3-25 (b)の赤矢印）．一方，海域側の水位は 32 h に

極大値をとるような揺れ戻しと思われる変動がある．このように，破堤しないケースでは，台風

通過後の水位は陸域側と海域側で独立に変動する．一方，破堤するケースでは，海域と陸域で破

堤箇所からの水の流入出が可能となったため，海域の変動に連動して陸域の水位も変動している．

したがって，陸域側へ浸水した水は台風通過後，海域側の水位が下がると，河川へ流出すること

によって，破堤しないケースに比べて水位が低くなったと考えられる．また，図には示していな

いが最大浸水深の比較も行った結果，破堤するケースとしないケースで顕著な差は生じなかった． 
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3-6 将来気候おける高潮および適応策の検討 

3-6-1 将来気候における最悪台風および想定最大規模の台風による高潮 

 本節で使用したモデル台風は，d4PDF 領域実験の将来 4 度昇温ケースから抽出した佐賀平野に

最も浸水被害を及ぼす台風（以下，d4PDF 最悪台風）と，国土交通省によって策定された高潮浸

水想定区域図作成の手引きに従って設定した想定最大規模の台風（以下，L2 台風）とした．L2

台風の経路の選定方法については 3-5 を参照．図 3-26 にこれらの台風経路と中心気圧を示す．両

台風とも，有明海の西側を通過しており北北東へ向かう経路となっているが，d4PDF 最悪台風の

方が有明海から離れた位置を通過しており，進行方向は北進に近い．また，台風の移動速度にも

大きな違いがあり，L2 台風の進行速度は 73km/h とかなり速い台風であるのに対して，d4PDF 最

悪台風の進行速度はその 1/3～1/2 となっている．さらに，有明海最接近時の中心気圧は d4PDF 最

悪台風に比べて L2 台風が約 40hPa 低く，L2 台風の方が圧倒的に勢力の強い台風である．これら

2 つの台風に対して佐賀平野における高潮浸水計算を実施した（d4PDF 最悪台風および L2 台風を

用いた計算ケースを，それぞれ d4PDF 最悪ケースおよび L2 ケースと呼ぶ）． 

 

 

図 3-26 d4PDF 最悪台風と L2 台風の経路と中心気圧 

 

 d4PDF最悪ケースとL2ケースの有明海湾奥部での最大浸水深を図 3-27a-1および図 3-27a-5に

それぞれ示す．なお，堤防は現状の堤防高に設定しており，現在も整備が完了しておらず計画堤

防高に達していない箇所が存在する（図 3-28 左）．d4PDF 最悪ケースに比べて，L2 ケースで浸水

範囲が広く浸水深も深い．特に，久保田地区での浸水被害の程度には大きな差があり，d4PDF 最

悪ケースではほとんど浸水していないのに対して，L2 ケースでは久保田地区全域が浸水しており

海岸線付近では 7m を超える深い浸水深となっている．久保田地区は有明海の最湾奥に位置し最

も大きな高潮が生じる地域の一つではあるが，堤防高も高いために浸水は発生しづらい．しかし，

一度堤防高を水位が超えて浸水が生じると，地盤高が低い地域であるために浸水深が深くなる．
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また，両ケース間では浸水深の空間分布にも違いがある．d4PDF 最悪ケースでは，大詫間地区お

よび柳川地区を除くと六角川や早津江川など河川中流域で最大浸水深が深くなっているのに対し

て，L2 ケースでは河川中流域よりも海岸線沿いで深くなっている．このように，想定する台風に

よって浸水範囲や浸水深および空間的な特徴が異なることがわかった． 

 加えて，d4PDF 最悪ケースに対して，温暖化による海面上昇を考慮したケースの検討も実施し

た．想定した海面上昇量は+40cm，+80cm，+120cm の 3 ケースである．図 3-27a-2～図 3-27a-4

に各ケースにおける最大浸水深を示す．当然ではあるが，海面上昇量が大きくなるにしたがって

浸水範囲は広がり浸水深も深くなっている．上記した計 5 ケースについて，最大浸水深から計算

した浸水量および浸水面積を図 3-29 に示す．d4PDF 最悪ケースの浸水量は海面上昇量に増加に伴

って線形的に増加しており，40cmの海面上昇に対して約 1.35倍となっている．L2 ケースは+120cm

のケースのさらに 1.4 倍の浸水量となる．一方，浸水面積も海面上昇量の増加に伴って線形的に

増加しており，40cm の海面上昇に対して約 1.15 倍となっているが，L2 ケースは+120cm のケース

よりも僅かに小さい．これは，想定している台風が異なることによる発生高潮の時空間分布が異

なることによって生じる違いであると考えられる．以上をまとめると、検討したケースの中で，

高潮の災害レベルが最も低いケースは海面上昇を考慮していない d4PDF 最悪ケースであり，海面

上昇量が大きくなるにしたがって災害レベルは高くなっていく．そして，最も災害レベルが高い

のは L2 ケースであることがわかった． 
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現状の堤防高 嵩上げ後 嵩上げ－現状
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図 3-27 現状堤防高における d4PDF 最悪ケース，海面上昇（=+40cm，+80cm，+120cm）を考慮し

たケース，L2 ケースにおける有明海湾奥部の最大浸水深（左）と嵩上げ時の最大浸水深（中央） 

およびそれらの差（右） 
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3-6-2 d4PDF 最悪台風および L2 台風に対する適応策の効果 

 上記の 5 ケースに対して，災害レベルが異なることによる適応策の効果の違いを検討した．本

研究では，堤防の嵩上げの効果についてのみ検討を行った． 

 嵩上げした場合の堤防高の条件は，海岸・河川の最低堤防高が海岸堤防の計画堤防高である

T.P.+7.5 m となるように設定した（図 3-28 右）．図 3-27b-1～図 3-27b-5 および図 3-27c-1～図 

3-27c-5 に，各ケースにおける嵩上げ後の最大浸水深および嵩上げによる最大浸水深の変化量（嵩

上げ後－現状の堤防）を示す．海面上昇量を考慮しないケース（海面上昇量=+0cm）および海面

上昇量が+40cm のケースでは，嵩上げを行うことでどの地域においても浸水はほとんど発生しな

くなる（図 3-27b-1，図 3-27b-2）．海面上昇量が+80cm のケースでは，白石地区東部や川副地区

南部で最大約 2m の浸水が生じ，海面上昇量が+120cm になると白石地区および川副地区の広い範

囲で浸水被害が生じるようになるものの，筑後川中流域付近の浸水がほとんど生じていないこと

や，市街地までは浸水が達していないことなどから嵩上げの効果は高いといえる．一方，最も災

害レベルの高い L2 ケースでは，白石地区西部での浸水範囲は減少しているものの，その他の地域

での浸水範囲にほとんど変化がない．また，図 3-27c-5 に示す浸水深の変化からわかるように，

芦刈地区など，嵩上げすることによってかえって浸水深が深くなっている地域もある．これは，
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図 3-28 現状の堤防高（左）と嵩上げ後の堤防高（右） 

図 3-29 検討ケースの浸水量（左）と浸水面積（右） 
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堤防の嵩上げを行ったことで，浸水が発生する箇所などの浸水特性が変化したことによって生じ

た差であると考えられる．また，図 3-29 に各ケースにおけるおよび嵩上げ後の浸水量と浸水面積

を示す．d4PDF 最悪ケースの 4 ケースでは堤防の嵩上げによって浸水面積と浸水量が大幅に減少

しているのに対して，L2 ケースでは 1 割以下の減少量となっており嵩上げの効果は小さい．これ

より，L2 ケースのような計画堤防高を数 m も上回る高潮が発生した場合，それによって生じる浸

水被害に対する堤防の嵩上げ効果は小さいことがわかった．したがって，災害レベルが極端に高

い高潮災害に対しては嵩上げによる減災効果は期待できず，災害時の避難場所や避難経路の決定

およびタイムラインの策定などソフト面からの対応策が必要となる． 

 

3-7 おわりに 

 非構造格子海洋流動モデル FVCOM を用いて，有明海湾奥部における高潮に関する様々な検討

を行った． 

 まず，高潮モデルの検証および改良を行った．線境界を用いることができるように使用する

FVCOM を ver 2.7 から ver 3.2 に変更し，さらに堤防が破堤した場合や水門の開閉のタイミングに

よる浸水被害の変化を計算できるようモデルを改良した．この上で検証を行い，モデルの妥当性

を確認した．次に，温暖化適応策を検討するため有明海湾奥部における高潮が最大となるような

台風の最悪経路を選定した．その結果，有明海の西側を南南西から北北東に通過する経路となっ

た．その台風を用いて高潮シミュレーションを行い，堤防の嵩上げや排水ポンプの活用など各種

温暖化適応策の効果を検討した．この結果，堤防の嵩上げによって高潮浸水を低減できることが

わかった．さらに，将来気候における高潮を検討するため d4PDF を用いて台風の将来変化を検討

した．この結果，有明海に来襲する台風の数は変化しないものの，中心気圧が 940hpa を下回る台

風の割合は過去実験に比べ 2 倍程度に増加することがわかった．その後将来気候における高潮シ

ミュレーションを行った．その結果台風の強大化に伴い発生する高潮偏差は最大で 50cm 程度上

昇することがわかった．最後に，将来気候における最悪台風や L2 規模の台風が最悪経路で来襲し

た際の高潮や将来海面上昇が生じた場合の将来の最悪台風による高潮のシミュレーションを行い，

またこれに対す温暖化適応策の効果を検討した．その結果，将来の最悪台風が来襲した場合は海

面上昇を考慮した上でも堤防の嵩上げをすることで浸水を抑えることができた．一方 L2 規模の台

風が最悪経路で来襲した場合は嵩上げのみでは対応できないことがわかった． 

 これらの検討から，非構造格子海洋流動モデルを用いて，有明海湾奥部における高潮の将来変

化やそれに対する適応策の検討が可能であることが示された． 
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第4章 風からの抗力を考慮した流木漂流シミュレーション 

4-1 はじめに 

 地球温暖化が原因とされる気候変動が世界各所で注目されている中，九州地方においても豪

雨・台風の被害も年々拡大傾向にある．その多岐にわたる被害の中で，流木等の漂流物は，周辺

海域に様々な悪影響を与える．例えば，近年の有明海における流木被害事例として，令和 2 年 7

月豪雨，平成 30 年 7 月豪雨，平成 29 年九州北部豪雨，平成 24 年九州北部豪雨などが挙げられる．

流木は，海洋環境の破壊，漁業，船舶の航行障害，海岸保全施設の機能阻害，地方自治体の財政

圧迫など多方面に影響を及ぼす． 

 まず海洋環境に関して，長時間放置された流木はいずれ海底に沈み，海底で分解されることか

ら回収する必要はないと考えられている．しかし，豪雨時のように大量の流木が発生，流入，堆

積した場合には，青潮が発生する恐れがある．そのため，流木が生態系に変化を引き起こす可能

性についても現在研究が行われている． 

 漁業，船舶航行に関して，流木は船舶の航行の大きな障害となる．そのため数か月間にわたっ

て漁に出られないことや定期船が欠航することもある．流木との衝突は漁船，船舶の損傷だけで

なく，接触時の衝撃により乗客が負傷する事故も発生している．また，流木が生簀や引き網漁の

網を破り魚が逃げる等の被害もある．長期的には，海底に堆積した漂流物は海底付近の流れを変

化させ，海底土砂の洗堀，堆積を繰り返させ，海底地形を変化させる．また，漂流物が多く堆積

した場所では，航路水深を満たさなくなる可能性も否定できない． 

 海岸保全施設の機能阻害に関して，海岸に漂着した流木は消波ブロックなどの働きを阻害する

ことに加え，高潮により陸地に漂流物が流れ込む可能性が危惧されている．1959 年伊勢湾台風で

は，貯木場にあった大量の木材が高潮により流され多くの人命が失われた．また，八代海でも 1999

年 9 月の台風 18 号による高潮で 12 人が亡くなる事故があり，海岸に残る漂流物が高波や高潮で

陸地に打ち上げられるのではないかと不安を抱く住民も少なくない． 

 このように流木を含む漂流物は，湾内において短期的にも長期的にも様々な悪影響を及ぼす．

そのため，九州地方整備局は環境整備船「海輝」・「海煌」により漂流物の捜索・回収を積極的に

行っている．漂流物の回収は定期的に巡回しながら清掃をする場合と，大雨等による出水後の大

量浮遊ごみの発生時に臨時回収を行う場合とがある．特に後者の場合，現在フェリー会社や港湾

管理者および漁業関係者によって構築された「浮遊ゴミ情報収集ネットワーク」に基づいた目撃

情報と乗員の経験則を頼りに捜索を行っている．しかし潮流が速い有明海では，目撃海域到着時

に既に漂流物が流され，発見できなくなってしまっていることも多い．また，国内の環境整備船

は数が少なく，災害時には慣れない海域での作業を強いられることもある．そこでは海域特性情

報に乏しいため，回収がますます困難となる．  

 これまでにも多くの漂流物予測モデルが開発されてきた．漂流軌道はその漂流物の形状や性質

により異なるため，コンテナ，ドラム缶，油，船等の様々なモデルが存在する．例えば，吉田ら

（2007）は有明海において海洋短波レーダーによるリアルタイムのデータを活用した浮遊ゴミ移

動予測システムの開発を行った．後藤（1983）は宮古湾での津波時の木材流出に関するシミュレ

ーションを行った．中川ら（2000）は漂流予測モデルの開発とともに，平成 2 年 7 月 2 日豪雨に

よる別府湾への流木の挙動解析を行った．矢野ら（2015）は漂流予測モデルを用いて平成 24 年九

州北部豪雨における各河川の流木流出量の推定を行った．流木の漂流軌道を予測する上で，流木
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の海面から出ている部分に当たる風からの抗力は重要な要素になりうる．土門ら（2012）は，水

槽実験により様々な物体における風からの抗力による漂流速度を算出した． 

 このように過去にも流木の漂流予測モデルは開発されてきたが，現実の流木回収の場で漂流予

測モデルが活躍した事例はほとんどない．なぜなら，現状の漂流予測モデルは多くの問題を抱え

ており，実際の流木回収の現場で使用できるようなものではないからである．例えば，長期間に

おける予測ができない，短波レーダーの誤差が大きい，短波レーダーの使用範囲が狭い，豪雨な

どによる大量の出水を考慮できない，流木に直接あたる風の影響を考慮していない，流木の海面

上部の面積と海面下部の面積の比を考慮していない，漂流物の物理的特性を考慮していない，海

岸線の複雑な地形の表現が難しい，再現性の確認が困難，といった問題が挙げられる．これらの

理由により，信頼性や実用性に欠けるため，流木回収の現場で漂流予測モデルは使用されず，目

視と経験則による捜索が続いている． 

 そこで本章では，これらの問題を解決し，効率的な流木回収に資するため非構造格子海洋流動

モデル FVCOM の Lagrangian particle tracking module（ラグランジュ粒子追跡モジュール）を改良

することで風からの効力を考慮した流木漂流シミュレーションを実施した．この検討は非構造格

子海洋流動モデルを用いた漂流シミュレーションが実施可能であることを示すものである． 

 

4-2 Lagrangian Particle Tracking Module（ラグランジュ粒子追跡モジュール） 

 ラグランジュ粒子追跡モジュールは計算領域内の水粒子の動態を追跡するモジュールであり，

以下の非線形常微分方程式から成る(Chen et al., 2013)． 

   ttxv
dt

xd
,  (4.1) 

𝑥⃗は時刻 t における粒子の場所で，
dt

xd
は t 秒間における粒子の移動距離の変化の割合であり，

  ttx , はモデルによって計算された 3 次元流速場である．この方程式は複数の非線形上微分方程

式を解くことで解を求めることができ，一般的に使用される陽的ルンゲクッタ法は数値積分から

求められる線形多段法である． 

       
t

t
n

n

dttxvtxtx ,  (4.2) 

 nx を t=tnにおける粒子の位置と仮定すると，t 秒後，t=tn+1(tn+t)の粒子位置は以下の 4 次ルン

ゲクッタ法により決定される． 
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(4.3) 

 この計算では粒子追跡の時間間隔t の間，流速場を一定とし，時間に依存しないものとする． 

2 次元の場合，x 方向と y 方向の速度方程式を解くことで粒子を追跡することができる． 

 v
dt

dy
u

dt

dx
  (4.4) 

 4 次ルンゲクッタ法は以下のように書ける． 
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 (4.5) 

 3 次元空間では，x 方向，y 方向，z 方向の速度方程式を解くことで粒子を追跡できる． 

 







Hdt

d
v

dt

dy
u

dt

dx
 (4.6) 

 u，v，は x 方向，y 方向，方向の速度である．と w は以下のように定義される． 

  
dt

dH

dt

d
w 


  2  (4.7) 

 w は z 方向の垂直速度である．




H
を̂として 4 次ルンゲクッタを表現すると以下のように

なる． 
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4-3 Lagrangian Particle Tracking Module の改良 

4-3-1 流木の浮力 

 Lagrangian Particle Tracking Module は，流体と同密度の質点の追跡となっているため，当然粒子

は x 軸，y 軸，z 軸の 3 方向に変位する．この粒子追跡モデルを用いて流木の挙動を再現するため

に，粒子の z 座標を海面に固定することで流木の浮力を表現した． 

4-3-2 風から流木への応力 

 海面から表出している部分が風から受ける応力を考慮するため，土門ら(2012)が風洞実験から提

案した式を採用し，プログラムの改良を行った． 

 土門ら(2012)は，漂流速度を算定するため力のつり合いを考えた．風によって漂流物が漂流する

場合，水面から表出している部分は風からの力を受け風下へ移動しようとする．一方水中部分は

水からの抵抗を受けてその場に留まろうとする．ここで，風が漂流物に及ぼす力を Faとすると以

下の式で示される． 

 aadaaaa UUCAF 
2

1
  (4.9) 

ここでa は大気の密度（kg/m3）,Aa は漂流物の空中部投影面積（m2）,Cda は漂流物の風速に対す

る抗力係数，Udは風速（m/s）である．一方，水の抗力 Fdは以下の式で示される． 

 

vvV

VVCAF

w

dwwwd





ただし


2

1

 (4.10) 

ここでwは水の密度（kg/m3）,Awは漂流物の水中部投影面積（m2），Cdwは漂流物の水に対する抗

力係数，V は流れに対する相対風速（m/s）である．vwは吹送流速(m/s)，v は計測された流速であ

る． 

 波による定常漂流力を Fwは以下の式で示される． 

 
2

2

1
HgBCF iwww   (4.11) 

ここで g は重力加速度(m/s2)，B は漂流物が波を受ける幅(m)，Ciwは入射波の反射係数，H は波高
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(m)である．漂流物は一定速度で漂流することから Fa，Fd，Fw が釣り合った状態であり，次式が

成り立つ． 

 VVCAHgBCUUCA dwwwiwwaadaaa 
2

1

2

1

2

1 2   (4.12) 

また，上式より以下の関係は導かれる． 

 
aaa

w

aa

w

a

w

dw

da

U

H

A

gB

U

V

A

A

C

C 22








  (4.13) 

ここで，土門ら(2012)は実験で得られた波高が小さく，第 1 項に比べ 10 の 2 乗ほどオーダーが小

さかったため第 2 項を無視し以下に示す抗力係数比を得た． 

 
aa

w

a

w

dw

da

U

V

A

A

C

C 2




  (4.14) 

また，吹送流速は鶴谷ら(1983)を参考に，計測された漂流速度から吹送流成分を引くことで求めた． 

 図 4-1 に土門ら(2012)の実験から得られた抗力係数比と投影面積比の関係を示す． 

 

 土門ら(2012)はこのグラフより以下の関係式を得た． 
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w

dw

da

A
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C

C
 (4.15) 

以上の抗力係数比を用いて漂流速度を示すと次式のようになる． 

 10kUVVV wc   (4.16) 

ここで，V は風からの応力を考慮した漂流速度(m/s)，Vcは海流による速度(m/s)，Vwは吹送流によ

る速度(m/s)，U10は海上 10m での風速(m/s)である．また，係数 k は以下の式で表される． 

 
wdww

adaa

ACq

ACq
k   (4.17) 

 

図 4-1 抗力係数比と投影面積比の関係（土門ら(2012)より引用） 
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ここで qaは大気の密度，qwは水の密度，Cda/Cdwは抗力係数比，Aa/Awは投影面積比を表す．また，

投影面積比とは図 4-2 に示すような水面から表出している部分と水中部の風上からの投影面積の

比である． 

上図のように，投影面積比は風に対する流木の角度によって変化する．流木の密度は 0.93g/cm3

から 0.98g/cm3とされているため，密度を 0.98g/cm3 として海面から出ている部分の割合を求める

と，図 4-3 中の角度は以下の関係式で表される．また，海水の密度は 1.03g/cm3とした． 

 









03.1

98.0
12sin   (4.18) 

 

  

この式を満たす αは α≒1.2555…となる．例えば，図 4-2 のように風に対して真横，正面になる時

の投影面積比はそれぞれ 0.1054 と 0.0510 となる． 

 したがって風に対する流木の角度を(図 4-4)とすると投影面積は以下の式で表される． 

  cos0510.0sin1045.0 
w

a

A

A
 (4.19) 

 

 





図 4-3 流木の中心角 α 

𝐴𝑤  

𝐴𝑤  

𝐴𝑎  

𝐴𝑎  

図 4-2 真横と正面からの投影面積比 

図 4-4 風に対する流木の角度 θ 
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 図 4-5 および図 4-6 に投影面積比および土門ら(2012)によって算出された係数 k と風に対する

流木の角度の関係をそれぞれ示す． 

 

 

 これらのグラフから角度がおよそ 65°のとき最も風の影響を受けやすいことがわかる．一方，

角度が 0°のとき，即ち流木断面に風が当たるとき最も風の影響が小さいことがわかる．例えば，

ある流木に対して風速 5m/s の風が 24 時間吹き続けたとすると，角度が 65°の場合は風によって

約 3.5km 移動するのに対し角度が 0°の場合でも約 2.3km となり，流木に対する風の影響や当た

る角度を考慮することは非常に重要である． 

 最後に，合田ら(1997)の研究では，有明海の実地形において模擬流木による漂流実験を実施し，

風が流木に与える影響について考察した結果，流木は水からの抵抗が最小となるように移動する

ため，流木の向きは流下方向と同じになること，そして風からの抗力による漂流速度への影響は，

横から受ける方が縦から受けるより大きくなったという知見が得られた．これは土門らが示した

風に対する流木の角度と係数 k の関係を示唆するものである．このことから，流木の向きを流木

漂流地点における流向に対して同方向になるとし，投影面積比を算出するプログラムを構築した． 
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図 4-6 係数 k と風に対する流木の角度の関係 

図 4-5 投影面積比と風に対する流木の角度の関係 
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4-4 有明海における漂流シミュレーション 

4-4-1 計算領域 

 有明海を対象として数値シミュレーションを行った．計算領域を図 4-7 に示す．格子幅は開境

界で最大格子幅は約 3km，有明海湾奥で最小約 150m である．鉛直方向に 3 層に分割している．

気象外力（気圧，風）として GPV（時間解像度 1 時間，水平解像度 5km）データを計算格子に線

形内挿した．潮汐は松本(2004)の NAO.99b tidal prediction system による予測値を開境界（図中の赤

線）に与えた．河川流量は 8 つの一級河川を考慮した．それぞれの河口位置を図中の青矢印で示

す．流量は国土交通省水文水質データベースから非干潮域で河口に最も近い流量観測所の毎時流

量を河川下流から与えた．菊池川は流量データが欠損していたため，一級河川の内，最も近い白

川の流量から比流量法により算出して与えた．また観測所より下流の流域からの流出を考慮する

ために，観測所の集水面積と全流域面積の比から補正係数を求め，観測所流量に乗じて補正した．

流木は海岸や干潟域に漂着すると漂流を止め，再度潮位が上昇した際に漂流するなどの間欠的な

移動をすると考えられるが，このような漂着や再漂流は考慮していない．また，堤防や砂浜，岸

壁など海岸線の特徴を考慮していないため，海岸線に達すると無差別に漂着するものとなってい

る．風が長時間吹き続けるとき，風向と吹送流の方向は一致しないとされているが，その風圧流

偏角は考慮していない．流木は単体で動くと仮定して，流木同士の衝突の影響や流木が付着して

流動することはないものとする． 
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図 4-7 計算領域 
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4-4-2 平成 30 年 7 月豪雨を対象とした検討 

A) 計算期間および流木の設定 

 計算期間は平成 30 年 7 月豪雨を対象に，2018 年 7 月 3 日から 7 月 22 日とした．平成 30 年 7

月豪雨は西日本，東日本の多くの地点で観測史上最大級となる雨量が観測され，各地で河川の氾

濫や土砂災害が発生し，河川より大量の流木や葦類が有明海に流入した．図 4-8 に 7 月 3 日から

7 月 22 日までの各一級河川の日にち毎の時間平均流量を示す（水文水質データベースを参考に作

成）．6 日から 9 日までの流量が多いことから，この四日間の間に流木が流出したと考え，六角川・

嘉瀬川，筑後川，矢部川，菊池川，白川，緑川の計 6 河川の河口付近から流木の放出を行った．

ただし，六角川，嘉瀬川は河口が接近しているため，両者を同一とみなし計 5 か所から流木の放

出を行った．7 月 6 日 0 時から 7 月 10 日 0 時まで一時間ごとに 400m の正方形内に 100m 間隔で

縦横 4 本ずつの 16 本放出した．流木は 4 日間で 6(本/h)×24(h)×4(day)×6(河川本数)の計 9216 本で

ある． 

 

 

 

B) 計算結果 

 まず流況について述べる．図 4-9 から図 4-14 は 7 月 4 日から 9 日までの有明海の日平均流速

(cm/s)をそれぞれ示す．豪雨前は流速が大きいところで 70cm/s 程度であったが，河川流量が増加

する 6 日から急激に速くなり，7 日には筑後川河口周辺で 350cm/s を超えた．その後，球磨川以外

の河川流量が減る 8 日から流速は豪雨前と同程度に落ち着いた．最も流量が多い 7 日は湾全体で

湾奥から湾口に向けて流れが形成され，9 日には湾口から湾奥に向けて流れが形成された． 
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図 4-8 各河川の時間平均流量 

（水文水質データベース(http://www1.river.go.jp/)の時刻流量月表より作成） 
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図 4-10 7 月 5 日の有明海日平均流速 

 

図 4-12 7 月 7 日の有明海日平均流速 

 

図 4-11 7 月 6 日の有明海日平均流速 

 

図 4-9 7 月 4 日の有明海日平均流量速 

 

図 4-13 7 月 8 日の有明海日平均流速 

 

図 4-14 7 月 9 日の有明海日平均流速 
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 次に流木の動態について述べる．図 4-15 から図 4-18 に 9 時間毎の各河川から放出された流木

の位置を示す．なお，放出された河川ごとに色分けを行っており，薄緑，青，赤，緑，黄，黒は

それぞれ六角川・嘉瀬川，筑後川，矢部川，菊池川，白川，緑川から放出されたことを示す． 

 放出直後，徐々に流木を放出したため，流木が連なって湾内を移動していることがわかる．特

に薄緑，青，赤の三色で示す流木は平均流に流されるように湾内を反時計回りに移動し，湾奥部

に大きく広がっている．一方緑，黄，黒の三色で示す流木は東側に留まり，湾中央部への広がり

は見られない．その後，それぞれの流木は潮汐流に流されるように湾内を縦断する方向に振動し

た．その際，放出直後から広く分布していた薄緑，青，赤の三色で示す流木は湾内の更に大きく

分布することとなり，緑，黄，黒の三色で示す流木は湾内にあまり広がらず東側の海岸に多く漂

着することがわかった． 

 

 

 

 

  

 

 

図 4-15 漂流物の分布（7 月 6 日 0 時から 7 時 8 日 0 時） 
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図 4-16 漂流物の分布（7 月 8 日 9 時から 7 時 12 日 12 時） 
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図 4-17 漂流物の分布（7 月 12 日 21 時から 7 時 16 日 18 時） 
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図 4-18 漂流物の分布（7 月 17 日 3 時から 7 時 20 日 3 時） 

 

4-4-3 再現性の検証 

 平成 30 年 7 月豪雨により，有明海・八代海において流木をはじめとした大量の放流物が確認さ

れた．図 4-19 にその回収量を示す．国土交通省九州地方整備局は，環境整備船「海輝」「海煌」

の二隻を用いて漂流ごみ回収を 9 日から 11 日まで行った．その回収量は 107.3m3であり，その内

流木は 35 本である．これは過去 5 年の月平均回収量(120m3)に並ぶ量である．しかし，依然とし

て大量の漂流物があったため，一般社団法人日本埋立浚渫協会のクレーン付台船と連携した回収

作業が 14 日から 16 日まで行われた．台船を用いた三日間の回収量の合計は 527.9m3（内流木 193

本），9 日から 17 日まで 9 日間の回収量は 784m3（内流木 266 本）となり，これは過去 5 年間にお

 

 



69 

 

ける 7 月平均回収量の約 2 倍の量に匹敵する． 

 

図 4-19 平成 30 年 7 月豪雨による漂流ごみ回収量 

有明海・八代海において大量の漂流物を回収（第三報） 

（出典：http://www.qsr.mlit.go.jp/press_release/h30/bousai18071801.html） 

 

 

図 4-20 9 日から 11 日の漂流物目撃海域 

有明海・八代海において大量の漂流物を回収（第一報） 

（出典：http://www.qsr.mlit.go.jp/press_release/h30/bousai1807120201.html） 
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 九州地方整備局の環境整備船「海輝」・「海煌」による 7 月 9 日から 11 日および 14 日から 16 日

までの流木回収地の点データを図 4-20 および図 4-21 に示す．これらのデータと比較して，モデ

ルの妥当性を検証した．図中の赤丸，水色および橙色で示す範囲はそれぞれ流木回収地点，漂流

ごみの情報が寄せられた海域，そして漂流ごみが確認された海域である． 

 目撃情報のある 7 月 9 日から 7 月 11 日までの全時間における粒子の位置を図 4-22 に示す．図

中の灰色で示す範囲は図 4-20 で示した九州地方整備局の漂流物目撃海域である．図より範囲 A

に漂流した流木は六角川・嘉瀬川および筑後川河口から放出された流木であることがわかる．範

囲 B には矢部川と菊池川から放出された流木が範囲内に入っている．一方，範囲 C にはいずれの

河川からの流木も入らなかった．なお付近に白川，緑川から放出された流木が漂流しているもの

の島原半島沿岸からは大きく離れている．図 4-23 は放出日ごとに色分けをしたものである（6 日

放出：薄緑，7 日放出：青，8 日放出：赤，9 日放出：黄色）．この図から範囲 A に漂流している

流木は 6 日放出の流木であることがわかる．一方，範囲 B では 6 日放出の割合が多いが，7 日，8

日，9 日放出の流木も見られる．これらのことから，A 地点で回収された流木は 6 日放出の六角

川，嘉瀬川，筑後川放出の流木であり，B 地点の流木は 6，7，8，9 日放出の矢部川，菊池川放出

の流木であると推測される． 

 

 

図 4-21 4 日から 16 日の漂流物目撃海 

有明海・八代海において大量の漂流物を回収（第三報） 

（出典：http://www.qsr.mlit.go.jp/press_release/h30/bousai18071801.html） 
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 次に 9 月 14 日から 9 月 16 日までの全時間における粒子の位置を図 4-24 に示す．図中の灰色で

示す範囲は図 4-21 で示した九州地方整備局の漂流物目撃海域である．9 日から 11 日と同様に範

囲 A には六角川・嘉瀬川および筑後川からの流木が漂流している．一方，範囲 D には矢部川およ

び菊池川から放出された流木が近づいたものの領域の東側に集中しており，島原半島沿岸までた

どり着いた流木はなかった．流木の放出時間，放出場所，回収場所，回収時刻など不確定な要素

が多いため，厳密な精度検証は行えないが，現状，島原半島沿岸に流木が漂着しなかった原因は

二つ考えられる．1 つ目は流速に誤差があったこと，2 つ目は流木放出場所がシミュレーションで

行った 7 つの河川以外であったことである．また，流速の誤差が生じた原因は三つ挙げられる．1

つ目は鉛直層の分割が表層付近の流速を評価する上で不十分であった点である． 

 

図 4-22 7 月 9 日から 11 日の漂流物予測位置（放出河川ごとに色分け） 

C

A B

 

図 4-23 7 月 9 日から 11 日の漂流物予測範囲（放出日ごとに色分け） 

A B

C
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海表面の流速は海底と比較すると大きく，本計算では海面での流速は上層の流速の平均となり，

過小評価してしまっている可能性がある．2 つ目は本計計算において一級河川からの流量のみ考

慮している点である．有明海には一級河川以外にも多くの河川が流入しており有明海の流況に影

響を及ぼしている可能性もある．3 つ目は助走計算期間が短く，有明海の塩淡成層が再現できて

いなかった点である．これによって密度流の形成が実際のものとは異なっていることが考えられ，

これが流速の誤差に繋がった可能性がある．これらの要因を改善することで今後より精度の良い

シミュレーションモデルを開発することができると考えられる． 

 

4-5 おわりに 

 近年頻発する豪雨・台風により発生する大量の漂流物を効率的に回収することを目的に，非構

造格子海洋流動モデル FVCOM を用いて，流木漂流シミュレーションを実施した． 

 流木の挙動を再現するために，FVCOM の Lagrangian Particle Tracking Module の改良を行った．

まず流木の浮力を再現するために，粒子の z 座標を海面に固定した．次に流木の海面から出てい

る部分に当たる風からの抗力を考慮した．この抗力は投影面積比の関数で表され，風に対する流

木の角度に依存する．そのため，流木の角度によって投影面積比が変わるプログラムを組み込ん

だ．改良した流木漂流シミュレーションモデルを用いて，平成 30 年 7 月豪雨での流木挙動のシミ

ュレーションを実施し，九州地方整備局の流木回収データと比較することで，モデルの妥当性を

検証した．不十分なデータによる精度検証ではあるが，精度向上にむけて改善の余地があると考

えられる． 

 これらの検討から非構造格子海洋流動モデルを用いた漂流シミュレーションが可能であること

が示された．今後実際の漂流軌道との精度検証，漂着，再浮上の過程をプログラムに組み込むこ

とで，より精度の高いシミュレーションが可能であると考えられる． 

 

 

 

図 4-24 7 月 14 日から 16 日の漂流予測範囲 

A

D
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第5章 有明海における出水時の底質輸送シミュレーション 

5-1 はじめに 

 有明海は佐賀県，福岡県，長崎県，熊本県の 4 県で囲まれた海域面積 1,700km2，平均水深 20m

の九州最大の海である（図 5-1）．他の閉鎖性水域と比べても閉鎖性の高い内湾であり，潮汐に

よる干満差が大きく，潮位差は湾口の早崎瀬戸で 3~4m，湾奥の住之江港では大潮時には最大で約

6.8m にも上る．また，有明海には九州最大の河川である筑後川をはじめ，本明川，六角川，喜瀬

川，矢部川，菊池川，白川，緑川など大小 100 を超える河川が流入しており，流入河川の流域面

積は合計で約 8,000km2と海域面積の 5 倍近くにも上る．これらの河川によって湾内の塩分濃度が

低下し，特に夏季の湾奥部では海域の表層部に淡水域が形成されることもある．さらに干満差が

大きいため 1 日の間でも塩分濃度が大きく変化する． 

 有明海の大きな干満差と河川からの土砂の供給により，沿岸域に広大な干潟が発達し，干潟面

積は 188.4km2と全国の干潟の 38%を占めている．図 5-2 に有明海の底質分布を示す．中央東岸部

では砂質または砂泥質，湾奥部では東部で砂質，西部で泥質の干潟が形成されている．発達した

干潟には貝類や甲殻類をはじめ，有明海固有の生物が多数生息している．二枚貝の種類は豊富で，

アサリやタイラギ，アゲマキ，サルボウなど数多くの二枚貝が生息しており，特にアサリの生息

域である熊本県沿岸では全国有数の漁獲量を誇っている． 

 一方で，近年局地的豪雨が増加し，その被害も甚大化している．2012 年 7 月の九州北部豪雨で

は，九州北部地方を中心に記録的な大雨となった．有明海に流入する各河川で既往最高水位を記

録し，河川由来の土砂が湾内に運ばれ，干潟域は大量の浮泥で覆われた．近年では，2020 年 7 月

の集中豪雨では熊本県南部を中心に記録的な大雨となり，大量の河川水や土砂が湾内に流入した．

海水の塩分が通常の濃度を下回る状態が続いたため，湾内で養殖されているアサリや，産卵や繁

殖を促すための母貝団地があるタイラギの死滅が相次ぎ，大きな水産被害が発生した． 

 

図 5-1 有明海の位置 

出典：google map 
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 今後も地球温暖化の影響により豪雨による被害は増えていくと考えられることから，擾乱時に

おける内湾や干潟における土砂動態を適切に把握し，今後起こりうる豪雨や台風の際に土砂の堆

積位置を特定することは，これら生物資源の維持に資するものだと考えられる． 

 このように，有明海は河川からの出水が湾内の土砂輸送に与える影響が大きく，塩分低下や土

砂の堆積によってアサリやタイラギなどの水産資源が被害を受けていることから，これら水産資

源維持のための対策を講じるには，河川からの出水時に湾内の土砂輸送の動態を定量的に把握す

る必要がある．今後起こりうる豪雨などの擾乱による湾内の土砂輸送や地形変化を把握するため

に，数値モデルを用いたシミュレーションを行うことは有効であると言える． 

 これまでにも有明海における土砂輸送や，筑後川をはじめとする河川からの土砂供給に関する

研究が数多く行われてきた．表 5-1 に有明海における土砂輸送に関する既往の研究の一例を示す． 

 中川ら(2002)は，泥質物が広範囲に堆積する有明海北部海域 3 地点と同中部東岸海域 1 地点の合

計 4 地点で，超音波式ドップラー流速計による流向・流速，後方散乱型濁度計による濁度及び水

温・塩分を測定項目として定点連続観測が行い，SS の変動要因やその輸送特性について検討した．

有明海において，底面付近の SS の変動は大潮期の潮汐流による底質の巻き上げの作用を大きく受

け，大河川の河口付近では，河川由来の濁水の影響も受けること，浮遊物質の輸送量は大潮期に

増大し，湾奥部では高波浪時の輸送量に匹敵する底泥の輸送が生じることを明らかにした． 

 濱田ら(2011)は，有明海の懸濁物質輸送の現状を考察するため，有明海湾奥部において海洋流動

モデル FVCOM による懸濁物質輸送シミュレーションを行った．モデル内では，再懸濁特性を表

す限界せん断応力と浸食速度係数は底泥の中央粒径から求まるパラメータ Mdによって決まるも

のとした．そして，実測値および文献値によって Mdの分布を求め，それに基づきマッピングを

行うことで，海域によって粒径が大きく異なる有明海湾内の底質の特性を再現することを可能と

した．しかし，再現計算は湾奥の 1 地点のみしか行われておらず，また，豪雨や台風などの擾乱

 

図 5-2 有明海の底質分布 

出典：農林水産省九州農政局（2016 年） 

「有明海漁場環境改善連絡協議会（第 22 回）資料 5 国営干拓環境対策調査について」 
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時における，河川からの土砂流出による湾内の地形変化のメカニズムについては十分に検討され

ていない． 

 また，有明海には数多くの河川が流入しており，特に流入量が最も多い筑後川からの土砂の流

入量についての研究も進んでいる．有明海に流入する河川からの平均年間淡水流入量の合計値は

約 80 億 m3であり，有明海の容積が約 340 億 m3であることから河川水が湾水の交換にある程度の

寄与をしていると考えられる．島元ら(2012)の土砂収支計算により，2010 年の 1 年間に筑後川流

域から有明海への土砂流出量は 110,000m3 を超えることが示されており，従来想定されていたよ

りも，多くの土砂が有明海へ流出している可能性が示唆された．このことからも，湾内の土砂輸

送について河川の存在を無視することはできないと言える． 

 そこで，本章では，豪雨などの擾乱時の底質輸送シミュレーションの実用化に向けて，非構造

格子海洋流動モデル FVCOM の Sediment module （3 次元土砂輸送モジュール）を用いて，有明海

における底質輸送シミュレーションを実施した．FVCOM は水平方向に非構造格子を，鉛直方向

に座標系を採用しており，海岸線や海底地形の再現が容易であるため，底質輸送シミュレーショ

ン適していると予想される．また，計算値を既往の観測値と比較検討することでモデルの妥当性

を検討した．さらに，このモデルを用いて豪雨による河川からの出水や土砂供給によって湾内の

土砂輸送に与える影響について検討した．これらの検討は有明海における底質輸送シミュレーシ

ョンに対して非構造格子海洋流動モデルの適用性を検討するものである． 

 

5-2 Sediment Module（3 次元土砂移送モジュール） 

FVCOM はオプションとして，波浪，氷塊，水質などを取り扱うモジュールを選択することが

可能であり，本章では，底質移動を計算する Sediment module を導入した． 

5-2-1 基礎方程式 

このモデルは浮遊砂と掃流砂両方の輸送を含んでいる．浮遊砂モデルは以下の式を用いている

(Chen et al., 2013)． 
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ここで， iC はσ層 i の濃度， iw は沈降速度，
HA は水平渦粘性， hK は鉛直渦粘性を示している．

表 5-1 有明海における土砂輸送に関する既往の研究 

論文名 第一著者 年 

有明海の底泥輸送現象に関する現地データの解析 中川康之 2002 

筑後川感潮河道における洪水時の底質浸食過程と有明海への土砂輸送現象 横山勝英 2008 

潮流と海浜流による干潟の地形変化に関する数値計算 鵜崎賢一 2009 

有明海湾奥西部海岸における懸濁物質に関する現地観測 中川康之 2010 

有明海の懸濁物質輸送シミュレーション 濱田孝治 2011 

筑後川流域における土砂収支の推算と有明海への砂の流出量に関する研究 島元尚徳 2012 

平成 24 年 7 月九州北部豪雨の異常出水に伴う潮間帯化工干潟の応答特性 Manu Lusia 2013 
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沈降速度 iw は各土粒子に一律で与えるものであり，(5.1)の第四項目の沈殿項に大きな影響を与え

るために慎重に値を決める必要がある． 

水表面では，土砂濃度に関しては no-flux 条件が用いられている． 

 



z

z

C
K i

h 　　,0  (5.2) 

底面では，堆積か浸食かにより土砂のフラックスが異なる． 
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浸食率 iE は以下の式で計算される． 
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ここで， iQ は浸食フラックス， bP は低層の間隙率， biF は層厚， b は底面せん断力， ci は限界

せん断力を意味しており，沈殿を考慮するために flux-limited 法が用いられている． 

掃流砂は，局地的なものを計算するために，Myer-Peter Muller 法を用いて扱われる(Chen et al., 

2013)． 

   2
3

* 047.08  　bq  (5.5) 

5-2-2 土質条件と土砂供給 

FVCOM のマニュアル(Chen et al., 2013)によると Sediment Module で設定する土質条件は表 5-2

に示すとおりである．また土砂供給は開境界および任意のノードに設定することができる．任意

のノードに設定する場合は通常，河川からの流入として考えられる． 

 

表 5-2 設定する土質条件 

粘性の有無 

粒子の平均直径（mm） 

沈降速度（mm/s） 

浸食速度（kg/㎡-s） 

限界浸食応力（N/㎡） 

空隙率 

乾燥密度（kg/㎥） 

5-2-3 水深の変化を考慮した底質移動の計算 

 FVCOM のマニュアル(Chen et al., 2013)によると FVCOM3.2 より Sediment Module において水深

の変化を考慮した底質移動の計算が可能になっている(この計算を以下，MORPHO MODEL と呼

ぶ)．MORPHO MODEL の導入に伴い，底質移動の計算の際に水深の変化を考慮可能となったが，

長期間の計算を行うと，水深の変化が過大となり計算が発散してしまうため注意が必要である． 
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5-3 計算条件の設定 

5-3-1 計算領域および計算格子 

 海岸線データおよび海底地形データは国土交通省の国土数値情報データおよび 500m メッシュ

海底地形データをそれぞれ用いた．海底地形データとは日本海洋データセンターJODC（Japan 

Oceanographic Data Center）の海洋情報部をはじめとした各種海洋調査機関によって得られた膨大

な量の深浅測量データを統合し，使用しやすいように等間隔で格子化した水深のデータセットの

ことである．これを各格子に内挿補完して水深データを作成した． 

 図 5-3 に本章で用いた計算領域と計算格子を示す．計算対象は有明海及び八代海とその外洋と

した．格子幅は左端の開境界において最大約 2000m とし，有明海及び八代海の海岸線に向かって

徐々に細かくし，湾内の海岸線付近における格子幅は最小約 150m とした． 

5-3-2 底質の設定 

 FVCOM では，計算領域内ですべての底質移動を一様な底質パラメータで計算する設定，計算

領域内の定めた領域では底質移動を計算しない設定，そして計算領域内において底質の再懸濁特

性を表す，浸食に関する限界せん断応力，沈降に関する限界せん断応力，浸食速度係数の 3 パラ

メータに空間分布を持たせる設定の三つの底質の設定がある．有明海は全国の内湾の中でも地点

によって底質の特性がかなり異なるため，本研究では底質に再懸濁特性を表すパラメータに空間

分布を持たせる設定とした． 

 底質に直接マッピングする値としては以下の式で表されるパラメータ Mdを採用し，再懸濁特

性を表す前述の 3 パラメータは Mdに従うものとした． 

 502log dMd   (5.6) 

ここで，d50は中央粒径(mm)である． 

 また，浸食に関する限界せん断応力ce(N/m2)，沈降に関する限界せん断応力cd(N/m2)は中川ら

(2002)に，また浸食速度 M は濱田ら(2011)に倣い以下の式で表す． 

 

図 5-3 計算領域 
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 図 5-4 に有明海における Mdの分布を示す．粒径の小さい湾奥西部や熊本県沿岸に向かって

Mdが大きくなっていることがわかる．なお，湾外における底質移動が有明海湾内における底質

移動に与える影響はほぼないと考え，湾外では Md=0.0 として巻き上げが生じないものとした．

なお，底質の浸食，堆積に応じて粒径が時間的に更新されるような設定はしていない． 

 

 

 沈降速度に空間分布を持たせるような設定にしておらず，以下に示すフロックの形成を考慮し

たストークスの式から得られた値を計算領域内において一定値として用いた． 

 
 





18

2
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f

D

f

ws
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D
d

D
g

w















  
(5.10) 

g：重力加速度(m/s2) 

s：粒子密度(kg/m3) 

w：流体密度(kg/m3) 

Df：フロック径(m) 

 

図 5-4 有明海における Mdの分布 

Md 
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𝑑：中央粒径(m) 

D：フラクタル次元 

：粘性係数(Pa・s) 

フロック径は図 5-5 に示す，中央粒径とフロック径の関係（岡村ら，2012）から得られた線形

式を元に求めた．また，本章では図 5-4 の St.1 における中央粒径を代表の中央粒径として用いた． 

5-3-3 気象外力の設定 

 気象外力である気圧及び風向・風速は，気象庁の数値予報 GPV(Grid point Value)データを使用し

た．GPV データは時間解像度 1 時間，水平解像度 5km のデータで，これを計算格子に線形内挿し

た． 

5-3-4 河川の設定 

 本章では外力としてさらに河川流量及び懸濁物質負荷を設定した．図 5-6 に九州地方の一級河

川を示す．この内，有明海に流れ込む一級河川である，筑後川，矢部川，菊池川，嘉瀬川，六角

川，白川，緑川のみ考慮した（本明川については，現在諫早湾の堤防が閉じられているため考慮

しないものとした）．国土交通省の水文水質データベースを元に河口と流量観測所の流域面積比

から 1 時間毎に河口における流量を算出した．また，各河川について観測所における平常時及び

擾乱時の流量と SS の観測値から以下のような L-Q 式を作成し，河川からの流出土砂を SS として

河口から与えた． 

 
baQL   (5.11) 

ここで，L は流出負荷量（ここでは SS(mg/L)），Q は流量(m3/s)，a と b は定数である． 

 なお，流量及び SS は鉛直層の内最も水面に近い層から全て与えた．表 5-3 に各河川の流量観

測所，及び河口と流量観測所の流域面積比，図 5-6 に各河川についての L-Q 式のグラフを示す．

また，全ての河川において，水温は 20℃，塩分は 0psu の一定値として与えた． 

 

図 5-5 中央粒径とフロック径の関係（岡村ら(2012)より引用） 
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図 5-6 九州地方の 1級河川 

出典：国土交通省九州地方整備局 HP 

( https://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kasen/jiten/nihon_kawa/09_kyushu.html) 

表 5-3 各河川の河口と流量観測所の流域面積比 

河川名 流量観測所 河口の流域面積(m2) 流量観測所の流域面積(m2) 流域面積比 

筑後川 瀬ノ下 2,878.00 2,295.00 1.254 

嘉瀬川 池森 230.90 254.50 1.102 

六角川 妙見橋 333.50 95.00 3.511 

矢部川 船小屋 499.00 460.00 1.085 

菊池川 玉名 995.00 906.00 1.098 

白川 世継橋 480.00 477.00 1.006 

緑川 城南 1,100.00 681.00 1.615 
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図 5-7 各河川の L-Q グラフ 
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5-4 再現性の検証 

5-4-1 2008 年の観測値との比較 

A) 観測値の概要 

 中川ら(2010)によって行われた 2008 年 2 月 14 日~2 月 27 日の約二週間における定点観測から得

られた観測値と FVCOM で計算された計算値との比較を行った． 

 図 5-8 に観測地点位置を示す．観測地点は有明海湾奥西部の平均水深約 6m の地点である．測

定内容および使用計測機器を表 5-4 に示す．また，図 5-9 に佐賀気象台における観測期間の風速

と風向ベクトルを示す．風場の特徴としては，北西からの季節風が日中になると強くなる傾向が

見られ，2 月 23 日には風速 10m/s 以上となっている．ただし，観測地点に対しては陸風となるた

め，波浪運動に伴う振動流成分の影響は小さく，観測地点の海底面に直接影響を及ぼすほどの風

波の発達には至っていない． 

 

 

 

 

図 5-8 対象地点位置 

表 5-4 測定内容と使用計測機器（中川ら(2010）より作成） 

測定項目 使用機器 測定高さ 測定時間 

流速 

超音波式 3 次元流速計 底面上 0.2 m 60 分毎 

超音波式流速プロファイラー 底面上 0.03 m～1 m 60 分毎 

超音波式流速プロファイラー 底面上 0.9 m～水面下 0.4 m 程度 10 分毎 

濁度 メモリー式後方散乱型濁度計 0.2 m，0.5 m，1.0 m，水面下 1.0 m 60 分毎 

水温 

塩分 
メモリー式小型水温塩分計 0.2 m，0.5 m，1.0 m，水面下 1.0 m 1 分毎 

粒度 現地式粒度分布計 0.2 m 60 分毎 
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B) 計算条件 

  表 5-5 に主な計算条件を示す．鉛直方向層数は 10 層とした．計算時間間隔は外部モードを 1

秒，内部モードを 5 秒として，出力間隔は 1 時間毎とした．対象期間は観測期間の 14 日～27 日

のほか，モデルの潮位変動を再現するため 11 日～13 日を含む 17 日間とした． 

 

C) 計算結果 

 St.1 における潮位，底面上 20cm 及び水面下 1m での流速，SS の計算値および観測値の時系列

変化を図 5-10 に示す．潮位は湾奥に位置する対象地点において観測値とほぼ一致していたことか

ら，流況場の再現性は良好であるわかった．流速について，水面下 1m，底面上 0.2m ともに上げ

潮時及び下げ潮時のピーク値が多少過小に評価されるときもあるが，潮汐と気象外力により生じ

る流れを概ね再現できている．SS については，大潮期における濃度の増減が観測値に比べて若干

遅れる結果となったが，小潮期から大潮期にかけて濃度上昇のタイミングや概形はほぼ一致して

おり，ピーク値も概ね一致してることから再現性は良好であると言える． 

 

 

 

 

 

図 5-9 観測地点の風速，風向ベクトル（中川ら(2010)より引用） 

表 5-5 計算条件 

鉛直方向層数 10 

計算時間

間隔 

外部モード 1s 

内部モード 5s 

出力間隔 1h 

計算期間 

17 日間 

2008 年 2 月 11 日 0:00～ 

2008 年 2 月 28 日 0:00 
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5-4-2 2001 年の観測値との比較 

 図 5-11 に有明海における底質の分布を示す．有明海は場所によって底質の特性が大きく異なり，

1 地点のみの再現計算では不十分と考えられる．そのため，複数地点での再現計算を行い，異な

る箇所においても再現性が得られるか検証を行った． 

A) 観測値の概要 

 中川ら(2002)によって行われた 2001 年 10 月 16 日~11 月 12 日の約二週間における定点観測から

得られた観測値と FVCOM で計算された計算値との比較を行った． 

 図 5-12 に観測地点位置を示す．観測地点は有明海湾奥部 3 地点および南東部 1 点の計 4 地点で

ある．なお St.1 は先ほどの観測点と共通である．測定内容および使用計測機器を表 5-6 に示す． 

 

図 5-10 潮位（上段），流速（中段），SS（下段）の時系列 

 

 

図 5-11 有明海における底質の分布（再掲） 
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B) 計算条件 

 表 5-7 に主な計算条件を示す．2008 年の再現計算と同様，対象期間は観測期間の 14 日～27 日

のほか，モデルの潮位変動を再現するため 11 日～13 日を含む 17 日間とした． 

 

 

 

図 5-12 対象地点位置 

 

表 5-6 測定内容と使用計測機器（（中川ら，2002）より作成） 

測定項目 使用機器 測定高さ 測定時間 

流速 超音波式ドップラー流速計 底面上 0.2 m 30 分毎 

濁度 後方散乱光学式濁度計 0.2 m，0.5 m，水面下 1.0 m 10 分毎 

水温 

塩分 
― 0.2 m，0.5 m，水面下 1.0 m 10 分毎 

 

表 5-7 計算条件 

鉛直方向層数 10 

計算時間 
外部モード 1s 

内部モード 5s 

出力間隔 1h 

計算期間 

31 日間 

2001 年 10 月 13 日 0:00～ 

2001 年 11 月 13 日 0:00 
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 対象期間における気象外力（気圧および風向・風速）データに関しては得られなかったため与

えていない．図 5-13 に 2008 年の計算期間において気象外力を与えた場合と与えなかった場合の

SS の時系列の変化を示す．外力を与えない場合，大潮期における SS のピーク値が小さくなった

が，その変化は潮汐による変化に比べて小さいことを確認した．一方で，小潮期においてはこれ

ら気象外力による流れが底面付近の SS 変動に与える影響が大きいことを確認した．この差異があ

ることを前提に観測データと計算値の比較を行った． 

 

C) 計算結果 

 図 5-14 に St.1 における潮位および，St.1～St.4 における底面上約 20cm での SS の計算値および

観測値の時系列変化を示す．潮位は 2008 年の再現計算と同様，湾奥に位置する St.1 において観測

値とほぼ一致していたことから，潮汐の再現性は良好であることがわかった．SS の観測値の時系

列変化について，10 月 28 日の St.1～3 や 11 月 6 日の St.2～4 において突発的な SS の上昇が見ら

れるのは，波浪の影響によるものであると考えられる．しかし本モデルでは波浪による影響を考

慮していないため，これは再現されなかった.また，大潮期において 1 日の潮汐による SS の変動

幅は St.1，St.4 において観測値よりも小さく，St.2 の 11 月の大潮期においては観測値よりも大き

く評価される結果となった．以上のような違いが見られるものの，大潮・小潮の周期による SS

の時間変動の概形や大潮時におけるピーク値に関しては 4 地点とも再現性は良好であることがわ

かった． 

 

図 5-13 気象外力による SS の時系列の変化 
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 図 5-15～図 5-18 に各観測地点における，11 月 2 日 0 時～11 月 4 日 0 時（大潮期）の潮位，流

速，および SS の観測値および計算値の時系列変化を示す．潮位は湾奥の St.1～St.3 において観測

値と計算値はほぼ一致していたが，St.4 では干潮時には最大で 1m 程度計算値が小さくなった．流

速について，St.1，St.2，St.4 においてはほぼ一致していたが，St.3 において東西方向の位相や，

過大評価が見られた．SS について，水面下 1m の計算地はすべての地点において観測値よりも過

大評価される結果となった．一方底面付近の計算値は St.1，St.4 において，ピーク時は観測値と概

ね一致していたものの，それ以外のとき過大評価となった．St.2 において，計算値は全体的にか

なりの過大評価となった．St.3 において，ピーク時は観測値と概ね一致していたが，St.1 とは反対

にそれ以外のときは過小評価となった． 

  

 

図 5-14 潮位（最上段）と SS（2 段目以下）の時系列 
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図 5-16 St.2 における大潮時の潮位（上段），流速（中段），SS（下段）の時系列 

 

図 5-15 St.1 における大潮時の潮位（上段），流速（中段），SS（下段）の時系列 
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図 5-17 St.3 における大潮時の潮位（上段），流速（中段），SS（下段）の時系列 

 

 

図 5-18 St.4 における大潮時の潮位（上段），流速（中段），SS（下段）の時系列 
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 また，図 5-19 に各観測地点における塩分の時系列を示す．なお St.3，St.4 は計算値と観測値が

大幅に異なっていたため，別図に示す．全ての対象地点で塩分低下のタイミングは概ね一致して

いたが，その変動は観測値と大きく異なっていた．これは初期値として与えた塩分が計算領域に

おいて全て 30psu としていたため，海域によって塩分の値が大きく異なる有明海の塩分の分布を

再現できていなかったと考えられる．また，観測値では全ての地点において底面付近に近づくほ

ど塩分が上昇していたのに対して，計算値では水表面と底面付近でほぼ変化が見られなかった． 

 

 

 

図 5-19 各観測地点における塩分の時系列 
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5-5 有明海における底質の輸送動態 

 先述の 2 期間における再現性の検証により湾内の流況場及び，浮遊物質の時系列変化について

概ね妥当性が得られた．そこで，2008 年再現計算の対象期間内における有明海全体での底質の輸

送動態について考察した． 

 図 5-20 に小潮期に当たる 2 月 15 日 2 時および大潮期に当たる 2 月 24 日 2 時における湾内の底

面付近での SS の分布を示す．湾全域においても，小潮期には底質の巻き上げ量が小さく，底面付

近においても浮遊物質が少なかったのに対し，大潮期には，底質のマッピングで巻き上げが生じ

るように設定していた湾奥西岸域や南東部では，潮流による巻き上げにより SS の上昇が見られた． 

 

 

 一方，図 5-21 に 2 月 24 日 2 時におけるこれまでの地形変化量の分布を示す.底質の移動による

浸食域と堆積域が隣り合う形で明確に分かれていることが見て取れる．これは領域によって底質

の条件を設定しているため，底質が巻き上がる領域において大潮期になる度に浸食が進み，それ

と隣接した底質が巻き上がらない領域において，流動した浮遊物質が堆積し続けたためだと考え

られる． 

 

  

(a) 小潮期 (b) 大潮期 

図 5-20 小潮期(a)と大潮期(b)の SS の分布 
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5-6 おわりに 

 豪雨や台風などの擾乱による内湾や干潟の土砂動態把握のために，非構造格子海洋流動モデル

FVCOM を用いて有明海における底質輸送シミュレーションモデルを行った．湾内の流況やそれ

に伴う塩分変動，SS 変動についてモデルの再現性を検証するために，2008 年および 2001 年の複

数地点における実測データと比較を行った． 

 再現性の検証では，各対象地点の潮位や流速，SS，塩分の時間変動について比較を行った．潮

位や流速は観測値とほぼ一致していたことから実際の流況場を再現できていたと言える．また，

SS についても地点や期間によって，大潮期の一潮汐による変動幅が増減するといった問題はある

ものの，大潮・小潮の周期による濃度の変動や大潮期におけるピーク値を概ね再現できた．塩分

については初期値を空間的に一様としていたため，湾内の中でも海域によって大きく異なる塩分

分布を十分に再現できなかった．また，表層と底層で差が見られず，密度躍層は形成されていな

かったことから，鉛直方向にも分布を与える必要があると考えられる．さらに，今後はモデル内

の沈降速度への分布の付与に加え，本章で分布を与えていた浸食及び沈降に関する限界せん断応

力や浸食速度係数といった再懸濁特性を表すパラメータをより精度の高いものにすることで，底

質輸送モデルの更なる再現性の向上を図るとともに，河川からの土砂流入量・流入方法を検討す

ること，そして本章では考慮していなかった波の影響を考慮することによって非構造格子海洋流

動モデルを用いて，土砂の浸食・堆積量およびその分布をより定量的に把握することも可能であ

ると考えられる． 

 最後に，再現性が確認されたことから非構造格子海洋流動モデルが有明海における底質輸送の

検討に適用できることが示された． 

 

 

 

図 5-21 地形変動量の分布 
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第6章 関門航路のサンドウェーブに関する数値シミュレーション 

6-1 はじめに 

 前章の検討で有明海における底質輸送の検討に FVCOM が適用できることが示されたが，環境

の大きく異なる海域においても適用可能か検討する必要がある．そこで本章では関門航路を対象

に検討を行う． 

 関門航路は九州北端と本州西端の間に位置し，日本海の響灘と瀬戸内海の周防灘を結ぶ全長約

50km，航路幅 500~2200m，航路水深 12m の狭く細長い水路で，響灘海域と周防灘海域で生じる潮

位差により，潮流の速さと向きが 1 日 4 回約 6 時間ごとに変化するという複雑な流況特性を有し

ている．特に海峡内で最も狭い早鞆瀬戸（はやともせと）では 10 ノット（約 18.5km/h）にも達す

る潮流が発生し、海上交通の難所となっている．また，東アジア（主に韓国・中国），日本，北米

等の主要港湾間を結ぶコンテナ船や東アジア等と西日本経済圏を結ぶ貨物船の国際航路として，

日本の産業・経済を支えるだけでなく，国内の各港湾を結ぶ国内幹線航路としても重要な役割を

果たしている．現在，水深はほぼ 12m を確保しているが，関門水先受入基準として最大喫水 11.4m

とされているため，これ以上の喫水がある船舶は航行できない状況にある．このため国土交通省

関門航路事務所では，今後の船舶の大型化を見据え，平成 27 年度までに航路水深 13m となるよ

うに浚渫整備を進めており，最終的には 4 万重量トン級の貨物船までが安全に航行できるよう水

深 14m 化に向けて段階的に浚渫整備を進める計画が立てられている．浚渫による増深により，関

門航路における輸送貨物量の増加とそれに伴う大量輸送が可能となり，輸送コストの削減効果さ

らには海難事故の減少が期待されている．その一方，関門航路では埋没が顕著な箇所がいくつか

存在している．海峡内の田野浦地区や笠瀬地区では，強い潮流により何箇所かに砂が集まってく

るサンドウェーブ現象が起き，局所的浅所が発生している．今後，航路を効率的に維持管理，増

深していくことが求められている中，これらの現象は大きな支障になる可能性がある． 

 今後，航路を効率的に浚渫，維持，増深していくためには航路埋没のメカニズムを解明するこ

とが必要であり，それにあたり海底地形変化特性を把握することは極めて重要と言える．そこで

本章では，今後の関門航路の維持管理に資することを目的に，非構造格子海洋流動モデルを用い

て関門航路のサンドウェーブについて検討した． 

 

図 6-1 関門航路航空写真 
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 山城ら(2017)の検討から，関門航路におけるサンドウェーブによる水深変化は，潮位偏差の長期

変動すなわち平均水位の変動と明確な相関が認められ，平均水位の変動の大きさは空間的に異な

ることを示した．これらのことから潮位偏差の長期変動に伴う潮流の変化がサンドウェーブに影

響を与えていると推測された． 

 本章では，非構造格子海洋流動モデルをサンドウェーブの検討に適用するにあたり，平均水位

の変動の再現性の検証を行った．その後，関門航路における浅所の発達と潮位偏差の長期変動と

の関係を明らかにすることを目的に，第 5 章で用いた Sediment Module を使用して底質輸送シミ

ュレーションを実施した．最後に，潮位偏差の長期変動の影響を考慮したシミュレーションによ

るサンドウェーブの再現を目標に，現実に則した条件での数値シミュレーションを実施した．本

章は，サンドウェーブに関する検討に対して非構造格子海洋流動モデルの適用性を検討するもの

である． 

 図 6-2 に関門航路におけるサンドウェーブによる局所的浅所が発生している箇所を示す．  

図 6-2 サンドウェーブ発生箇所 

 

6-2 平均水位の変動の再現性の検証 

6-2-1 計算格子の作成 

 本章では，海峡全体を高解像度で表したものと，田野浦地区のみを高解像度で表したものの，

二つの計算格子を作成した．どちらも海岸線は国土交通省の国土数値情報データと NOAA 

(National Oceanic and Atmospheric Administration) の海岸線データを基に作成し，水深データは日本

水路協会の海底地形データに平均海面高さの補正を施したデータと日本海洋データセンター 

(JODC) の 500m メッシュ水深データを組み合わせ，サンドウェーブが発達する笠瀬，山底の鼻，

門司港，田野浦地区においては関門航路事務所による 10 数年の深浅測量データの平均値を使用し

山底の鼻地区 

笠瀬地区 

門司港地区 

田野浦地区 
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た．海峡全体を高解像度にした計算格子の格子幅は開境界で 6000m，航路内で最小 25m である．

一方田野浦地区のみを高解像度にした計算格子の格子幅は開境界で 3000m，航路内で最小 30m で

ある．それぞれの計算格子を図 6-3～5 に示す．なお以降はそれぞれの計算格子を「海峡全域細格

子」，「田野浦細格子」と呼ぶ． 

 

 

 

 

図 6-3 海峡全域細格子 

 

 

図 6-4 海峡全域細格子海峡内拡大図 
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図 6-5 田野浦細格子 

 

6-2-2 開境界における平均水位の変動の設定 

A) 航路内における平均水位の変動 

 

図 6-6 潮位偏差の長期変動の大きさの分布（山城ら(2017)より引用） 
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 山城ら(2017)は，潮位偏差の長期変動（平均水位の変動）の大きさが空間的に異なることを発見

し，関門航路内における観測地点での値を用いて空間分布図を作成した．図 6-6 図 6-に関門航路

内における潮位偏差の長期変動の大きさの空間分布を示す． 

関門航路内における観測地点は長府，青浜，門司，弟子待，田ノ首，大山の鼻，砂津，日明，

南風泊の 9 地点である．開境界において，NAO99.Jb で計算された値を天文潮位として用いた．潮

位偏差の影響を加えるため，今回は西側の境界条件には日明，南風泊の潮位偏差の値を平均した

ものを，東側の境界条件には長府，青浜の潮位偏差の値を平均したものを加えた．図 6-7 に 4 地

点における潮位偏差の長期変動を示す． 

 

図 6-7 4 地点における潮位偏差の長期変動 

 

B) 平均水位の変動の対象期間 

先ほどは，開境界に加える平均水位の変動の値を用いる地点を定めた．次に，いつの平均水位の

変動の値を用いるかを定める必要がある．設定する際には各地区における水深の測量データを参

考にした．本章においては測量データから田野浦のサンドウェーブは 2005 年 3 月頃から発生し始

めたと推測した．そこから約 2 年 9 か月間を対象とし，3 ヶ月ごとに平均水位の変動の平均値を

算定，設定し11ヶ月間の数値シミュレーションを実施した．図 6-8に対象期間の平均水位の変動，

図 6-9 に対象とした田野浦地区の水深変化図を示す． 

 

図 6-8 田野浦対象期間における平均水位の変動 
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図 6-9 田野浦地区水深分布図 

 

 期間は，2005 年 3 月から 2006 年 9 月とした．表 6-1 に基本的な計算条件を示す．この 15 日間

の計算を 2 回繰り返すことで 1 ヶ月間とした．また，底質については国土交通省関門航路事務所

による調査を参考に表 6-2 に示す各条件を設定した．本節の計算では一様の砂地盤として設定し

た．表 6-3 に各月に与えた平均水位の変動を示す．また，平均水位の変動を加えたことによる変

化を調べるため，平均水位の変動を加えない場合を CASE-00 として 11 ヶ月分の計算を行った．

また，表 6-3 の右列に東西で設定した平均水位の変動の差（西側－東側）を示す． 

 

表 6-1 計算条件 

30～3,000m

5

外部モード 0.05s

内部モード 0.5s

15日間×2

水平格子間隔

鉛直方向層数

計算時間

計算期間 2010年11月2日0時～

2010年11月16日23時

境界条件 NAO99.Jb
 

 

表 6-2 底質の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底質粘着性の有無 無 

中央粒径(mm) 1.34 

沈降速度(mm/s) 128.07 

表面侵食率(kg/(m2・s)) 0.0105 

侵食限界せん断応力(N/m2) 0.81 

間隙率 0.45 

乾燥密度(kg/m3) 1436.60 
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表 6-3 平均水位の変動の設定 

西側 東側
1 -1.127 -2.276 1.149

2 -1.784 -3.647 1.863

3 -3.178 -5.519 2.341

4 -2.490 -4.582 2.092

5 -1.202 -1.467 0.265

6 -0.769 -0.027 -0.742

7 -0.438 0.932 -1.370

8 1.323 2.24 -0.917

9 0.933 0.556 0.377

10 0.196 -0.556 0.752

11 1.395 -0.979 2.374

CASE-01

月
平均水位の変動(cm)

差(cm)

 

 

 また，本章ではこの期間とは別に 2004 年 6 月を始点する期間における検討も行った．2004 年 6

月は田野浦地区においてサンドウェーブの種のようなものが発生している時期であり，このとき

の地形を初期地形とした検討を行った．また現実に則した条件で検討を行うため，NAO99.Jb で計

算された一時間毎の天文潮位に一時間毎の平均水位の変動を加えたものを境界条件として設定し

た．詳細は 6-4-2 を参照． 

 

6-2-3 検証の結果 

 海峡全域細格子を用いれば高精度な計算が期待できるが，計算負荷が大きいという問題がある．

そのため，今回対象とした田野浦地区のみを詳細に表す田野浦細格子で同程度の結果が得られれ

ば計算負荷を低減できる．そこで，海峡全域細格子と田野浦細格子を用いて，CASE-01 の 1 ヶ月

目の条件で平均水位の変動の空間分布の再現性について検証した． 

 図 6-10 に海峡全域細格子および田野浦細格子により計算された平均水位の変動の空間分布を

示す．全体的に東側で負の偏差が大きく，西側に向かうにつれ偏差が小さくなっている． 

 図 6-6 は CASE-01 の 1 ヶ月目と同時期の 2005 年 3 月における平均水位の変動の観測値から作

成した空間分布である．図 6-6 と図 6-10 上図を比較すると空間分布の特徴は一致しており，概ね

平均水位の変動の分布を再現できているといえる．次に，海峡全域細格子と田野浦細格子の計算

結果を比較すると，東側の平均水位の変動はある程度一致しているが，西側は田野浦細格子の方

が負の値がやや大きいという結果となった． 
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図 6-10 平均水位の変動の空間分布の計算値（上：海峡全域細格子，下：田野浦細格子） 

 

図 6-11 水位変動の比較（上：長府，下：南風泊） 
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 図 6-11 に長府と南風泊における水位変動を示す．海峡全域細格子と田野浦細格子とで水位変動

はほぼ一致している．また他の地点でも同様の結果が得られた．これらの平均水位の変動および

水位変動の比較から，田野浦地区のみを高解像度で表した計算格子により水位変動を十分に再現

でき，かつ計算負荷を低減できると考え，本章では田野浦細格子を使用した． 

 

6-3 平均水位の変動の影響 

6-3-1 地形への影響 

A) 平均水位の変動の有無による影響 

 図 6-12 に初期水深，図 6-13 に田野浦地区における平均水位の変動を与えた場合と与えなかっ

た場合の水深変化およびその差を示す．水深差の図中赤丸で示す範囲は実際にサンドウェーブが

発達している範囲である．なお範囲は図 6-5 右下の図中赤枠で示す． 

 

図 6-12 初期水深 

 

 

図 6-13 水深分布（左：平均水位の変動あり 中：平均水位の変動なし 右：水深差） 
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図 6-13 水深分布（左：平均水位の変動あり 中：平均水位の変動なし 右：水深差）（続き） 
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 計算開始 1 ヶ月後は，地形変化に平均水位の変動の有無による大きな違いはないように見える．

しかし，右の水深差に着目すると水深変化に差が生じていることがわかる．平均水位の変動を与

えた場合において 2 ヶ月後に線状の浅所が生じ，3 ヶ月後にそれが発達し，その右側に新たな浅

所は発生していることがわかる．4 か月後にはこの浅所の発達した．5 ヶ月後には両方のケースに

おいて複数の線形の浅所が発生し，6 ヶ月後にはこれらが発達していることがわかる．そして 7

ヶ月後以降はこれらの線状の浅所が大きく発達していることがわかる．平均水位の変動の有無に

よる水深差に着目すると 7 ヶ月後までは赤丸で囲まれた範囲において平均水位の変動ありの方が

平均水位の変動なしよりも浅いことがわかるが，8 ヶ月後以降はそうではない．この原因は与え

た平均水位の変動が正に変わったことだと考えられる．また，平均水位の変動の有無による水深

差は最大で 10m となった．これらのことから平均水位の変動がサンドウェーブ発生個所の地形変

化に影響を及ぼしていると考えられる． 

B) 平均水位の変動の空間分布の違いによる土砂移動の変化 

 さらに，月ごとの地形変化に着目することで平均水位の変動と地形変化の関係をより詳細に考

察した．図 6-14 に 2 ヶ月目，4 ヶ月目，6 ヶ月目における 1 ヶ月間の水深変化を示す．（CASE-01_2

は 2 ヶ月目における地形変化を表す．）赤と青はそれぞれ堆積と浸食を示す．各ケース比べると

CASE-01_2 と CASE-01_6 は CASE-01_4 より堆積の範囲が広く，それぞれ浅所が発達しているこ

とがわかる．図中に東西の開境界で設定した平均水位の変動の差を示す（西側が高い場合が正）．

差の絶対値がある程度小さいと浅所が発達しやすく，平均水位の変動の差が大きいと浅所の発達

が抑えられるようである． 

 

 

 

図 6-14 1 ヶ月間の地形変化 
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6-3-2 流況への影響 

A) 田野浦地区への影響 

 図  6-15 に田野浦地区における 1 ヶ月目での平均水位の変動の有無による底層流速の差

(CASE-01-CASE-00)を示す．西流最強時，流速差はほとんどない．しかし，東流れ最強時では赤

丸で示す範囲で流速に差がある．この範囲はサンドウェーブが発達する場所と概ね一致している． 

 

 

図 6-15 平均水位の変動の有無による流速差の分布図（左：西流最強時 右：東流最強時） 

 

B) 海峡全体への影響 

 図 6-16 に各ケースの東流最強時における海峡内の底層流速分布を示す．海峡の東西の平均水位

の変動の差が小さいCASE-01_2の流速分布に着目すると，田野浦地区の西部（図中に矢印で示す）

で流速が大きく，海峡中央部の流速が比較的小さい．一方，東西の平均水位の変動の差が大きい

CASE-01_4 では田野浦地区の西部やさらに西側の海域で流速が小さく，海峡中央部の流速が大き

い．また，東西の水位が逆転したが差の小さい CASE-01_6 では，田野浦地区の西側の海域で流速

が大きい．これらのことから，平均水位変動の差が田野浦地区の西部やその西側の海域での流況

を変化させ，田野浦地区における土砂移動を変化させていると考えられる． 

 

図 6-16 各ケースの海峡内における東流最強時の底層流速分布  
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6-4 サンドウェーブの再現に関する検討 

 実際のサンドウェーブと先ほどの検討における計算結果の比較を図 6-17 に示す．このように実

際のサンドウェーブは航路にある角度をもって堆積しているのに対し，先ほどの計算結果は航路

に沿って浅所が発達している．さらにサンドウェーブは峰が移動するのに対し，先ほどの検討で

はそのような結果は得られなかった．そこで以降の検討ではサンドウェーブ地形の再現を目標に，

より現実に則した条件での数値シミュレーションを実施した． 

 

 

 

図 6-17 実際のサンドウェーブ（左）と計算結果（左）の比較 

 

6-4-1 底質の空間分布の設定 

 図 6-18 に関門航路の底質分布図を示す．国土交通省九州地方整備局関門航路事務所の WEB ペ

ージに関門航路について以下のように示されている． 

   

関門航路周辺における底質の分布は，響灘海域，関門海峡，周防灘海域の各区域に

おいてその特性が異なり，全体としては響灘海域から海峡部を経て周防灘側に 向かう

ほど粒径が小さくなる傾向となっている．その粒径の変化の度合いは，響灘と海峡部

の境に比べ，海峡部と周防灘の境で極端に細粒化している． 

以上 をまとめると次のようになる． 

 礫は主に海峡部に見られる．響灘，周防灘ともに海峡との境にしか分布していな

い．  

 砂はほとんどの調査点で見られ，特に響灘海域のほとんどが砂で占められていま

す．一方，周防灘海域では北部に分布している．  

 泥土(シルト，粘土)は周防灘海域でほとんどを占めている．また，響灘における

六連島（むつれじま）北側海域にも分布している． 
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図 6-18 関門航路の底質分布図 

出典：関門航路事務所 HP（http://www.pa.qsr.mlit.go.jp/kanmon/2kanmon/index2-2.html） 

 

 先ほどの検討ではこのような底質の空間分布を考慮していなかったためにサンドウェーブ地形

の再現ができなかったと考えられる．そこで，サンドウェーブ地形再現のため以降の検討では底

質に空間分布を与えた．また，与える潮位偏差や初期水深により，2 種類のケースで数値シミュ

レーションを行った．一つ目は底質に空間分布を与えた上で先ほどの検討と同様に潮位偏差を与

えたケース．二つ目はサンドウェーブが既に発生している状態を初期水深として一時間毎の天文

潮位に一時間毎の潮位偏差を与えたケース．これら二つのケースでシミュレーションを行いサン

ドウェーブ地形の再現を図った．図 6-19 に与えた底質の空間分布を示す．図中黒で示す範囲で底

質の巻き上がりを抑制した．具体的には，限界せん断応力を周辺に比べ 10 倍にし，それに伴い浸

食速度を低下させた． 
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図 6-19 底質の空間分布 

6-4-2 サンドウェーブ再現のための数値シミュレーション 

A) 計算条件 

 2004 年 6 月を始点する期間における数値シミュレーションを実施した．2004 年 6 月は図 6-16

に示すように田野浦地区においてサンドウェーブの種のようなものが発生している時期であり，

このときの地形を初期地形とした検討を行った．また現実に則した条件で検討を行うため，

NAO99.Jb で計算された一時間毎の天文潮位に一時間毎の平均水位の変動を加えたものを境界条

件として設定した． 

 

 

図 6-20 2004 年 6 月における水深分布（左：観測値 右：検討に用いた初期水深） 
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B) 計算結果 

 図 6-21(a)~(f)に田野浦地区における水深変化および各月における 1 ヶ月間の水深変化を示す．

右図中に赤丸で示す範囲は実際にサンドウェーブが発達している範囲である．なお範囲は図 6-5

右下の図中赤枠で示す．右図において，青と赤はそれぞれ浸食と堆積を意味する． 

 

 

 

図 6-21(a) 計算結果（左：水深分布 右：1 ヶ月間の地形変化） 
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図 6-21(b) 計算結果（左：水深分布 右：1 ヶ月間の地形変化） 
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図 6-21(c) 計算結果（左：水深分布 右：1 ヶ月間の地形変化） 
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図 6-21(d) 計算結果（左：水深分布 右：1 ヶ月間の地形変化） 
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図 6-21(e) 計算結果（左：水深分布 右：1 ヶ月間の地形変化） 
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図 6-21(f) 計算結果（左：水深分布 右：1 ヶ月間の地形変化） 
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 先ほどと同様，右の 1 ヶ月間の地形変化に着目すると，サンドウェーブが発達している範囲で，

1 ヶ月目から 4 ヶ月目において堆積している範囲と浸食している範囲が交互に分布し縦縞模様を

形成している．このような航路に対して角度を持った堆積は，サンドウェーブに特徴的である．

さらに 5 ヶ月目から 12 ヶ月目にかけてこの縞模様が左方向に移動しているのがわかる．このよう

な堆積分布の移動は実際のサンドウェーブの特徴であり，この特徴を概ね再現できたといえる．

つまり海峡中央部からの土砂供給を抑えかつリアルな水位変動や適切な初期水深を設定すること

でサンドウェーブに特徴的な峰の移動も再現できることがわかった． 

 ただし，13 ヶ月目以降，縦縞模様は徐々に見えなくなっている．長期的な計算を行うことで海

峡中央部から土砂が田野浦地区に流入してきたためではないかと考えられる． 

 

6-5 おわりに 

 本章では海洋流動モデル FVCOM を用いた底質輸送シミュレーションを実施した．まず，平均

水位の変動の再現性の検証を行った．次に，田野浦地区について開境界条件に様々な潮位偏差の

長期変動の値を与えることによって，地形変化や流況への影響を検討した．また田野浦地区にお

けるサンドウェーブ地形の再現に関する検討を行った． 

 作成した二つの計算格子を用いて，平均水位の変動の大きさの再現性の検証を行った．海全域

細格子では観測値を概ね再現できた．一方田野浦細格子では平均水位の変動の大きさの分布の特

徴を大まかに再現するに留まったが，各地点の水位変動を再現できていることや計算負荷の観点

から以降の検討で田野浦細格子を用いることとした． 

 平均水位の変動の値を与えて 11 ヶ月間計算し，流況や地形変化にどのような影響が生じるか検

討を行った．その結果，与えた平均水位の変動が 1cm 程度の小さなものであるにも関わらず，海

峡全体において流況の違いがみられた．また，それに応じて地形変化にも変化が生じることがわ

かった．また，平均水位の変動を加えない計算との比較を行った．その結果，11 ヶ月間の計算に

おいて，負の値を加えた場合の方がより浅所が発達しやすいことがわかった．田野浦地区での計

算において平均水位の変動の空間分布の違いにおける影響についても検討を行った結果，東西の

平均水位の変動の差が大きい場合と小さい場合で流況，地形変化に影響が生じることがわかった． 

 以上より，平均水位の変動は流況，地形変化に大きく影響を及ぼしており，また東側と西側で

の大小関係によって流況や地形変化が大きく異なることがわかった． 

 サンドウェーブ地形の再現を目標に，現実に則した条件での数値シミュレーションを実施した．

サンドウェーブが発生している時点の地形を初期水深とし，リアルな水位変動を考慮することで

航路に対して角度を持った堆積を再現することができ，さらにサンドウェーブの移動も再現でき

た． 

 これらの結果から航路埋没の検討においても，非構造格子海洋流動モデルが適用可能であるこ

とが示された． 
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第7章 波・流れ相互作用カップリングモデルの開発 

7-1 はじめに 

 海洋表層の流れは様々な力によって駆動されている．浅海域において流れと波浪が共存するた

めに生じるラディエーション応力は海浜流を生じる．その流れにより，汀線付近での水位上昇（ウ

ェーブセットアップ）や砕波点付近での水位降下（ウェーブセットダウン）といった平均水位の

変化をもたらす．一方，波浪場も流れ場に依存しており，水位や流れによって波高は変化する．

このように波と流れの状態は互いに影響を及ぼし合っており，これらの相互作用は沿岸域で最も

活発となる．しかし，前章までの検討ではいずれも波の影響は考慮されておらず，第 5 章ではそ

れが顕著に表れていた．また，第 4 章における計算値と目撃情報との誤差も波の影響を考慮する

ことで解決できる可能性が考えられる．さらに，第 3 章で指摘したように，より強大な台風が来

襲する確率が増大しており，沿岸防災や高潮，波浪推算の重要性が高まっている． 

 高精度な高潮，波浪推算を行うためには，高潮の発達しやすい湾内等の複雑な沿岸地形を詳細

に再現できる非構造格子モデルによるシミュレーションが好ましい．また，先述のように湾内等

の沿岸域では波と流れの相互作用が強く働くため，これらの影響を考慮できる波と流れの双方向

結合モデルによるシミュレーションも必要となってくる．そのため，より高精度な高潮，波浪推

算を行うには非構造格子を採用した双方向結合モデルによる推算が望ましい． 

 波と流れの相互作用を考慮できる非構造格子シミュレーションモデルには，海洋流動モデルで

ある FVCOM に，第 3 世代沿岸波浪推算モデルである SWAN を基にした，波の計算を可能とする

モジュールを組み込んだ FVCOM-SWAVE がある．しかし後述する検討によって計算の不安定性

や有義波高の過大評価など深刻な問題があることが明らかになった．そこで本章では，流動モデ

ルおよび波浪モデルそれぞれ計算された計算値を逐次互いに受け渡しながら計算を進める波と流

れの相互作用を考慮可能なカップリングモデルを開発した．流れと波の計算にはそれぞれ非構造

格子海洋流動モデルであるFVCOMとSWAN (Simulating Waves Nearshore, Booji et al.,1999) を用い

た．SWAN とは Deleft 工科大学の Booji et al. (1999)により開発された第 3 世代波浪推算モデルで

ある．SWAN の基本方程式はスペクトルアクションバランス方程式であり，直交座標だけでなく

必要に応じて球面座標も利用可能である． 

 また，波と流れで異なる計算格子，計算時間間隔を設定可能にすることで，波の計算負荷を低

減し，計算効率の向上を図った．開発したカップリングモデルでの計算結果を既往研究や観測値，

FVCOM や SWAN による計算結果と比較検討することで，モデルの検証を行った．なお本章では，

第一段階として流れから波への 1-way カップリングモデルを開発したのち，波・流れ相互作用カ

ップリングモデルの開発を行った．これらの検討は非構造格子海洋流動モデルを用いた波・流れ

相互作用カップリングモデルの構築が可能であることを示すものである． 

 

7-2 FVCOM-SWAVE モデルの問題点 

 ここでは FVCM-SWAVE モデルの問題点を明らかにするため，二つの検討を行った．まず，矩

形の単純地形上に外力として風を与えた時の風波を，有義波推算法である SMB 法から推算した値

と比較を行った．図 7-1 に計算領域を示す．計算領域は x，y 軸方向ともに 10km であり，格子幅
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は 1km である．水深は 1000m とした．海面境界に一様で定常な風（風速 10～40m/s，風向は y 軸

方向）を与えた．気圧は領域全体で一定とし，1013hPa とした．表 7-1 に主な設定条件を示す． 

 

図 7-1 計算領域（矩形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 7-2 に図 7-1 中の赤点(x=5km, y=9km)における有義波高の時系列変化を示す．実線は SWAVE

による各風速の有義波高の時間変化を，点線は SMB 法から算出した有義波高である．風速 10m/s

では，有義波高は計算開始 1 時間で約 0.6m となり計算期間を通じて安定した計算ができている．

また有義波高は SMB 法とほぼ一致した．風速 20m/s においても同様に安定した計算ができている

が，有義波高は SMB 法をわずかに上回った．風速 30m/s では計算開始後 6 時間目以降有義波高が

安定しておらず，SMB 法と比べると約 1.5～2 倍過大評価された．風速 40m/s においては，有義波

高は計算開始直後から安定しておらず，SMB 法と比べ約 2 倍大きい値を示した． 

 

 

 

 

 

 

 

1000m

10km

一様風
10～40m/s

10km

計算条件 矩形

ノード数 121

メッシュ数 200

水平格子点間隔 1000m

鉛直方向層 1層

水深 1000m

計算時間間隔（波） 20秒

計算時間間隔（流れ） 0.01秒

計算期間 24時間

表 7-1 主な計算条件（矩形） 
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 次に，実地形に台風来襲時の外力条件を与え，NOWPHAS の観測データとの比較を行った．計

算領域とその水深分布を図 7-3 に示す．対象領域は九州西部海域とした．NOWPHAS の観測地点

がある熊本，伊王島付近（図 7-3 中赤枠）では計算格子を細かくしており，格子幅は最小で約 1km，

開境界部で最大約 20km とした． 
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図 7-2 有義波高の時系列変化（矩形） 

図 7-3 計算領域（実地形） 
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気象外力は 2012 年 16 号台風とし，風と気圧は台風モデル（時間解像度 1 時間，水平解像度 5km）

を用いた．本台風の最大風速は 110knots，最低気圧は 900hpa である．計算期間は 2012 年 16 号台

風の来襲時（2012 年 9 月 16 日 15 時～17 日 15 時）とした．表 7-2 に主な設定条件を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 7-4に FVCOM-SWAVEの計算結果およびNOWPHASの観測値の有義波高の時系列変化を示

す．熊本では全体的に観測値に比べ計算値が大きいが，差はあまりなく，ピーク値はほぼ一致し

ている．伊王島でも同様に，全体的に計算値の方が大きい傾向がある．特に，9 月 17 日 6 時以降

で計算値と観測値に大きな差が生じている．ピーク時にはその差は 2m 程度となり，とても高精

度な計算とは言えない． 

 以上の結果から SWAVE モジュールには有義波高過大評価や計算の不安定性などの問題点があ

り，計算精度が不十分であることがわかった．また，Sun et al. (2018)からも FVCOM-SWAVE によ

る有義波高の過大評価について報告されている． 

 この他に非構造格子による波と流れのカップリング計算を行った事例として，Chen et al. (2018)

による FVCOMとSWANをMCT (Model Coupling Toolkit)を介して結合したモデルによるシミュレ

ーションがある．また，Ji et al.(2018)は，MCT によるカップリングモデルを用いて最大ウェーブ

セットアップの実験式の提案を行っている． 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 5 10 15 20 25

伊王島SWAVE

熊本SWAVE
伊王島観測値

熊本観測値

有
義
波
高

(m
)

計算時間(h)

計算条件 実地形

ノード数 4427

メッシュ数 8157

水平格子点間隔 1～20km

鉛直方向層 1層

水深 実水深

計算時間間隔（波） 5秒

計算時間間隔（流れ） 0.01秒

計算期間 24時間

表 7-2 主な計算条件（実地形） 

図 7-4 有義波高の時系列変化（実地形） 
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7-3 カップリングモデル 

7-3-1 モデルのカップリング手法 

 本章で構築したカップリングモデルはいずれもFVCOMを基にした流れモジュールと SWANを

基にした波モジュールからなる．流れモジュールから波モジュールへは流速，水位を受け渡し，

波モジュールから流れモジュールへはラディエーション応力(Sxx,Sxy,Syy)から計算される Fx,Fy を，

それぞれのモジュールで設定した計算時間間隔毎に受け渡すことで，相互作用計算を可能とした．

ただし，流れから波 1-way カップリングモデルモデル（以下 1-way モデル）では Fx,Fyの受け渡し

はしない． 

単位海面あたりの波による力 Fx,Fy（ラディエーション応力の勾配）は次の式で示される． 

y

S

x

S
F

xyxx

x








 ，

y

S

x

S
F

yyyx

y








  (7.1) 

ここで，S は次の式によって導かれるラディエーション応力である． 

 dEdnngS xx  









2

1
cos 2

 

 dEdngSS yxxy  cossin  

 dEdnngS yy  









2

1
sin 2

 

(7.2) 

ここで，は海水密度，g は重力加速度，n は位相速度に対する群速度，E はエネルギー密度スペ

クトル，，はそれぞれ周波数と波伝搬方向である．開発したモデルの模式図を図 7-5 に示す．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本章で開発した波・流れ相互作用カップリングモデル（以下相互作用モデル）では，それぞれ

のモジュールで計算される変数の受け渡しを制御するための 4 つのオプションを用意した．ただ

し，1-way モデルでは 1)，2)のみ実装した． 

1) 両モジュール間で変数の受け渡しを行わない独立計算． 

2) 流れモジュールから波モジュールへ流速，水位を受け渡す流れ受け渡し計算． 

3) 波モジュールから流れモジュールへ Fx,Fyを受け渡す波受け渡し計算． 

4) 両モジュール間で流速，水位及び Fx,Fyの受け渡しを行う相互作用計算． 

SWAN 

波モジュール 

FVCOM 

流れモジュール 

流速、水位 

Fx ，Fy  

風、気圧 

図 7-5 カップリングの模式図 
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以上の 4 つのオプションを使用し，それぞれのオプション間の計算値を比較することで，波や流

れが及ぼす影響を調べることを可能とした．また，本モデルは各モジュールで異なる計算時間間

隔を設定可能である．ただし，それぞれのモジュールの計算時間間隔は互いに整数倍でなければ

ならない．なお，本モデルは単層計算のみに対応している． 

7-3-2 計算値の補間方法 

 計算効率の向上のため，各モジュールで異なる計算格子を用いることを可能とした．図 7-7 に

異なる計算格子を使用する際の一例を示す．流れ場は時間変化率や空間変化率が大きいため流れ

モジュールには細かな計算格子が必要であるが，波場はそれらが小さいため流れの計算ほど細か

い計算格子を必要しない場合が多い．流れと波の変数を受け渡す際，各モジュールで異なる計算

格子を用いるとそれぞれの格子点座標が一致しないため，異なる計算格子を利用する際の変数の

補間方法を次のように定めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 補間先の格子点（図 7-8 の点 D）が補間元の計算格子の内部にある場合，その計算格子を構

成する 3 つの格子点（図 7-8 の点 A,B,C）の値から逆距離加重法を用いて内挿補間する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

D

A

CB

流れモジュール
(FVCOM)

波モジュール
(SWAN)

D

A

CB

図 7-8 計算値の補間方法（内部） 

図 7-7 各モジュールの計算格子例（左：流れモジュール 右：波モジュール） 

図 7-9 計算値の補間方法（辺上） 
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2) 補間先の格子点（図 7-9 の点 D）が補間元の格子点間の線上にある場合，その両端の 2 つの

格子点（図 7-9 の点 A,B）の値から逆距離加重法を用いて内挿補間する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 補間先のメッシュのノード点（図 7-10 の点 D）が補間元の格子点上（図 7-10 の点 A）にあ

る場合，そのノードの値をそのまま使用する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 補間先の格子点（図 7-11 の点 D）がどの計算格子にも含まれない場合，最も近距離にある格

子点を含む計算格子を構成する 3 つの格子点（図 7-11 の点 A,B,C）の値から逆距離加重法を

用いて外挿補間する． 

逆距離荷重法の計算式を示す． 

 
 

 






n

j

j

n

i

ii

sw

sw

s

0

0



  (7.3) 

 
 i

i
ssd

sw
,

1
  (7.4) 

 ここで，(s)：補間先の点 s の変数，n：補間元のノード数，i：補間元の点 siの変数，d(s,si)：

点 s と点 si間の距離，wi(s)：点 s における点 siの重みである．  

補間先（点 D）と補間元のメッシュ（点 A,B,C）の位置関係の判定には点 D と点 A,B,C それぞ

れが成す外積ベクトルを用いた．3 つの外積式 DA×DB，DB×DC，DC×DA をそれぞれ EQ1，

EQ2，EQ3 とすると，場合分けは以下の通りとなる． 

1) すべての外積の向きが一致するとき，すなわち，EQ1>0，EQ2>0，EQ3>0 または EQ1<0，EQ2<0，

A

D

CB

D

A

CB

図 7-10 計算値の補間方法（点上） 

図 7-11 計算値の補間方法（外部） 
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EQ3<0 であれば，点 D は△ABC の内部に位置する． 

2) 外積式の内 1 つが 0 となるとき，点 D は△ABC の辺上に位置する．EQ1=0，EQ2≠0，EQ3≠

0 であれば辺 AB 上に，EQ1≠0，EQ2=0，EQ3≠0 であれば辺 BC 上に，EQ1≠0，EQ2≠0，

EQ3=0 であれば辺 AB 上に位置する． 

3) 外積式の内 2 つが 0 となるとき，点 D は△ABC の頂点に位置する．EQ3=EQ1=0 であれば点

A 上，EQ1=EQ2=0 であれば点 B 上，EQ2=EQ3=0 であれば点 C 上に位置する． 

4) 3 つの外積の向きが不一致のとき，点 D は△ABC の外部に位置する． 

 

 

 SWAN から FVCOM に受け渡される Fx,Fyは，SWAN では各ノードで定義されているものの，

FVCOM では各エレメントで定義する必要がある．そのため，上記の方法で SWAN のノードから

FVCOM のノードに値を補間した後，エレメントを構成する 3 つのノードの平均値を用いて

FVCOM のエレメント上の Fx,Fyを定めた． 

 

7-4 流れから波への 1-way カップリングモデルの開発 

7-4-1 単純地形での検証 

A) 計算領域および計算条件 

 まず，矩形の単純地形を用いて開発した 1-way モデルの動作を確認した．用いた計算格子を図 

7-13 に示す．計算格子は 2km 四方で格子サイズは約 200m，水深は 3m で一様である．主な計算条

件を表 7-3 に示す．海面境界に一様で定常な風（y 軸方向に風速 20m/s）を与えた．図中の赤点で

の有義波高を計算した． 

△ABC内部
(境界含む)

△ABC外部
(境界含まない)

△ABC内部
(境界含まない)
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EQ2≠0かつEQ3=0

EQ1≠0かつ
EQ2=0かつEQ3≠0

EQ1=0かつ
EQ2≠0かつEQ3≠0

EQ1,EQ2,EQ3が
同符号か

no

EQ1,EQ2,EQ3に
０となるものがある
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△ABC境界上

yes

no

D

A
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D

C

点上

EQ2=EQ3=0

EQ1＝EQ2=0

EQ3=EQ1=0

点Dの位置判定

点A

点B

点C

辺AB

辺BC

辺CD

図 7-12 点と格子の位置関係の判定 
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計算条件 流れモジュール 波モジュール 

ノード数 121 129 

メッシュ数 200 216 

水平格子点間隔 200m 約200m 

鉛直層数 1 1 

水深 3m 3m 

計算時間間隔 0.5秒 10秒 

計算期間 24時間 24時間 

 

B) 計算結果 

 図 7-14 に図 7-13 の中の赤点における 1-way モデル，SWAN から計算された有義波高の時系列

および Bretschneider 法(Bretschneider, 1954)から推定される波が十分に発達した時の値を示す． 

 

 流れモジュール用格子 波モジュール用格子

一様風
（20 m/s）

一様風
（20 m/s）

x

y

200 m 2 km

2 km

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 20 40 60 80 100 120

SWAN
カップリング

Bretschneider法

有
義
波
高

(m
)

計算時間(min)

図 7-13 単純地形の計算格子（左：流れモジュール 右：波モジュール） 

表 7-3 単純地形での計算条件 

図 7-14 1-way モデルでの有義波高の時系列（単純地形） 
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 計算開始から 50 分までは 1-way モデルと SWAN で結果はほぼ一致している．しかし 60 分以降

では両者に僅かながら差が生じる．これは波が流れの影響を受けて生じた差であると考えられる．

また．Bretschneider 法で推定した有義波高と比較してもさほど大きな差はなく，単純地形におい

て 1-way モデルが流れから波への影響を適切に計算できていることを確認した．なお本計算にお

いて鉛直層は単層であるため，波浪推算に用いられる流速は鉛直方向に平均された流速である．

本計算では y 軸方向の風によって同じ向きに 0.5m/s 程度の一様な流れが発生し，この流れによっ

て有義波高が変化したと考えられる． 

7-4-2 九州西部海域への適用 

A) 計算領域および計算条件 

 次に，本研究で開発した 1-way モデルを用いて九州西部海域における台風来襲時の波浪推算を

行った．主な計算条件を表 7-4 に示す．計算領域は図 7-3 と共通である．図 7-15 に流れモジュ

ールおよび波モジュールで用いた計算格子を示す．また，対象とした 2012 年 16 号台風の経路を

図 7-16 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流れの計算格子は 7-2 で紹介した検討で用いたものと共通であるが，上図のように波の計算格

子を流れの計算格子より 2 倍程度大きくすることで計算負荷の低減を図った．気象外力も 7-2 の

検討と同じデータを用いた．計算期間も同様に 2012 年 16 号台風の来襲時（2012 年 9 月 16 日 15

時～17 日 15 時）とした．また，比較のため SWAN 単体での計算も実施した． 

 

計算条件 流れモジュール 波モジュール 

ノード数 4427 1607 

メッシュ数 8157 2871 

水平格子点間隔 1-20km 2-40km 

鉛直層数 1 1 

計算時間間隔 0.1秒 5秒 

計算期間 25時間 25時間 

水深(m)

20km

1km 2km

40km

流れの計算格子 波の計算格子

表 7-4 実地形での計算条件 

図 7-15 計算格子（左：流れモジュール 右：波モジュール） 



131 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-16 2012 年 16 号台風の経路（デジタル台風 HP より） 

B) 有義波高の時系列変化 

 図 7-17 の赤線に 1-way モデルで計算された伊王島および熊本での有義波高の時系列を示す． 

 伊王島において，計算開始から 9 時間後までは観測値を最大 80cm ほど過大評価しており，10~15

時間では最大 1m 程度過大評価している．しかし，SWAVE オプションを用いた計算結果と比べる

と最大値は観測結果と一致しており大幅な改善が見られた．また熊本において，SWAVE では計

算開始から有義波高が 0.5m 程度となっているのに対して，1-way モデルでは，台風が接近するま

で小さな値を保っており，最大値および時間変化をよく再現できている． 

 

 

 

両地点において，SWAVE に比べて有義波高が大きくなくタイミングやピーク時刻は観測値と異

なっている．これは，与えた気象外力の精度の問題や，1-way モデルでは波から流れへの変数の

受け渡しはなく相互作用を考慮していないことが原因と考えられる． 

 また，SWAVE オプションを用いた計算と比較して，計算時間は 1/10 以下となり計算負荷を大

幅に低減できた．なお，計算負荷の低減率は波モジュールに使用する計算格子の解像度およびそ

れに伴って設定される計算時間間隔によって異なる． 
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)

計算時間(h)

図 7-17 1-way モデルでの有義波高の時系列（実地形） 
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C) 最大波高時の有義波高の分布 

 伊王島で有義波高の最大値が観測された時刻（計算開始 17 時間後）での有義波高分布を図 7-18

に示す．この時刻の台風の中心位置は五島列島の北西沖（図中の白丸）である．台風中心の南東

部と五島列島で波高が高くなっている． 

 

 

 

 次に SWAN 単体との有義波高の差（1-way モデル―SWAN 単体）および計算開始 17 時間後の

水位分布をそれぞれ図 7-19 および図 7-20 に示す．なお図 7-19 において，赤は 1-way モデルが

高く，青は SWAN の方が高いことを示す． 
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図 7-18 計算開始 17 時間後の有義波高の分布（左：1-way モデル 右：SWAN） 

図 7-19 計算開始 17 時間後の有義波高の差 
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 五島列島周辺や天草周辺といった海域で有義波高に大きな差が生じていることがわかる．これ

らの海域は波と流れの相互作用が活発な沿岸域や台風の影響で水位が変化している海域であり，

1-way モデルにおいて波への水位の影響を考慮した結果，このような差が生じたと考えられる． 

 有明海や八代海に着目すると，湾の全域にわたって有義波高が増大している．これも主に波の

計算に吹き寄せ効果によって上昇した水位を引き渡したことによって，水深が深くなり波高が増

大したと考えられる．この結果は流れや水位を考慮せずに波の計算を行った場合，生じる波高を

過小評価してしまう危険性があることを示唆している． 

 

7-5 相互作用カップリングモデルの開発 

7-5-1 単純地形での検証 

 波は沿岸域に進行すると水深変化の影響を受け，波長は短くなり波高は増大する．そして形を

保てなくなった波は砕波する．砕波点より沖側では波の進行に伴い波高は増加し波によって生じ

る力 Fx，Fyも大きくなるため，岸方向に平均水位は減少していく（ウェーブセットダウン）．一

方，砕波点より岸側では波の進行に伴い波高が減少し Fx，Fyも減少するため，岸方向に平均水位

は増加する（ウェーブセットアップ）． したがって，Fx，Fyが平均水位に変化を与えることから，

波から流れへの影響を考慮する計算（波受け渡し計算）および波と流れの相互作用を考慮した計

算（相互作用計算）の検証では，ウェーブセットダウンおよびウェーブセットアップなどが起き

るような勾配地形で計算を行った．単純地形開境界からスペクトル波を与え，水位の変化を確認

した．Ting(2001)の実験の結果と比較することで，本研究で開発した相互作用モデルの妥当性の検

証を行った． 
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図 7-20 計算開始 17 時間後の水位分布 
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A) 計算領域および計算条件 

 波受け渡し計算および相互作用計算において共通で用いた計算格子を図 7-21 に示す．計算領域

は x 軸方向に 60m，y 軸方向に 65m であり，格子サイズは x 軸方向に 2m，y 軸方向に 1m である．

最大水深は 0.46m で勾配は y 軸方向 14m の地点から 1:35 とした．なお，用いた計算格子は流れモ

ジュールと波モジュールで共通である．主な計算条件を表 7-4 に示す．開境界(y=0m)から y 軸方

向に有義波高 0.152m，ピーク周期 2.00 秒のスペクトル波を与えた．気圧は領域全体で一定とし，

1013hPa とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65 m

0.46 m

x

y

60 m

水深(m)

計算条件 流れ 波

ノード数 2046

メッシュ数 3900

水平格子点間隔
x方向 2m

y方向 1m

鉛直方向層数 1層

水深
最大0.46m

(勾配1:35)

計算時間間隔 0.01秒 5秒

図 7-21 計算領域 

表 7-4 計算条件 
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B) 計算結果 

 波受け渡し計算および相互作用計算で計算された x 軸中央部(x=30m)における有義波高の y 軸方

向の変化を図 7-22 に示す． 

 

 

 

 まず，y=0 m 付近では，波受け渡し計算および相互作用計算いずれの場合も入力した値を示し

ている．そして水深が浅くなるにつれ小さくなっている．これら結果を実験値と比べてみると，

よく似た挙動を示していることからいずれの場合も波の計算が適切に行われていることがわかる．

また，波受け渡し計算と相互作用計算の結果を比較するとほとんど差がないものの汀線付近でわ

ずかに差が生じており，相互作用を考慮した結果であると考えられる． 

 次に，波受け渡し計算および相互作用計算で計算された x 軸中央部(x=30m)における水位の y 軸

方向の変化を図 7-23 に示す． 
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図 7-22 x 軸中央部(x=30m)における有義波高の y 軸方向の変化 

図 7-23 x 軸中央部(x=30m)における水位の y 軸方向の変化 
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 砕波点（y=20m 付近）より沖側では，一度上昇した水位がわずかに降下しておりウェーブセッ

トダウンを再現できている．また，砕波点より岸側では水位が上昇しておりウェーブセットアッ

プを確認できた．また，値も実験値と近い値を示しており，波受け渡し計算および相互作用計算

が適切に行われていることがわかった．波受け渡し計算および相互作用計算の結果を比較すると，

相互作用計算の方の水位が全体的に低く，ウェーブセットダウンによる水位の降下幅もわずかな

がら大きい．これも相互作用を考慮したために生じた差であると考えられる． 

7-5-2 相互作用モデルと FVCOM および SWAN の比較 

A) 計算領域および計算条件 

 計算領域を図 7-24 に示す．計算領域は x 軸方向に 30km，y 軸方向に 14km であり，格子サイズ

は x 軸，y 軸方向ともに 100m である．最大水深は 11 m で勾配は y 軸方向 0m の地点から 1 : 1000

とした．なお，流れモジュールと波モジュールで同様の計算格子を使用した． 

 

 

 開境界(y=0)に y 軸方向から反時計回りに 10 度の方向に有義波高 3m，有義波周期 8 秒のスペク

トル波と，振幅 2m，周期 12 時間の潮汐を入力した．計算時間間隔は，流れの計算は 0.25 秒，波

の計算は 2 分である．主な計算条件を表 7-5 に示す．なお，FVCOM の計算は相互作用計算にお

ける流れの計算に準拠し，波の計算においても同様に相互作用計算における波の計算に準拠した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

y

14 km

30 km 11 m

10°
x

水深(m)

計算条件 流れ 波

ノード数 42441

メッシュ数 84000

水平格子点間隔 100m

鉛直方向層数 1層

水深
最大11m

(勾配1:1000)

計算時間間隔 0.25秒 2分

図 7-24 計算領域 

表 7-5 計算条件 
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B) 結果 

 まず，計算領域中央部(x=15km, y=8km)における有義波高の時系列変化を図 7-25 に示す．青線

が SWAN による計算，赤線が相互作用モデルによる計算結果である．SWAN では流れを考慮して

いないため時間的変化は見られなかったが，相互作用モデルによる計算では潮汐による水位変化

の影響を受けて有義波高も時間的に変動している． 

 

 

 

 次に，x 軸方向中央(x=15 km)における有義波高の y 軸方向への変化を図 7-26 に示す．SWAN で

の砕波点は y=4 m 付近であるが，相互作用計算では潮汐変動による水深の変化により，干潮時は

y=2 m 付近，満潮時は y=6 m 付近で砕波するなど砕波点の移動が見られた． 
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図 7-25 有義波高の時系列変化 

図 7-26 有義波高の空間変化 
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 次に，計算領域中央部(x=15km, y=8km)における水位の時系列変化図 7-27 に示す．両者の水位

にほとんど差はないが，相互作用計算による水位の方が常時わずかに高い水位を示しており，そ

の差は干潮時に大きいことがわかる．この理由は，干潮時は砕波点が沖側に移動し波高の分だけ

水位が上昇するためだと考えられる． 

 

 

 最後に，x 軸方向中央(x=15km)における有義波高の y 軸方向への変化を図 7-28 に示す．満潮時，

干潮時どちらも砕波点より沖側において相互作用計算と FVCOM での水位に大きな差は見られな

かったが，砕波点より岸側では水位の上昇の仕方に違いが現れた．具体的には相互作用計算の方

がより上昇量が大きくなった．この理由は，砕波による平均水位の上昇（ウェーブセットアップ）

を考慮できているからだと考えられる．また干潮時に差が顕著であり FVCOM との差は最大 0.15m

となった． 
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図 7-27 水位の時系列変化 

図 7-28 水位の空間変化 
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7-5-3 計算精度と計算効率の関係 

 相互作用計算において，流れモジュールと波モジュールで異なる計算格子を用いた場合に，格

子の違いが計算精度や計算時間に与える影響を評価した． 

 

 

 計算領域を図 7-29 に示す．計算領域は x 軸方向に 60m，y 軸方向に 65m である．最大水深は

0.7m で勾配は y 軸方向 15m の地点から 1 : 40 とした．計算効率と計算精度の関係を検討するため

3 つのケースを用意した．流れモジュールはすべての計算ケースで同じ計算格子を使用し，波モ

ジュールにはそれぞれ異なる解像度の計算格子を用いた(図 7-30）．表 7-6 に各ケースで用いた

計算格子の詳細を示す．外力として開境界(y=0m)から y 軸方向に有義波高 0.194m，ピーク周期 1.58

秒のスペクトル波を与えた．気圧は領域全体で一定とし，1013hPa とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-30 計算格子 

図 7-29 計算領域 
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 x 軸方向中央(x=30m)における水位の y 軸方向への変化を図 7-31 に示す．最も詳細な計算格子を

用いている Case1 とそれより 2 倍程度粗い計算格子を用いた Case2 を比較してみると，水位の空

間分布に大きな差は見られない．ところが，Case1 より 8 倍程度粗い格子の Case3 では，Case1 と

比較して，砕波点付近での水位の低下幅や汀線付近での水位上昇幅が小さくなっている．これは

波の計算において粗い計算格子を用いたことによって精度よく計算できていないためであると考

えられる． 

-0.002

0

0.002

0.004

0.006

0.008

0.01

0 10 20 30 40

Case1
Case2
Case3

水
位

(m
)

y(m)

計算ケース 流れモジュール 波モジュール

Case1 流れモジュール同様

Case2
ノード数　751

メッシュ数　1400
格子間隔　2.5 m程度

Case3
ノード数　301
メッシュ数　538
格子間隔　4 m程度

ノード数
2046

メッシュ数
3900

格子間隔
x軸方向 2 m
y軸方向 1 m

表 7-6 計算ケース 

図 7-31 水位の空間分布 
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 図 7-32 に計算効率と計算精度の関係を示す．赤線は図 7-31 で示した各ケースの水位と Case1

との水位差の絶対値を y 軸方向に平均した値である．計算格子の解像度が高いほど計算精度は高

くなっており，Case1 と Case3 では 0.04cm の差が見られた．青線は Case1 の計算時間に対する各

ケースの計算時間を示す．計算精度とは異なり，解像度が低いほど計算時間は短くなっており，

計算効率がよくなっている．Case3 は Case1 と比較し約 3 割計算時間を短縮することができた．こ

のように計算精度と計算時間は互いにトレードオフの関係になっており，計算を行う際には，求

められる精度と計算時間を考慮した適切な設定が必要となる． 

7-5-4 九州西部海域への適用 

 本研究で開発した相互作用モデルを用いて台風来襲時の波浪推算および高潮推算を行った．対

象とした台風は 7-3 と比較するため 2012 年 16 号台風を用いた． 

A) 計算領域および計算条件 

 図 7-33 に計算領域および流れモジュールおよび波モジュールで用いた計算格子を示す．計算領

域および各モジュールでの計算格子は 7-4-2 で用いたものと共通である．気象外力も同様に台風モ

デル（時間解像度 1 時間，水平解像度 5km）を用いた．計算期間は 2012 年 16 号台風来襲時（2012

年 9 月 15 日 9 時～18 日 9 時）とした．風応力を定めるバルク係数 Cdは Yelland and Taylor (1996)

による式を用いた． 

10

33 1007.0106.0 UCd  
 for 100.6 U  (7.5) 

ここで，𝑈10は海上 10m 地点での風速である． 

なお，本計算では Action density の計算に陽解法を用いている． 
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図 7-32 計算効率と計算精度の関係 
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また，鉛直方向層数について，流れモジュールは 3 層としたが，表層にのみ Fx，Fyを受け渡すこ

ととした（図 7-34）．表 7-7 には主な計算条件を示す． 

水深(m) 

熊本 

伊王島 

大浦 

三角 

長崎 

図 7-33 計算領域および計算格子 

流れモジュール 波モジュール 



143 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B) 計算結果 

 伊王島および熊本において NOWPHAS の観測値と有義波高の時系列変化を比較し，大浦，長崎

および三角において潮位偏差の時系列変化を気象庁の観測値と比較した． 

 図 7-35 に相互作用モデルで計算された伊王島および熊本での有義波高の時系列変化，そして

NOWPHAS で観測された有義波高の時系列変化を示す．赤線白抜きはおよび実線はそれぞれ計算

値と観測値を示す． 

 伊王島において，計算開始から約 30 時間後までは観測値と比較して最大 50cm 程度過小評価し

ている．観測値は約 35 時間後から波高が急激に増大しているのに対し，相互作用モデルモデル

40 時間後から波高が増大しており波高が増大する時刻に 5 時間程度の差が見られた．一方波高が

最大となる時刻や最大波高はよく一致している． 

 熊本において，計算開始から約 40 時間後まで大きな差は見られず，波高が増大するタイミング

や波高が最大となる時刻も一致している．ところが，相互作用モデルでは最大波高を 40cm ほど

過大評価しており，その後の時系列変化も一致しているとは言い難い． 

 

波モジュール 流れモジュール

Δσ

ΔFx,ΔFy

Δσ

Fx,Fy

表層にのみ
Fx,Fyを
受け渡す

通常の
多層計算

簡易的な
多層計算

σ1

σn

(層数：ｎ)

(層数：ｎ)

…
…

σ1

σn

各層に応じて
Fx,Fyを分配し

受け渡す

Fx,Fyを計算
（波モジュール）

計算条件 流れモジュール 波モジュール 

ノード数 4427 1607 

メッシュ数 8157 2871 

水平格子点間隔 1-20km 2-40km 

鉛直層数 1 1 

計算時間間隔 0.1秒 5秒 

計算期間 72時間 72時間 

図 7-34 Fx，Fyの受け渡し方法 

表 7-7 計算条件 
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 図 7-36 の相互作用モデルで計算された大浦，長崎および三角の潮位偏差の時系列，そして気象

庁によって観測された各地の潮位偏差の時系列変化を示す．白抜き，実線はそれぞれ計算値と観

測値を示し，赤，青および緑はそれぞれ大浦，長崎および三角の結果を示す． 

 

 

 

 まず，いずれの 3 地点においても相互作用モデルで計算された潮位偏差は，計算開始約 38 時間

後まで直線的に低下し，その後上昇に転じている．一方観測値はいずれの 3 地点においても，潮

位偏差は一定周期で上下した後，計算開始約 38 時間後から一気に上昇している．次に，計算開始

38 時間後から 60 時間後までは 3 地点とも観測値と計算値がよく似た推移をしていることがわか
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図 7-35 相互作用モデルでの有義波高の時系列変化 

図 7-32 相互作用モデルでの潮位偏差の時系列変化 
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る．さらに計算値約 38 時間後時点の潮位偏差とピーク時の潮位偏差の差（上昇幅）は 3 地点とも

計算値と観測値で概ね一致している． 

 これらのことから台風最接近時の潮位偏差の挙動を再現することはできているが，それまでの

潮位偏差の変動を上手く再現できていないと言える．この原因として，モデルの不完全性や気象

外力の精度，そして計算条件の不備などが考えられる．ところで，Ide et.al. (2021)によると高潮に

よる潮位偏差は潮汐の影響を受け変化することが報告されている．しかし本計算では潮汐を境界

条件（外力）として与えていないため，高潮による潮位偏差が潮汐から受ける影響を考慮してお

らず，その結果このような差が生じたと考えることもできる． 

 

7-6 おわりに 

 本章では，非構造格子海洋流動モデルと第三世代波浪推算モデル SWAN を基にして，流れから

波への 1-way カップリングモデルおよび波・流れ相互作用カップリングモデルの開発を行った．

流れの計算には FVCOM を用い，波の計算には SWAN を用いた．両計算でそれぞれ異なる計算格

子と計算時間間隔を設定可能にすることで計算効率の向上を図った． 

 まず，矩形の単純地形を用いて，流れ受け渡し計算（1-way モデル），波受け渡し計算，相互

作用計算それぞれのモデルの検証を行った．それぞれの計算で，既往のモデルや推算法，既往研

究などの結果と比較することで，それぞれの計算の妥当性を確認した．また，相互作用計算を既

往のモデルと比較することで，相互作用を考慮することによる影響を確認した．その結果，波浪

については砕波点の変化が見られ，水位についてはウェーブセットアップの有無などの違いがあ

ることがわかった．また，計算精度と計算効率の関係を検討した結果，計算精度と計算効率は互

いにトレードオフの関係になっており，計算を行う際には，求められる精度と計算時間を考慮し

た適切な設定が必要となる． 

 次に，九州西部海域を対象に台風外力を与え計算を行い，観測値と比較することで，本モデル

の妥当性について検討した．その結果，潮位偏差は過小評価となったものの変化の動態を再現で

き，有義波高はある程度観測値と一致した．また，流れや水位の影響によって有義波高が変化し，

有明海や八代海では流れや水位を考慮せずに波の計算を実施した場合生じる波高を過小評価して

しまう可能性を示した．実地形での計算に対しても十分な精度を得るために，より適切な計算条

件や計算格子の設定，そして適切な外力の設定が必要である． 

 これらの結果から非構造格子モデルを用いて，計算負荷が低く高精度な計算が可能な波・流れ

相互作用カップリングモデルの構築が可能であることを示すことができた． 
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第8章 総括 

 我が国は人口や産業が臨海部に集積し，沿岸水面や陸域は多様で高密な利用がなされている．

このため，沿岸域の環境保全・修復・創造は極めて重要である．一方で，沿岸域は台風，高潮，

高波，津波など厳しい自然にもさらされている．本研究では非構造格子海洋流動モデル FVCOM

を，改良を加えつつ沿岸域の様々な工学的課題に適用し，その適用性を明らかにした．対象とし

た工学的課題は，温暖化の高潮への影響と適応策の検討，豪雨による河川からの流木および土砂

の流出，航路における局所的浅所の発達，波浪と流れのカップリングであり，それぞれ防災，環

境，利用に関する課題である． 

 第 1 章では，本研究の背景，目的および既往の研究について述べた． 

 第 2 章では，本研究で用いた非構造格子海洋流動モデル FVCOM，海洋潮汐モデル Nao99.Jb，

経験的台風モデルについて述べた． 

 第 3 章では，高潮への脆弱性が高く温暖化によって更なるリスクの増大が懸念される有明海湾

奥部を対象として，FVCOM を用いて高潮氾濫シミュレーションを行った．さらに，非構造格子

モデルの地形表現の柔軟性と線境界の機能を応用して水門の開閉などの機能を組み込んだ．その

他，種々の高潮対策施設をモデルに組み込み温暖化適応策について検討した．検討に先立ち高潮

が最大となるような台風の最悪経路を選定した．その結果，有明海の西側を南南西から北北東に

通過する経路となった．この経路を既往最大規模の台風が通過した場合の高潮シミュレーション

を行うことで，堤防の嵩上げ等の温暖化適応策の効果を検討した．その結果，堤防の嵩上げによ

って多くの地域で最大浸水深が低下し，浸水が発生しなくなった地域もあった．次に，将来の高

潮について検討するため「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース，database 

for Policy Decision making for Future climate change (d4PDF) 」を用いて将来有明海周辺に来襲する

台風について検討した．その結果，来襲する台風の個数に大きな変化はないが，中心気圧が 940hpa

を下回る台風の割合は過去実験に比べ 2 倍程度に増加することがわかった．その後将来気候にお

ける高潮シミュレーションを行った．その結果台風の強大化に伴い発生する高潮偏差は最大で

50cm 程度上昇することがわかった．最後に，将来気候における最悪台風や L2 規模の台風が最悪

経路で来襲した際の高潮や将来海面上昇が生じた場合の将来の最悪台風による高潮のシミュレー

ションを行い，またこれに対す温暖化適応策の効果を検討した．その結果，将来の最悪台風が来

襲した場合は海面上昇を考慮した上でも堤防の嵩上げをすることで浸水を抑えることができた．

一方 L2 規模の台風が最悪経路で来襲した場合は嵩上げのみでは対応できないことがわかった．こ

れらの検討より，有明海湾奥部における高潮の将来変化やそれに対する適応策の検討を行う上で

非構造格子海洋流動モデルが適用可能であることが示された． 

 第 4 章では，豪雨による出水時に流出する流木の回収作業の効率化に資するため，流木漂流シ

ミュレーションを実施した．よりリアルな漂流物の挙動を再現するため流木の浮力および風から

の抗力を考慮できるようにした．改良したモデルを用いて，平成 30 年 7 月豪雨での流木挙動のシ

ミュレーションを実施し，九州地方整備局の流木回収データと比較することで，モデルの妥当性

を検証した．不十分なデータによる精度検証ではあるが，精度向上に向けて改善の余地があるこ

とがわかった．これらの検討から非構造格子海洋流動モデルは漂流シミュレーションに対しても

適用可能であり，更なる改良を行うことでより精度の高いシミュレーションが可能であると考え

られる． 
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 第 5 章では，有明海を対象に FVCOM のオプションである底質輸送モジュールを用いて検討を

行った．有明海には大小 100 を超える河川が流入しており，降雨後の出水時には大量の土砂も流

入し，アサリなどの水産資源に被害をもたらしている．このような被害の対策のためには有明海

における土砂動態を把握することは不可欠である．そこで，有明海における出水時の底質輸送に

関する検討を行った．湾内の流況やそれに伴う塩分変動，SS 変動についてモデルの再現性を検証

するために，2008 年及び 2001 年の複数地点における実測データと比較を行った．潮位や流速は

観測値とほぼ一致していたことから実際の流況場を再現できていたと言える．また，SS について

も地点や期間によって，大潮期の一潮汐による変動幅が増減するといった問題はあるものの，大

潮・小潮の周期による濃度の変動や大潮期におけるピーク値を概ね再現できた．塩分については

初期値を空間的に一様としていたため，湾内の中でも海域によって大きく異なる塩分分布を十分

に再現できなかった．また，表層と底層で差が見られず，密度躍層は形成されていなかったこと

から，鉛直方向にも分布を与える必要があると考えられる．これらの結果から，非構造格子海洋

流動モデルが有明海における底質輸送の検討に適用できることが明らかになった． 

 第 6 章では，関門航路を対象に底質輸送モジュールを用いて検討を行った．これまでの研究で

関門航路におけるサンドウェーブの発達と周辺海域での平均水位の変動との関係が示唆されてお

り，今回これを，数値シミュレーションを用いて検討した．まず，平均水位の変動の再現性を確

認したのち，平均水位の変動を考慮した底質輸送シミュレーションを実施した．その結果，平均

水位の変動が周辺海域の潮流に影響を及ぼし，浅所の発達に影響を及ぼしていることを明らかに

した．また，サンドウェーブの再現を目標に検討を行った結果，初期条件や境界条件を適切に設

定することでサンドウェーブを概ね再現できることを示した．このように，非構造格子海洋流動

モデルが関門航路における地形変化の検討にも適用可能であることを示した． 

 第 7 章では，波と流れの相互作用を考慮するため FVCOM と第三世代波浪推算モデルである

SWAN を結合し波・流れ相互作用カップリングモデルを開発した．これまでのモデルで問題とな

っていた高い計算負荷を低減させるため波と流れの計算でそれぞれ異なる計算格子や計算時間間

隔を設定できるようにした．開発に際し様々な検証を行いモデルの妥当性を示したのち，台風来

襲時の高潮・波浪推算を行うことで本モデルの有用性を確認した．その結果，波と流れの計算で

それぞれ異なる計算格子や計算時間間隔を設定できるようにしたことで計算時間を大幅に短縮で

きることを示した．また，開発したモデルが従来のモデルより高精度な計算が可能であることを

示した．すなわち非構造格子モデルを用いて，計算負荷が低く高精度な計算が可能な波・流れ相

互作用カップリングモデルの構築が可能であることを示した． 

 一連の研究を通して，開発したモデルの更なる改良やより詳細な検討が必要な場合もあるが，，

沿岸域における様々な工学的課題に対して非構造格子海洋流動モデルが適用可能であることを示

せたと考える． 
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